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全日本民医連第４1回定期総会

運　動　方　針

新綱領を決定した第39回総会から 4年、東日
本大震災復興の最中に開かれた第40回総会から
2年が経過しました。東日本大震災・福島原発

事故（2011年 3 月11日）は、いまなお「これか
らの日本と社会のあり方」を問い続けています。
2013年 6 月 7 日、全日本民医連は結成60周年

はじめに
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を迎えました。一貫して「いのちの平等」を貫
いてきた民医連は、いのち輝く新しい日本を作
ろうとする多くの国民とともに多様な運動をす
すめながら架け橋の役割を担ってきました。
2012年12月の政権交代の結果現れた第二次安
倍政権は、日本国憲法のもとで国民が守り発展
させてきた平和的生存権という戦後政治の枠組
みを大きく変えようとしています。2014年の自
民党運動方針では「不戦の誓いと平和国家の理
念を貫く」という文言が削除され、憲法を変え
なくても戦争ができる国家安全保障基本法の制
定を狙っています。
一方、原発のない日本へ、ＴＰＰ参加反対、
秘密保護法反対、アメリカ・財界いいなりの政
治の転換、消費税増税反対などを求めて、立場
の違いを超えてかつてない幅広い人びとが声を
上げ、安倍政権そのものの暴走を許さない大き
な共同の輪が広がっています。
1月19日に行われた名護市長選挙では、アメ

リカ政府と政府・自民党が「金と脅し」という
手段で総力をあげて住民の分断をはかろうとし
たにもかかわらず、いかなる脅しにも屈せず「今
を生きる人だけでなく、未来への責任としても
絶対に辺野古基地建設を許さない」と主張した
稲嶺進市長が圧勝しました。 2月 9日に行われ
た東京都知事選挙では幅広い市民・団体・政党
の支持を得た宇都宮健児さんが得票率２０％を超
え、第 2位となりました。このような「激変・
激突」の情勢のもとで私たちは第41回総会を開
催しました。
この総会では、①今の情勢をつかみ、時代認
識を深め、私たちの課題と役割を明らかにする
こと、②この 2年間のとりくみを総括し、今後
2年間の方針を決めること、③41期役員の選出
と予算を確定させることを役割とし、総会代議
員の積極的な討論で運動方針、役員、予算を決
定しました。全国的な学習運動と実践を呼びか
けます。

全日本民医連創立６０年、さらに地域とと
もに確かな歩みを

第 １章

1953年 6 月 7 日、全日本民医連は117病院・
診療所が参加して東京・中野区の橋場公会堂で
結成されました。須田朱八郎初代会長は、「私
たちは、新しい医療活動の型を創造しているの
です。病める肺、病める腎臓だけを診るのでは
なくて、病める患部を、その患者、患者の生活
全体として診ること、医師、看護婦、事務、診
療所全体の力が患者とその家族、否、もっと多
くの同じように生活とたたかっている人達と力
を合わせ、その合作した力で一人の患者を治療
し、健康と健康がささえられる生活を守ろうと
しているのです。大衆の中から生まれ出て大衆
の中で育ち、発展してきた私達、全国の民主的
病院、診療所のあり方はこういうものだと思い
ます。」と『全国民医連』誌第 1号で述べてい
ます。創立当時から民医連医療の特徴である「生
活と労働の視点」「民主的集団医療」「共同の営
み」など今日も変わらぬ民医連の有り様が簡潔、
平易に表現されており、それらは無数の実践を

経て今日の民医連綱領に結実しています。
民医連が誕生してからの60年は､ 戦争への反
省から平和､ 人権、民主主義という 3つの人類
史における普遍的な価値が確立した画期をなす
時代でした。特に日本においては、おびただし
いアジアと日本の人々の犠牲のうえに定められ
た日本国憲法の歴史と重なる60年でした。私た
ち全日本民医連はこれら 3つの価値を歴史との
関係でとらえて、60年の歩みを振り返り、次の
展望を切り開かねばなりません。
民医連が地域での信頼をかちとり事業や規模
を前進させることができた理由は、第 1に、「生
活と労働の視点」や「共同の営み」の医療観に
立ち、医学医療の進歩に学び、自ら後継者育成
にとりくんできたこと、第 2に、非営利原則に
基づき、要求に応えて地域住民とともに保健、
医療、介護活動を展開し、事業所の科学的で民
主的な管理と運営に努力してきたこと、第 3に、
日本国憲法に依拠して社会保障制度を守り発展

民医連第41回総会決定集_4校.indd   4 2014/03/21   10:36:06



5月刊民医連資料　別冊（２０１４年 ４ 月）

させる運動をすすめ、政治活動にも積極的にと
りくんできたことです。
一方で、重大な医療事故や事件、経営危機な
ど組織の存続に関わる困難にも直面しました。
しかし、自らを徹底して振り返り、時代の問題
と自らの弱点を重ね合わせ、乗り越えてきまし
た。共同組織はじめ地域の人びととまっすぐに
向き合い、「困難は、全国の仲間の知恵と連帯
の力で克服」といった合言葉も生まれ、その過
程の中で全日本民医連の団結は強まりました。
2000年の第34回総会は、21世紀初頭の課題と
して「人権と非営利」、「より開かれた民医連」、
「働きがいと事業所の発展の統一」、「安心して
住み続けられるまちづくり」という 4つを掲げ
ました。それからの十数年間は、社会保障分野
で本格化した新自由主義的構造改革と全面的に

対峙した「せめぎ合い」の時代でした。そして
この 2年間は、東日本大震災と原発事故という
未曽有の苦難に立ち向かい、「人権を守るあら
ゆる運動の架け橋」、「健康権・生存権」の実現
を通じて、新しい福祉国家を展望しようと呼び
かけてきました。39、40期を通じた検討を経て
全日本民医連理事会がまとめた「人権としての
医療・介護保障実現にむけた提言」は、新しい
福祉国家への道筋を民医連綱領の視点から可能
な限り探求したものです。
1970年代以降、世界を席巻し貧富の差を極限
まで拡大した新自由主義政治との決別を求める
運動が多くの国々に広がる中、世界の進歩的潮
流と民医連が60年間追求し続けた普遍的な価値
に確信を持ち、さらに前進を続けましょう。

「激変・激突」の情勢・時代をどうみる
か

第 ２章

第 １節　世界は大きく変わりつつある
2003年 3 月、アメリカは、イラクが大量破壊
兵器を持っているとして、多くの国々が反対し
国連決議がないにもかかわらずイラクへの戦争
を開始し、多くのイラク国民の命を奪いました。
しかし2013年、シリア政府が化学兵器を使った
として米英政府がシリア攻撃を行おうとした際
には、国連を含む国際社会が一致して攻撃を許
しませんでした。このことは、武力では紛争は
解決できないという認識が全世界に広がってい
ることを示しました。
この半世紀、多くの軍事同盟が解体され、非
同盟国は1961年の25カ国から137カ国に広がり、
毎年の国連総会には核兵器廃絶を求める決議が
提案されています。日本政府はこの決議案に対
し、核抑止力論の立場に固執し棄権を続けてき
ましたが、2013年、初めて国際世論の力で賛成
に回らざるを得ない状況を作り出しました。
南半球の国すべてが非核宣言をするなど非核
・平和の地域共同体もすすみ、東南アジア諸国

連合（ＡＳＥＡＮ）、中南米カリブ共同体など
が核兵器の使用禁止、武力不行使、対等平等を
柱とした連携を強めています。
辺野古への米軍基地撤去を求めてノーム・チ
ョムスキー、マイケル・ムーア、オリバー・ス
トーンなど世界の知性と言われる識者103人の
呼びかけによる国際署名が始まり、すでに世界
各国から 1万人を超えて賛同が集まっています。
ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）は農業、医
療、金融、知的財産権などアメリカの経済覇権
を参加国に押し付けるもので、その国の経済体
制を根本から変えることにつながるものです。
マレーシアなどから猛烈な反発を招いています。
日本にとっても、現在39％の食料自給率が14％
になり、国民皆保険制度の空洞化を招くなど「国
のあり方」を変えるものです。日本医師会、Ｊ
Ａ全中など各界各層からＴＰＰ参加を許さない
運動が広がっています。 1つの超大国が世界を
支配しようとする構造がもはや通用しない時代
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を迎えつつあります。これが平和、民主主義、 社会正義を求める世界の大きな流れです。

第 ２節　「戦後民主主義」を否定する　第二次安倍政権
こうした世界の流れと逆行するのが第二次安
倍政権です。小選挙区制という民意を反映しな
い選挙制度によって、有権者のわずか 2割程度
の支持にもかかわらず衆議院選挙、参議院選挙
で大量の議席を獲得したのを受けて特定秘密保
護法強行採決をはじめ共謀罪、武器輸出三原則
の大幅緩和、集団的自衛権の行使容認、軍備増
強と次々と「戦争を積極的にする国」へと突き
すすみ、ＴＰＰ参加にも前のめりになっていま
す。特定秘密保護法の強行採決はこの政権の体
質を如実に物語っています。また､ 教育への直
接介入を強めています。医療・介護の分野では、

政府によって強制的に診療情報の提供を求めら
れることにより、患者の自己決定権を侵される
危険性が極めて高く､ 守るべき患者・利用者の
人権と真っ向から対立するものです。
この政権が向かう先は「ブラック（暗黒）社
会・日本」です（図A）。安倍首相による「慰
安婦問題で強制連行はなかった」などに象徴さ
れる歴史の偽造や靖国神社公式参拝など、むき
出しのナショナリズムはアジアをはじめ国際社
会で孤立の道を歩んでいます。また、相次ぐＮ
ＨＫ会長や経営委員の暴言に見られる潮流が拍
車をかけています。

図A　「ブラック社会・日本」化をすすめる
安倍政権がすすめる「異次元」の政策

アメリカいいなりアメリカいいなり
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　（150万人）
＊診療報酬引き下げ（2014年）
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先の戦争で県民の 4人に 1人が犠牲になり、
銃剣とブルドーザーで土地を奪われ、今なお、
米軍基地が押しつけられている沖縄において、
普天間基地撤去・辺野古移転反対は、県民の譲
ることのできない決意で、名護市長選挙で改め
て明確な意思を示しました。それでもなお、強
引に辺野古への米軍基地建設を強行しようとす
る安倍政権の姿勢を断じて容認できません。横
須賀をアメリカの原子力空母の母港としている
こと、最も墜落の危険性があるとされるオスプ

レイが日本の上空で戦闘訓練することも国際社
会から見て異常な事態です。日米軍事同盟であ
る安保条約廃棄が強く求められる情勢です。
2013年 7 月の参議院選挙では、自民党が大量
議席を獲得する一方で、護憲・原発即廃止・米
軍基地再編強化反対・ＴＰＰ反対・社会保障拡
充などを掲げる日本共産党が議席を増加させま
した。沖縄では基地撤去、東京選挙区では脱原
発を掲げる無所属候補も当選しました。
多大な犠牲が強いられている沖縄・福島など
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では安倍晋三内閣の不支持率が支持率を大きく
上回っています。また、維新の会は、橋下氏の
「慰安婦」発言に象徴される言動で、国民の支
持を急速に失い、地元堺市長選挙などでも大敗
しました。大量得票したわずか 1年で都民の期
待を裏切った猪瀬東京都知事を、世論の力が辞
任に追い込みました。
一致点での共同をさらに広げ、憲法を守り・
活かす国づくりにむけて国民的共同による強大
な運動で安倍政権を追い詰め、解散・総選挙を
迫る年にしましょう。また、民意を反映しない

違憲状態にある選挙制度の改善を求める運動を
強めます。
「激変・激突」の時代とは、「戦争をしよう
とする国」に向かってすすもうとするような厳
しさがありますが、国民は望んでおらず、力を
寄せ集めることが出来るなら大きな前進の可能
性を持った時代です。「相手が大きければ、こ
ちらがもっと大きくなる」（民医連60周年・三
上満氏記念講演）そうした大志を持って時代を
社会進歩の方向にすすめるために奮闘しましょ
う。

第 ３節　国民生活の現状はどうか　～事実からとらえる～
この間の悪政によって、〝99％〟の国民が耐
え難い苦しみを味わっています。東日本大震災
の被災 3県で今なお27万人が避難生活を余儀な
くされ、生活再建は自己責任だとされています。
住民の元の生活に戻してほしいという願いとは
裏腹に、ある官僚は「もともと過疎地の後進地。
復旧しても右肩下がりの過疎地に戻るだけ」と
生活再建を否定する内容をブログに書き込み批
判を浴びました。そして、〝東北ショックドク
トリン〟（＊ １）と呼ばれるように「創造的復興」
の名の下に大企業のもうけの草刈り場とされて
います。
ニッセイ基礎研究所が2011年に発表した推計
では「死後 4日以上経ってから発見される遺体
が 1年間に 1万5000人以上に上る」としていま
す。全日本民医連が2006年以来、続けている「手
遅れ死亡事例調査」では、2012年度25県連から
の報告で58人の死亡事例が集計されています。
そのうち国保資格証明書・短期証・無保険の方
が67％にも及んでいました。あまりにも高い国
保料と窓口負担のために医療機関にかかれない
方が増えています。日本医療政策機構の調査で
は、 1年の間に「経済的理由」により医療機関
の受診を控えた方が年収300万円未満の方で39
％、受診後、処方箋を薬局に持っていかない方
が16％もいます。にもかかわらず、国保料滞納
での差し押さえ件数は2012年度、24万件・900
億円にものぼっています。国民皆保険制度の空
洞化が急速にすすんでいます。
子どもの貧困も深刻です。経済的理由で就学
が困難な世帯に支給される「就学援助」を受け

ている世帯は全国平均が15．3％（2010年度）、
大阪28.1％、東京24.2％、北海道23.2％などと
なっています。国は高校授業料への所得制限導
入を強行しましたが、世界の高等教育費無料化
の流れに、まったく逆行するものです。子ども
の貧困は先進35カ国で3366万人とされる中、日
本は305万人と約 1割近くを占めています。各
国は貧困をなくすために子ども手当や税金控除
など所得再分配を行い貧困の克服に努めていま
すが、2008年度データではＯＥＣＤ加盟国中（35
か国）日本は所得再分配後の方が、貧困率が高
くなっている唯一の国です（図B）。さらに、
2008年と2010年の比較では、貧困率そのものが
14．3％から15．7％と1．4ポイントも悪化してい
ます。このことが少子化に拍車をかけています。
子どもへの給付は未来への投資です。子どもの
貧困を放置することは、日本社会が自滅の道を
歩んでいることを示しています。
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低年金、無保険者が多く、高齢者の貧困も深
刻です。高齢者の平均貧困率はＯＥＣＤ平均13
％を大きく上回り22％です｡ 年金（老齢基礎年
金＋旧国民年金）受給額は月額 6万円未満が95
％で無年金の方も多く含まれています。これは、
これから年金受給を受ける世代の問題でもあり
ます。
非正規雇用者は2000万人を超え、特に青年層、
女性で顕著です。年収200万円未満の労働者は
1000万人を超えています。結婚できない、就職
できない、無保険・無年金、ブラック企業など、
未来が見えない社会の中で「自己責任」にさい
なまれ、20～30歳台の青年の死因の第 1位は自
殺です。
民医連が全国的にとりくんだ「生活保護実態
調査」では、経済的理由で「町内会に入らない」、
「冠婚葬祭に一切参加しない」など「交際費ゼ
ロ」という方が圧倒的で、貧困世帯の孤立化が
すすんでいます。その生活保護費を2015年まで
に総額670億円、平均6.5％削減するというかつ
てない改悪が実施され、1.1万人以上が不服申
請に立ちあがっています。さらに家族親族扶養

を第一義的にするという生活保護制度全体の大
改悪が強行されました。政府の締め付けにもか
かわらず、生活保護受給世帯は増え続け、2013
年10月時点で過去最高の159万世帯・216万人余
が受給していますが、生活保護基準以下の生活
を強いられている貧困層は、その10倍近くに上
ります。
一方、大企業の内部留保金は272兆円（12年度）
を超え、アベノミクスはお金を乱造し、意図的
に株価をつり上げています。
その結果、例えばユニクロの社長は 5カ月間
で4047億円もの株資産を増やしています。「弱
いものの犠牲の上に、強いものだけが勝つ」と
いう弱肉強食を原理とする新自由主義が日本を
「生きづらい」社会にしています（図C）。国
民には消費税増税や社会保障の大幅削減を続け、
被災地の「人間復興」を置き去りにしたまま、
無駄な公共事業や 4機638億円のステルス戦闘
機導入（14年度単年度）に見られる軍事費の拡
大（前年比2.8％増）の一方、大企業に課した
年間2.4兆円の復興法人税を13年度で打ち切ろ
うとしています。まさに〝アベコベ〟です。

第 ４節　アベノミクスで「社会保障」が壊される
アベノミクスの本質は、「日本を企業が世界
一活躍しやすい国」にすることにあり、そのた

めに「社会保障削減に一切の聖域をもうけない」
としていることです｡ 大企業には大盤振る舞い
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の一方で、消費税増税、70歳以上の窓口負担 2
割化や混合診療の拡大、高額療養費自己負担限
度額の見直しによる負担増、後期高齢者医療制
度の保険料引き上げ、介護保険大改悪、年金支
給額の 1％削減などを2014年度予算として計上
しました。消費税増税が社会保障拡充のためと
いうことがまったくのウソであることを証明し
ました。
2012年に成立した社会保障制度改革推進法を
受けて2013年 8 月に社会保障制度改革国民会議
報告が出され「社会保障改革プログラム法」（＊
２）が可決しました。この法・制度の問題点は、
第 1に、「自助・互助」「自助の共同化」なる文
言が並ぶ一方、社会保障の根幹である憲法や生
存権という文言は一言もなく、社会保障の基本
原則を根底から変えるものです。第 2に、公的
給付の「重点化」「効率化」の名のもとに、医
療保険も介護保険も保険給付の大幅削減を打ち
出し、営利・市場化をすすめようとしているこ
とです。第 3に、社会保障負担の費用は「消費
税を主財源にする」とし、公的負担を増やすこ
とを求めるならば消費税増税をと宣言している
ことです。
その結果、受療権やフリーアクセスが大幅に
制限されることになります。
後期高齢者医療制度を存続し生活保護の医療
扶助ではジェネリック薬品の強要や医療機関の
指定などもすすめています。また、市町村が管
轄している国保を都道府県に移管し、市町村の
一般財源から繰り入れもなくして国保料を高い
ところにあわせるなどの改悪も準備しています。
社会保障改悪のロードマップともいえる「社
会保障改革プログラム法」はその実施を国に義
務付けるもので、社会保障「変質」宣言です。
2014年診療報酬改定は、実質1.26％のマイナ
ス改定であるだけでなく、上からの医療機関再
編の梃子として強引な誘導を行うもので、到底
容認出来るものではありません。また、2014通
常国会に提出されている医療介護総合推進法は、
多くの法案を一くくりにして一気に改悪を行う
ことを狙ったもので、手続き上も、内容の上で
も大問題です。この悪法を許してはなりません。
社会保障は憲法に定められた「人権」です。
医療や介護を「商品」にしてはなりません。「商
品化」はいのち・健康格差につながります。日

米政府間合意により米国系民間医療保険会社で
あるアフラックと日本郵政は、同社の保険を全
国 2万ある郵便局で独占的に販売する契約を結
びました。
また、国家戦略会議の名の下に宮城、岩手県
ですすめられている「東北メディカル・メガバ
ンク事業」は、被災地の住民を対象にした遺伝
子研究であり倫理的問題などを含んでおり、注
視していく必要があります。難病対策も1972年
以来、初の大幅改変で、難病患者の受療権を奪
う負担増が予定されています。看過できないの
は国立療養所における元ハンセン病患者の扱い
です。国が長年の人権侵害を認め「人権の回復」
を約束したにもかかわらず、医師、看護師の欠
員状態に加え公務員定員削減の閣議決定を受け
て職員定員が減らされ続け、高齢化（平均年齢
82.6歳）に伴う障害の重篤化や認知症の増加に
対応できない事態が続いています。
私たちはこうした医療・介護の公的責任を放
棄し、健康の「自己責任」を当たり前とする政
策に真っ向から反対します。そして「安心して
子どもを生み育てられる国」、「長生きして良か
った」といえる人権が輝く福祉国家づくりをめ
ざします。
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図C　大企業の内部留保額と民間平均賃金の推移

（内部留保額は年度、民間平均賃金は年）
（注）内部留保額は「2014年国民春闘白書」、民間平均賃金は国税庁「民間給与実態統計調査」から
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第 ５節　原発と被害者をめぐる情勢
福島第一原発事故から 3年が経過しようとし
ているにもかかわらず、事故は収束していない
ばかりか汚染水は漏れ続け、事故原因すら解明
されていません。福島第一原発事故は過去最大
にして最悪の人為的災害であり、今尚、進行中
です。東京23区の約 2倍の面積にあたる1150㎢
が「人が住めない地域」になっており、対策は
一向にすすんでいません。そして今なお、約14
万人がいまだ避難生活を余儀なくされており、
生活不安・健康不安・将来不安は計り知れませ
ん。2012年 6 月に全会派一致で成立した子ども
被災者支援法は、安倍政権のもとで支援地域の
選別などまったく骨抜きにされています。
原発で働く労働者の権利と健康を守ることに、
国も東電もまったく責任を取らず、下請けや孫
請け任せの状態が続いています。
さらに生活環境を無視した避難地域の線引き
など被害者の分断が始まり、新たな「安全神話」
がつくられようとしています。原子力規制委員
会が発表した妊産婦、乳児も含め「年間線量20
㍉シーベルト未満は安全」などの新基準は、な
にがなんでも再稼働をすすめようとする政権の
姿勢を示すものです。情報公開も極めて不十分
で、特定秘密保護法はこうした情報すら覆い隠

すものです。政府は「事故責任」を取らない東
電には湯水のごとく税金を投入する一方、地元
に帰還させようとしている被害者には被ばく線
量を個人で管理させるなど「自己責任」を迫っ
ています。国連「健康に関する権利」特別報告
者のアナンド・グローバー氏は2012年秋に日本
を訪問し、2013年 5 月、国連で日本政府と東電
の対応は被害者に対する重大な健康権の侵害で
あり、必要な施策を行うべきと報告しています。
ドイツは福島第一原発の過酷事故を契機に

2020年までに原発ゼロ政策を選択し、急速に再
生可能エネルギーへと転換し現在、再生可能エ
ネルギー比率は23.4％まで到達しています。そ
の他の国も次々に原発ゼロ政策へ転換を図って
います。また、ドイツではいのちを代償とする
エネルギー政策を続けることは、「非倫理的な
問題」として捉えられており、日本とは大きく
違います（図D）。
アメリカ・カリフォルニア州にある原発に構
造的欠陥があるとして 2基の廃炉を決定しまし
た。製造メーカーである日本の企業には多額の
賠償金が要求されると報道されています。にも
かかわらず事故を起こした日本が、原発再稼働
促進・原発輸出推進という世界に恥ずべき政策
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に固執し続けています。異常な暑さに見舞われ
た2013年度夏も原発に頼らずとも電力は不足し
ませんでした。現在も 1基も動かさせていませ
ん。各地で行われている金曜日行動など脱原発
を求める粘り強い運動は、これまでの運動とは
違った新しい市民参加型の運動です。「ママ・
パパパレード」、「スーツデモ」、四国最大規模
となる8000人が集まった伊方原発再稼働に反対
する愛媛集会など、全国各地で運動が広がり、
原発ゼロの世論は 8割を超えています。福島県
議会は県内10基の全原発廃炉を決議しています。
大間原発建設中止を求め、市民団体に続いて、

4月には函館市も提訴を予定しています。自治
体では初めての提訴になります。こうした声に
押されて元首相経験者などからも「原発即ゼロ」
の決断を迫る動きも生まれています。原発は経
済の問題でもエネルギーの問題でもありません。
人間の〝いのち〟の問題です。いのちを犠牲に
するエネルギーなどまったく不要です。これか
らも原発推進に固執する原子力ムラ（利益共同
体）のさまざまな策動が生まれてくるでしょう
が、さらに大きな共同を広げ、必ず「原発ゼロ」
の日本を実現させましょう。

福島事故後も推進　日本の異常

（　）内数字は現有基数

図D　原発ゼロ、削減広がる国々図D　原発ゼロ、削減広がる国々

オーストラリア（０）
１１年に首相が
導入否定を表
明

ブルガリア（２）
１３年に新規建設
計画を撤回

リトアニア（０）
旧ソ連型原発を０９
年までに廃炉
１２年の国民投票と
総選挙を受け、新規
建設計画を白紙に

オーストリア（０）
７８年の国民投票に基づき、建設完
了した原発の廃炉を決定
１１年に欧州全体の脱原発をめざす
方針を発表
１３年に原発で発電した電力の輸入
禁止を決定

１１年に大統
領が導入に否
定的発言

インドネシア（０）
導入基数を４か
ら２基に減らす
と１２年に決定

タイ（０）

１１年に１７基中８基
を停止。２２年までに
全廃と決定

ドイツ（９）

１１年に首相が隣
国トルコの原発建
設計画中止を要請

ギリシヤ（０）

１１年に全５基を３４
年までに全廃と決
定

スイス（５）

国民投票に基づき９０
年までに４基全廃
１１年の国民投票で
原発ゼロを再確認

イタリア（０）

０３年に現有７基を運
転４０年で廃炉と決
定。１１年に再確認

ベルギー（７）

１１年に首
長が導入見
直しを発表

クウェート（０）
１１年に首相
が原発導入
中止を決定

イスラエル（０）
１１年に大統
領が導入計
画中止表明

ベネズエラ（０）
１１年に建設
計画の調査
を中断

チリ（０）

いま原発を稼働させているのは３０カ国と台湾だけで、世界の少数派です。

第 ６節　時代・情勢をみる「物差し」はなにか
情勢をみる場合、私たちはなにを物差しに考
えるべきでしょうか。世界主要国価値観データ
ブック（2008年度版）によると、「マスコミ情
報を正しいと思うか」の問いに、「そう思う」
がドイツ28％、イギリス12％であるのに対し、
日本が70％を超えています。政府の嘘をそのま
ま報道しつづけた福島第一原発事故に見られる
ように、政府報道や大マスコミ報道を鵜呑みに
せず、「人間の〝いのち〟にとってどうか」、「日
本国憲法に照らしてどうか」、「民医連綱領に照
らしてどうか」という視点で情勢を見ることが

大切だと考えます。この世の中で「いのち」に
勝る価値はありません。経済同友会終身幹事で
経済界の重鎮であった故品川正治・革新懇代表
世話人は、「戦争も経済も『人間の眼』でみる
こと」を訴え続けました。
この資本主義社会の中で「最も困難な立場」
の人びとの目線から、「人権のアンテナの感度」
を高め、国が行おうとしていること、財界が行
おうとしていることを見、学習し、自らの頭で
考え、具体的な事実から出発し「本質を見抜く
目」を養い、「自らができる行動」から始めま
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12 月刊民医連資料　別冊（２０１４年 4 月）

しょう。

政府の医療・介護「改革」、新専門医制
度と「民医連の提言」

第 ３章

団塊の世代が75歳を迎え、高齢化率が30％を
超える「2025年」にむけ、社会保障制度改悪の
意図と内容がはっきりしました。政府は「2025
年の医療・介護の将来像」を掲げ、病院病床機
能の再編とその受け皿としての「地域包括ケア
システム」の構築に向けて、「入院・施設から
在宅へ」「医療から介護へ」、さらに「介護から

市場・ボランティアへ」を基調に、国にとって
低コストで効率的な医療・介護提供体制をつく
りあげることを打ち出しました。保険制度の改
革では、さらなる保険給付の削減と負担増を掲
げており、国民皆保険創設以来50年ぶりの大改
革といっていますが、これは国民皆保険制度の
破壊への道です。

第 １節　医療・介護提供体制の「改革」、「地域包括ケア」
の動向と問題点

１．急性期医療病床の削減、集中化

厚生労働省は、「病院病床の機能分化」の推
進を前提とした「2014年度診療報酬改定の基本
方針」を決定しましたが、それはマイナス改定
にとどまらず、内容においても上からの病棟・
病床機能の規制を通じて、医療機関の再編をは
かろうとする重大な改悪が含まれています。最

大の焦点は、急性期病床の削減と「 7対 1」病
床の大幅な削減です。いわゆる「ワイングラス
型」から「砲弾型」へ病院・病床構造を再編し
ようとしています（図Ｅ）。日本はＥＵなどの
国と比べても病床あたりの人員配置は少なく、
「 7対 1」看護の削減ではなく、医師、看護師、
他専門職の配置を強めることこそ重要です（図
Ｆ）。

＜2025（H37）年のイメージ＞＜2010（H22）年の病床数＞
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13月刊民医連資料　別冊（２０１４年 ４ 月）
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政府は亜急性期病床の拡大・評価と言ってい
ますが、それも安定したものではなく、すべて
の病棟タイプについて医療圏内の定数を定め、
統制を強めようとしています。
これらの政策を批判していく上で重要なこと
は、それが地域住民、患者にとってどういう意
味を持つのか確かな視点を貫くことです。
全日本民医連は年末、厚生労働省に対し、こ
うした地域医療崩壊につながる強引な「 7対 1」
の見直しや診療報酬改定に対し、地域医療を守
る立場から具体的な要望書を出し、交渉しまし
た。引き続き再改定を求め運動をすすめます。

２ ．日医・ 4病協の「医療提供体
制のあり方」合同提言と民医連
の立場

これらの政府・厚労省の政策に対し、日本医
師会と 4病院団体協議会が「医療提供体制のあ
り方」という合同提言を行いました。
合同提言の考え方は、「画一的な方向性でな
く地域の実情に応じる」、「どのような病期にあ
っても患者の病態に合わせて最善の医療を切れ
目無く提供する」、「質の高い医療をめざし、生
活の質を重視し、患者をささえる医療を実践す
る」、「地域包括ケアシステムの実現に向けて、
在宅医療を含めて柔軟に対応する」というもの
です。さらに、医療法をはじめとする制度的枠

組みの整備、すべての医療機関に対する公的支
援、それぞれの機能のコストを適切に反映した
診療報酬体系の実現を訴えています。
そこに提案されている「地域急性期型病院」
や「地域医療・介護支援病院」は民医連の病院
のあり方にとっても重要な内容を示唆しており、
今後の対話や共同を積極的に追求する必要があ
ります。

３ ．「介護の自己責任化」の徹底
をはかる２０１４年「介護保険法改
悪法案」

国は介護保険法改悪法案を2014年通常国会に
提出し、2015年度からの実施をねらっています。
予防給付のうち利用者が多い訪問介護、通所介
護を現在の給付体系から切り離し、市町村に丸
投げすれば、利用者が在宅生活を続けることが
困難になります。市町村間格差もいっそう広が
ります。
全日本民医連が12月に記者会見した影響調査
（767事例）では、「外出などの機会が減り、閉
じこもり気味になる」と考えるケアマネジャー
は66.4％、「生活ができなくなり、介護度が上
がる」60.8％などの深刻な状況が予想されてい
ます。一方、中央社保協のアンケートでも34％
を超える自治体が「受け皿がなく実施困難」、「財
政的に多大な負担」と答えています。
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14 月刊民医連資料　別冊（２０１４年 4 月）

特養入所対象者の要介護 3以上への「重点化」
は、介護者不在、認知症などの事情で在宅生活
が困難な「軽度」高齢者の行き場を奪います。
一定所得以上の利用者の利用料の 2割への引
き上げは、今後すべての利用者の利用料を引き
上げる突破口となります。さらに、低所得施設
入所者に対する居住費・食費負担軽減の要件を
厳しくし、入所者を抑制する見直しも盛り込ま
れています。

４ ．成長戦略のもと「介護の営利
・市場化」を推進・加速

介護保険改悪は政府の成長戦略と表裏一体の
ものです。公的給付を徹底的に削り、その部分
を市場に委ねることで企業のビジネスチャンス
を創出・拡大していく方向です。「介護予防領
域・軽度者等に対するサービスや中重度になっ
た場合の上乗せサービスは民間保険でカバーす
る」としています。介護保険大手の会社は12年
度、介護保険外サービスを11.8％も伸ばしてい
ます。金融庁は、生命保険会社が介護サービス
を商品として販売することを容認する方針です。

日本経団連は「混合介護」（ 2階建て介護）の
いっそうの推進を図るために、区分支給限度額
の引き下げを提言しました。
サービス付き高齢者向け住宅（サ高住）の制
度化を機に介護事業への企業の参入が活発化し
ています。建設会社は「空前のビジネスチャン
ス」と位置づけ、家電量販店、飲食業など異業
種をふくめた建設ラッシュが続いています。し
かし、サ高住はもともと厚生年金受給者を対象
としており、低所得者の入居を困難にしていま
す。
政府の地域包括ケア構想では「本人・家族の
選択と心構え」を土台にして、企業の参入が容
易な都市部は市場サービスの購入を中心にした
「自助」を、それが難しい地方では近隣の助け
合いを「互助」として強調し、孤独死を覚悟し
て在宅生活を選択せよと住民に迫るものです。
介護内容について、生活援助などを排除する一
方で、介護職による医療行為の「解禁」や機能
訓練重視など医療的ケアの比重を高めていくと
しています。

第 ２節　医師養成をめぐる情勢の新たな局面

１．新専門医制度の発足

日本の医師養成制度が大きく変わろうとして
います。「専門医の在り方に関する検討会」の
最終報告（2013年 4 月）に基づいて2017年度を
目安に制度開始が予定されています。
特徴点は、①専門医を「それぞれの診療領域
における適切な教育を受けて十分な知識・経験
を持ち、患者から信頼される標準的な医療を提
供できる医師」と定義し、これまで任意だった
専門医資格取得を事実上全ての医師に課し、専
門医資格のみを広告可能とするなど自由標榜制
の制限を予告していること、②新制度は「プロ
フェッショナル・オートノミー」（＊ ３）を基
盤とし、各専門資格や養成プログラムの評価・
認定・更新基準作成などは、国ではなく中立的
な第三者機関で行うこと、③19番目の基本領域
として「総合診療医」（専門医名称「総合診療
専門医」）を位置づけ、その役割を「日常的に
頻度が高く、幅広い領域の疾病と傷害等につい

て、わが国の医療提供体制の中で、適切な初期
対応と必要に応じた継続医療を全人的に提供す
る」としたこと、④資格更新は実績重視とし、
特に領域別専門医資格の更新のハードルを上げ、
結果的に総合診療専門医への移行を誘導する設
計にしたこと、⑤地域事情を勘案した必要専門
医数の設定や大学中心の医師養成施設群構想な
ど、新制度を活用した新しい医師数・医師配置
方式を提示していることです。
以上のように新専門医制度の創設は、医師の
資格問題にとどまらない今後の医療提供体制の
根幹に関わることであり、積極面とともに、検
討会内で議論された診療報酬とのリンクなど重
大な問題点もはらんでいます。国による医師数
や医療費の抑制政策に利用されることがあって
はならず、地域医療が発展する方向での運用が
求められます。
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15月刊民医連資料　別冊（２０１４年 ４ 月）

２ ．「中小病院での医師研修」を
守るたたかいと初期臨床研修制
度の見直しをめぐる状況

「アンダー3000問題」（＊ ４）では、多くの
専門家等との共同のとりくみで、中小病院での
初期研修を守るという貴重な成果をかちとりま
した。しかし、2015年度からの見直しでは、基
幹型の資格要件に「年間入院患者3000人以上」
の項目が残ることになりました。一方、「見直し」
では3000人基準を満たしていない病院であって
も研修内容が評価されれば、継続のみならず新
規指定にも道を開く内容も入りました。民医連
の研修実績を踏まえた粘り強い運動の成果です。
将来的にすべての研修病院に第三者評価受審を
義務付ける方向が打ち出されています。民医連
の全基幹型臨床研修病院が卒後臨床研修評価機
構（ＪＣＥＰ）の認証を積極的に取得し、民医

連の研修を世に問う機会としなければなりませ
ん。

３ ．医師不足の現状と医学教育の
変化

「医師増員を求める」ドクターウェーブは医
学部定員増という画期的な成果をあげましたが、
日本の医師数は依然としてＯＥＣＤ加盟国で最
低レベルであり、医師の過重労働は解決されて
いません（図G）。公的責任を明確にして医学
部新設などを含めて抜本的な対策が必要です。
増員された医学部定員の多くは「地域枠」で、
卒業後地域医療の発展に寄与することが期待さ
れますが、その際も自由な研修が保障されるよ
うな配慮が必要です。また、医学部地域枠の奨
学金の財源が電力会社から出されている県があ
ることが明らかになってきています。

突出した日本の医師の労働時間

（出所）日本：国立保健医療科学院タイムスタディ（2006年）；仏英独：OECDデータ

日本では、59歳までは平均でも週60時間以上働いており明らかに諸外国よりも長い。
60歳を超えても他国の中堅層と大差ないほど働いている。
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16 月刊民医連資料　別冊（２０１４年 4 月）

卒前医学教育では、2007年に「地域医療教育
の充実」が盛り込まれ、各大学において改革が
進行中です。医学生が地域医療を実感できるカ
リキュラム導入は歓迎すべき変化であり、地域
で実践を積みかさねてきた民医連への理解を広
げる機会にしましょう。また、医学教育の国際

認証、いわゆるＥＣＦＭＧ2023年問題（＊ ５）
が「外圧」として作用し、臨床実習は72週間が
目標とされるなどの動きが出ています。診療行
為を一定の範囲で行うスチューデントドクター
制（＊ ６）の導入なども具体化されています。

第 ３節　人権としての医療・介護保障めざす民医連の提言
全日本民医連は、「崖っぷち」にある社会保
障制度、特に医療と介護制度を国民本位に立て
直し、さらに充実させるために2013年12月理事
会で「人権としての医療・介護保障めざす民医
連の提言」をまとめ、書籍とパンフレットの 2
本立てで発行しました。
医療・介護をめぐる厳しい現実とその原因、
国の責任をはっきりさせ、当面の制度改革とと
もに健康権・生存権の実現方向とその財源を示
しました。世界第 3位の経済力を持つ日本で、
内需拡大を基本とする一定の経済成長と税金の
集め方・使い方を変えれば、消費税を増税しな
くとも社会保障をささえる財源確保は可能です。
この提言を県連、法人、事業所や職員、共同組
織の中でおおいに議論し、医療、介護関係者は
じめ多くの団体や個人に届け、各地でシンポジ
ウムなどを旺盛にすすめ対話・討論を通じて運
動の力としていきましょう。提言の要旨は次の
通りです。

〈民医連の考える医療・介護制度における国の
責任〉

１ ）憲法25条に基づき、人権としての社会保
障を実現するために公的医療保険制度の堅持、
介護保険制度の抜本的な改善を行うこと。そし
て医療・介護分野における公共性を確保するた
めに、提供事業体の非営利性を強めるとともに、
全ての地域に必要かつ十分な医療・介護提供体
制を確立すること。
２）「いつでも、どこでも、だれにも」必要

で十分な医療と介護を保障するため、財源は応
能負担原則に基づく社会保険料と税を基本にし、
具体的なサービスは必要十分な現物給付として、
利用時の負担はゼロを展望し、当面、引き下げ
を行うこと。
３）倫理性と民主性を備え、科学性を重んじ

る医師をはじめとする医療・介護専門職を必要
な数だけ養成し、あわせて働き続けられる条件
整備をすること。
４）生活保護などの公的扶助、子ども手当な

どの社会手当については貧困の連鎖を断ち切り、
人間の尊厳を守るに値する制度へ抜本的な改善
を行うこと。
５）「健康の社会的決定要因」（ＳＤＨ）（＊ ７）

を重視し、生活と労働環境を改善し、保健予防
活動を抜本的に強めること。

〈その財源提案〉

１ ）医療・介護の充実とアクセス確保には、
利用時の負担増でなく、保険料と国庫・公費負
担（税の投入）を増やす必要があり、現状は財
源不足であることの国民的合意を得る。
２）異常に内部留保を増やした大企業や税制

優遇された富裕層への応分の税負担など公正な
税制改革で所得再配分機能を強める。また、課
税逃れのタックスヘイブン（＊ ８）の世界的な
規制強化や各国の法人税の統一化を提案する。
３）まず大企業を中心に社会保険の事業主負

担をＥＵ水準まで引き上げ、応能負担原則に基
づいて社会保険料を見直し、確保する。
４）無駄な大型公共事業などの削減と米軍思

いやり予算・軍事費の削減など税金の使い方の
転換をはかる。
５）国民の医療費を圧迫する医薬品や医療材

料などの高騰を規制し、適正化をはかる。
６）安定した雇用の拡大と誰もが暮らせる賃

金をめざし、最低年金の引き上げ、農漁業、再
生可能エネルギー、保健・医療・福祉分野を含
む中小企業や非営利団体を核にした地域密着型
内需拡大で国民本位の経済発展をはかる。
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17月刊民医連資料　別冊（２０１４年 ４ 月）

この ２年間のとりくみのまとめと課題

第 ４章

第40回総会では、以下のようなスローガンに
象徴される方針を掲げ、私たちはこの 2年間活
動を行ってきました。
第40回総会スローガン
●住民本位の震災復興、平和と権利としての
社会保障を実現する新しい福祉国家への展望を
創りだそう
●原発ゼロ、ＴＰＰ不参加、社会保障・税の
一体改革阻止、米軍基地再編阻止など日本の将
来を決める運動の「架け橋」となろう
●健康権の実現めざした保健・医療・介護の
実践と医師をはじめとする担い手づくりを一体
に追求しよう
全体として、新しい福祉国家を展望した運動
と実践、架け橋の役割発揮、健康権・生存権の
探求と実践、医師養成など、明確なスローガン
と方針のもと、具体的な実践を通じて民医連の
存在意義を発揮することができた 2年間といえ
ます。
2013年10月に札幌で開催された全日本民医連
第12回学術運動交流集会には、1248人が参加し、
この 2年間の総会方針に基づく人権を守る多彩
なとりくみが報告されました。エントリー演題
1025、発表演題739でした。どの演題も日常診
療や介護実践の中での人権を守るとりくみ、福
島第一原発事故被害者や東北 3県の被害者に寄
りそう活動、水俣病、原爆症、アスベスト被害

者の掘り起こし活動、無料低額診療などを活用
した受療権を守るとりくみ、共同組織とともに
健診やまちづくり運動の推進、架け橋としての
連携・共同の活動など、 1つひとつの報告が民
医連運動の到達点を示すものでした。 4つのテ
ーマ別セッション（①「生存権・健康権を守る
医療・介護の実践」、②「『地域包括ケア』を医
療と介護の連携から考える」、③「日本のＳＤ
Ｈの探求と課題」、④「原発に依存しない東ア
ジアをつくるために～医療者の目から～」）と
「中国における旧日本軍による遺棄毒ガス被害
者検診と医の倫理を問う」企画は、現在の民医
連がとりくんでいる中心テーマに切り込むもの
でした。いずれも参加者に大きな確信を与えま
した。
福島の拠点 3法人は、ホール・ボディーカウ
ンターやＦＴＦを導入し原発被害から地域住民
の健康を守るとりくみを積極的にすすめていま
す。改めて福島民医連の仲間への支援を呼びか
けます。
この 2年間で、職員数は常勤換算 7万7455人
と 2 年前より5.1％伸び、中でも、リハビリテ
ーション部門と介護部門が20％近く伸びている
のが特徴です。共同組織は359万、共同組織と
民医連をつなぐ機関誌『いつでも元気』は 5万
7000部を超えました。加盟事業所は1811カ所と
なりました。

第 １節　「いのち」「社会保障」を守る運動の到達点

１．運動の到達点

2004年10月以来、開始された辺野古支援連帯
行動は、2014年 1 月で31回を数えました。1996
年に日米首脳による移設合意がされたにもかか
わらず、地元と全国の粘り強いたたかいで杭一
本打たせていません。
民医連は、ＴＰＰ参加反対の運動に積極的に

関わり、原発をなくす全国連絡会の中心を担い
ました。こうした活動の中で、総会が提起した
架け橋となって奮闘し、これまでつながりのな
かった団体や個人との信頼関係も強まり国民的
な共同の前進に貢献しています。
私たちの、現場の実態に基づく事実の告発と
提案には多くのマスコミが注目しました。「お
金のあるなしで医療の差別を持ち込まない」立
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18 月刊民医連資料　別冊（２０１４年 4 月）

場から、引き続き「室料差額を徴収しない」こ
とを確認し、社会福祉法に基づく無料低額診療
（＊ ９）を340事業所で実施しています。対象
となる加盟事業所の43％にあたり、日本で実施
している事業所の61％（558カ所中340カ所）以
上を占めます。民医連が室料差額を徴収してい
ないこと、無料低額診療を行っていることが新
聞やテレビ、書籍、雑誌などでも紹介されまし
た。保険薬局での無料低額診療の患者の処方箋
に対し高知市、旭川市、青森市で独自の窓口負
担助成制度を実現させました。 4月からは苫小
牧市でも予定されています。2012年度、減免総
額は 4億円を超え、減免患者数延23.6万人（う
ち無料19.8万人、低額3.8万人）です。減免者
のうち、入院が11万人、外来13万人、外国人214人、
ホームレス151人と報告されています。生保の
延患者数は108万人で、「生保＋減免者」は、総
患者数の12.8％でした。この事業は〝最後の命
綱〟の役割を果たしています。しかし、本来は、
制度の拡充、生活保護の活用、保険料の減免や
窓口負担の軽減こそ重要です。経済的な理由な
ど「特別な事情」がある場合に国保料の減免を
定めた国保77条や窓口減免を定めた国保44条の
実施は一部の自治体に限られており、こうした
施策の実施や高額療養費の自己負担限度額の引
き下げ、保険薬局への適用拡大など制度の改善、
拡充をすすめる運動が重要です。
無料低額診療事業を、受療権を守り権利とし
ての社会保障充実をめざすたたかいの中に位置
づけ、①広報を強め、自治体とも連携し、地域
から手遅れを生まない運動としてとりくむ、②
社会資源の活用を強め、受療権を守る運動と一
体にとりくむ、③保険薬局、訪問看護ステーシ
ョンの負担金への助成事業を自治体に求める、
④民医連外の医療機関への事業への参加、自治
体病院での実施を求める運動、⑤すべての加盟
事業所での無料低額診療事業に挑戦しましょう。
また、宮城では一旦打ち切られた被災者への国
保医療費窓口負担免除復活の流れがつくられつ
つあり、 4月から宮城県内全自治体で再開が予
定されています。粘り強い運動の成果です。し
かし、介護保険、後期高齢者医療では免除は復
活していません。国と県の責任で従来対象とな
っていたすべての被災者の受療権が守られるよ
う運動を強めていくことが重要です。

この間、安心して住み続けられるまちづくり
をめざして日本医師会、日本看護協会、ＪＡ全
中はじめ多くの団体と懇談を重ね、共同の輪を
広げてきました。2012年10月には、全日本民医
連と長野民医連が共催して「医・食・住・環境
の再生をめざすシンポジウム」を開き、幅広い
シンポジストとＪＡ長野や長野県などの協賛、
後援を得て大成功しました。同様のとりくみが
沖縄や京都、宮城などでも行われました。
これらの経験を通して確認できたことは、安
心して住み続けられるまちづくりのイメージが
共有でき身近に共同するパートナーが沢山存在
すること、まちづくりの上で共同に「壁」はま
ったくないこと、こうしたとりくみが信頼をつ
くり、その後も関係が強まっていること、です。
しかし、全県連での実施とはなりませんでした。
こちらが構えずに共同を広げる視点が重要です。

２ ．政治と選挙活動への民医連の
とりくみ

選挙活動は国民一人ひとりが直接政治に参加
できる憲法で保障された重要な政治活動です。
主権者は私たちです。全日本民医連は40期、Ｄ
ＶＤ「今、選択の時」や学習資材、会長アピー
ルを準備し、学習と討議を呼びかけました。60
周年事業の一環として訪問したデンマークでは
選挙への投票率が80％を下回ることはないとの
ことでした。選挙活動は、職員の思想信条の自
由と政治活動の自由を完全に保障しなければな
りません。
同時に、平和な日本、人権が大切にされる新
しい福祉国家を展望する立場で「政治と選挙」
にとりくむことは大変重要です。政治が変わら
なければ、医療も介護も良くなることはないし、
平和も憲法も守ることはできないからです。政
治革新をすすめる上で、第 1に、憲法を守るこ
と、第 2に、アメリカや財界いいなりの政治か
らの決別、第 3に、国民の暮らしを守ることの
一致点での政治革新をめざす地域革新懇運動が
重要です。地域での運動に積極的に参加してい
きましょう。名護市長選挙、東京都知事選挙に
続き、京都、沖縄、石川県知事選挙などがあり
ます。沖縄県議会では県民の意思に背を向けた
知事の辞任決議が上がりました。沖縄県知事選
挙が遅くとも今年11月までに行われます。また、
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19月刊民医連資料　別冊（２０１４年 ４ 月）

2015年 4 月には、全国の 4割にあたる自治体の
選挙があります。なぜ、民医連が政治や選挙に
とりくむのか（＊１０）、また、選挙の意義や方

法なども含めて学習し、主権者として大いに奮
闘しましょう。

第 ２節　福島連帯・被ばく医療のとりくみ
民医連は、原発事故被ばく対策本部、被ばく
問題委員会、福島連帯支援委員会を設置し、放
射能汚染被害と正面から向き合い、被害者の健
康相談や生活支援、福島民医連の仲間への連帯
行動にとりくみました。東日本大震災では全国
の医療・介護組織として最大規模の支援を行う
とともに、国や東電との交渉をすすめてきまし
た。また、民医連の全国40県連102の医療機関
が手上げして双葉町から委託を受けた39歳以下
の甲状腺エコー検診の実施や福島県内、全国各
地の被害者に寄りそって医療・健康管理・生活
支援を続けてきました。新たに浪江町からも委
託の要請を受けています。
全国でとりくんだ甲状腺エコー検診は2013年
9 月時点で2800人を超えました。この経験は、
当初、手探り状態から始まりましたが、被害者
に徹底して寄り添う立場から、医師、放射線・
検査技師などを中心に学習や研修を積み重ね、
全国の意思統一のもとにすすめられました。今
なお、埼玉県加須市の双葉町住民を対象にした
埼玉民医連のエコー検診や療養・生活支援が続
けられています。全国でも同様のとりくみが継
続されています。民医連の実践力がいかんなく
発揮されている分野です。継続的な取り組みと

しましょう。
また、原発労働者との懇談、福島第一原発周
辺の現地調査などを行ってきました。
さらに、全国の連帯の力で福島民医連の仲間
へのリフレッシュ休暇や医師、看護師、薬剤師、
リハビリテーション、臨床工学士などの支援を
続けています。それは支援される側も支援する
側にも連帯を深め、学びの場となっています。
原爆被爆者の権利を守るために、福島民医連
の仲間を含む民医連の代表がマーシャル諸島・
ロンゲラップ島で水爆実験の被害を受けた島民
の健診活動を行いました。2014年度も実施しま
した。また、2013年 3 月にはノルウェーで開催
された「核兵器の非人道性に関する国際会議」
に民医連として代表を送り、日本原水爆被害者
団体協議会の仲間とともに原爆の悲惨さを訴え
ました。
長年とりくんできた原爆症認定集団訴訟の医
師団の記録『被爆者の思いを胸に』を発刊しま
した。しかし、原爆症のとりくみは終わってい
ません。被爆者検診や相談活動などを通じて寄
り添い、国の切り捨てを許さない取り組みをす
すめましょう。

第 ３節　医療分野における重点のまとめ
40期は、貧困と格差・超高齢社会に立ち向か
う医療活動の前進をめざして健康権・生存権実
現を私たちの活動の中心に据え、「総合的な医
療の質向上」と「医療活動の 8つの重点課題（＊
１１）」（図H）の実践にとりくんできました。特
に医療活動方針が、医療部主催の交流集会・会
議だけでなく、中小病院交流集会、急性期病院
交流集会、診療所所長交流集会などの中でも積
極的に議論・交流されるなど実践課題として明
らかになり成果が見え始めています。また、こ
の間のとりくみを通じて、「民主的集団医療」、
「共同の営み」の理念に基づく無差別・平等の

医療と福祉のさまざまな実践が、健康権の実現
やヘルスプロモーション活動などの世界的な流
れに通じているという認識が日々深まっていま
す。
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20 月刊民医連資料　別冊（２０１４年 4 月）

８．地域医療の連携の
構築・発展と民医連病院・
診療所のポジショニング

８．地域医療の連携の
構築・発展と民医連病院・
診療所のポジショニング

７．チーム医療の
実践と発展の

ために－スキルアップ

７．チーム医療の
実践と発展の

ために－スキルアップ

６．介護、居住施設
と結びついた
在宅医療の
新たな展開

６．介護、居住施設
と結びついた
在宅医療の
新たな展開 ５．リハビリ

テーション医療
の新たな展開

５．リハビリ
テーション医療
の新たな展開

４．安心して子ど
もを産み育てる地
域社会と「子ども
の貧困」に立ち
向かう運動と実践

４．安心して子ど
もを産み育てる地
域社会と「子ども
の貧困」に立ち
向かう運動と実践

３．オール地域で
救急医療を支える
民医連病院・診療
所の役割実践

３．オール地域で
救急医療を支える
民医連病院・診療
所の役割実践

２．慢性疾患医療
にこだわる民医
連の医療活動－
がん医療も含む

２．慢性疾患医療
にこだわる民医
連の医療活動－
がん医療も含む

１．健康格差を克服する
ヘルスプロモーション・

保健予防

１．健康格差を克服する
ヘルスプロモーション・

保健予防

図H　医療活動８つの重点課題のとりくみ
貧困と超高齢社会に立ち向かう医療実践

総合的な医療の
質と医療安全・
倫理の向上

総合的な医療の
質と医療安全・
倫理の向上
－医療指標と組織
機構の具体化
－医療指標と組織
機構の具体化

１ ．総合的な医療の質向上―医療
安全・倫理の新たな前進とＱＩ
活動の広がり

総合的な医療の質向上については、40期でさ
まざまな交流集会を通じて今後の実践課題が深
められてきました。医療安全・倫理は、医療の
質の基盤です。病院医療安全委員長会議・第 6
回医療安全交流集会を開催し、安全文化の基礎
としてのノンテクニカルスキル（＊１２）の重要
性が確認され、その手法としてのチームステッ
プス（＊１３）などが少しずつ浸透してきていま
す。医療倫理交流集会では、終末期ケアの倫理
と倫理委員会の 2つの機能（＊１４）の議論がす
すみました。民医連ＱＩ推進事業（82病院の参
加）は、厚労省「医療の質の評価・公表事業（＊
１５）」に 3年連続採択され、「中小病院が多く、
そのような規模・機能の病院の評価の例として
有用」で「患者の人権が考慮されている」、「現
場へのフィードバックが行われ，具体的な改善
に結びついている」と評価し、さらに2013年度
中間評価では、「このような優れたとりくみの
システムを公表し、地域連携の意味も含めて、
他施設・他団体への指導的な活動を考えられた
い」と民医連のとりくみへの期待を述べていま
す。この 3年間の実践により、自らの医療の質

の測定と改善のインパクトが高まり、日常診療
の中に確実に広がり変化・改善をつくり出して
います。これらの経験をもとに私達は、中小病
院の医療の質を向上させていく役割が求められ
ます。
今期初めて開催されたチーム医療・実践研修
交流集会では、「民医連がめざす 5つのチーム
医療（＊１６）」が提起され、積極的に受けとめ
られました。交流集会を開催するにあたって「民
医連のチーム医療に関する実証的調査研究（＊
１７）」が行われ、そのなかで「気軽に話せる組
織文化」「権威勾配の少ないフラットな組織」「あ
きらめないチーム医療」「患者の人権や健康権
実現をささえるチーム医療」などにまとめられ、
確信となりました。他職種連携・ファシリテー
ター研修会（＊１８）が初めて開催され、その役
割は、チーム医療にかかせないものであること
が確認されました。
私たち民医連は、生活と労働の視点で医療活
動をすすめ，「民主的集団医療」として理論化
してきました。2000年以後特に医療安全の分野
などで明らかにされてきた民医連のチーム医療
の方向や課題が、スキルの問題だけでなく理念
の問題として実践的にも理論的にも深めていく
ことが求められています。
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21月刊民医連資料　別冊（２０１４年 ４ 月）

２ ． ４０期の医療活動の特徴

保健予防・ヘルスプロモーションの活動では、
健康権や健康の社会的決定要因（ＳＤＨ）の議
論・学習を積み重ね、日本で最初のＨＰＨセミ
ナーの開催やＨＰＨ国際カンファレンス（2012
年台北、2013年ヨーテボリ）に参加し演題発表
や国際交流を行いました。健康格差が大きい社
会とは、経済格差も大きく、人びとのストレス
も大きく、関係性も損傷された「病んだ社会」
です。国際ＨＰＨネットワーク事務局長のハン
ヌ・ターネセンさんは、民医連の活動に直接触
れ、私たちが長年とりくんできた活動を「私た
ちが目指してきたそのもの」と高く評価し、「民
医連の活動を秘密にしないで」「世界に発信を」
と強調され、大きな確信を与えました。特に、
住民・共同組織とともにすすめるヘルスプロモ
ーションが注目され、2013年のＨＰＨ国際カン
ファレンスでは、東京保健生活協同組合の組合
員が発表した「ヘルスチャレンジを通して『地
域まるごと健康づくり』」が、優秀賞を受賞し
ました。現在民医連は、13病院がＨＰＨに登録
していますが、民医連外の病院も加入の動きが
あり、日本支部結成にむけた新たな取り組みも
始まろうとしています。ヘルスプロモーション
の活動は、地域丸ごと健康づくり・まちづくり
の運動です。ヘルスプロモーションの先進的な
とりくみに学び、すべての病院・事業所でチャ
レンジしましょう。
慢性疾患医療分野では、がん医療を慢性疾患
の視点で捉え直すことをあらためて強調してい
ます。学術委員会では生活と労働の視点から、
貧困が健康格差を生んでいるとの問題意識で若
年者の糖尿病に着目し、「暮らし・仕事と糖尿
病についての研究」班を組織して789人の患者
（98事業所）を対象に調査研究を実施していま
す（＊１９）。その分析過程でわかったことは、「若
年者の糖尿病患者は、著明な肥満と高率の合併
症を認め、社会経済的地位との関連が示唆され、
糖尿病対策としての社会経済的な支援が必要で
あること」、「肥満が多く、低学歴、非正規雇用
などが要因となり、健康格差がさらに進行する
のではないかと危惧している」などであり、学
会やマスコミに発信し注目されています。
また、小児医療委員会を中心にした子どもの

貧困についての調査研究が行われ、精神医療分
野では、「路上生活者を対象とした精神保健調
査」のパイロット調査も行われています。さら
に、産婦人科の現場では、貧困の連鎖と言われ
る社会的ハイリスク妊娠出産へのとりくみが多
くの民医連で実践されています。
国は特措法による水俣病被害者救済措置を打
ち切りましたが、まだまだ多くの被害者が存在
しています。国による水俣病の幕引き・患者切
り捨ては許されません。熊本、新潟では第 2次
ノーモア訴訟が提訴されています。潜在患者の
掘り起こし検診はじめ、さらに運動を強めなけ
ればなりません。アスベスト訴訟も同様です。
昨年12月の泉南アスベスト第 2陣訴訟は大阪高
裁で国の責任を認める判決が出されました。被
害の事実を世論に広げ、被害者救済の運動を強
めましょう。
在宅医療介護交流集会は750人を超える参加
者で問題意識の高さがうかがえる集会となりま
した。集会では、終末期ケアや認知症ケアを含
めた多彩な議論が行われ、在宅医療推進のため
のチーム医療と口腔ケアや嚥下障害などでの歯
科との連携、在宅医療を担う医師の養成、住ま
いづくりなど今後の在宅医療・介護の方向性を
見据えた議論が行われました。政府が提案して
いる「地域包括ケア」に対峙するためにも、民
医連がすすめる在宅医療・介護は、人権が守ら
れ安心して住み続けられるまちづくりに欠かせ
ない役割をもっていることを確認し合いました。
さらには、「キュアからケアへ」などの新たな
実践が報告されており、民医連も大いに議論が
必要となっています。
民医連自主研究会の分野では、今期、救急医
療研究会が新たに発足し多職種でのとりくみが
始まっています。また、39期に発足した認知症
懇話会はじめ多くの自主研究会は、全国集会を
開催するなどその活動が前進しています。自主
研究会代表者会議は、研究会のない外科などの
医師代表にも広げて開催し、学術活動と医師養
成のあり方が深められました。

民医連第41回総会決定集_4校.indd   21 2014/03/21   10:36:12



22 月刊民医連資料　別冊（２０１４年 4 月）

第 ４節　介護・福祉分野の到達点と課題
40期は、介護保険法「改正」・介護報酬改定
を受けて、制度のさまざまな矛盾や現場の困難
に立ち向かいながら、介護ウェーブ、日常介護
実践・質の向上、新たな事業展開、職員の確保
・養成、介護職の組織づくりなどをすすめてき
ました。

１ ．「民医連の介護・福祉の理念」
の学習と定着・介護ウェーブの
とりくみ

約 3年の議論をへて2012年12月「民医連の介
護・福祉の理念」（＊２０）を確定しました。理
念のひとつひとつの文言を深める事例検討会開
催や利用者アンケートの実施、生活実態を改め
てつかむことでケアプランの見直しや職種間の
連携強化につなげたとりくみ、「やりがい事例
集」の作成、医科事業所にも呼びかけた多職種
協働事例検討会など、全国で多彩なとりくみが
すすめられています。
介護報酬2012年度改定に対して影響調査を実
施し、改定によって生じている利用者・家族、
介護現場のさまざまな困難を明らかにし、記者
会見などを通して告発してきました。介護保険
制度の改悪の撤回を求める宣伝・署名活動、地
域学習会、自治体交渉などにとりくみ、11万筆
を超える請願署名を国会に提出しました。「必
要充足」「応能負担」「非営利」原則を貫いた介
護保険・介護保障制度の抜本改善を求める運動
の架け橋として対話と共同がますます重要です。

２ ．「最後まで、安心して」・「地
域包括ケア」を実現する事業活
動

介護にかかわる拠点づくりとして共同組織と
ともに訪問系・通所系サービス、居宅介護支援、
住宅・「住まい」をふくめた多機能をもった複
合施設づくりが各地で追求されています。新た
に制度化された定期巡回随時対応型訪問介護看
護は、2013年10月現在、 4法人 5事業所で、複
合型サービスは 4法人 5事業所で展開されてお
り、今後開設を見込み自治体との協議をすすめ
ている法人もあります。訪問看護ステーション

は医療・介護連携の要として小児、難病にも活
動領域を広げ、地域になくてはならない存在と
して役割を発揮しています。「地域包括ケア」
の中で重要な役割を担うものです。小規模多機
能型居宅介護は49事業所となり、「地域包括ケ
ア」を展望し中学校区単位で展開をはかってい
る法人もあります。
サービス付き高齢者向け住宅は14となりまし
た。国民年金受給者などでも入所できる住まい
づくりが法人連携などさまざまな工夫をしなが
ら追求されています。特養は低所得者であって
も入所できる施設でなければなりません。第 5
期事業年度の中で積極的な申請が行われており、
この 2年間で 2カ所増え、26施設となりました。
1県連 1特養づくりをめざしましょう。地域の
要求をふまえ、「介護予防・日常生活支援総合
事業」を受託した法人もありました。地域包括
支援センターは76カ所で展開されており、総合
相談、困難ケースへの対応をはじめ、各地域で
重要な役割を果たしています。

３ ．経営基盤の強化と法的整備の
重視、法人の体制強化

実質マイナス改定となった2012年度介護報酬
改定に対し、生活援助、デイサービスの見直し
や老健での在宅復帰機能の強化、重度・リハビ
リテーション対応、加算の新規算定、事業所再
編、処遇改善加算の算定などを通して収益確保
の対応がはかられてきました。一方、通所系、
居住系サービスなど地域で介護事業所が増加し
ており、利用者の確保に苦慮している現状も報
告されています。利用者の掘り起こし・確保が
重要です。
「業務管理体制整備の義務化」に基づき法人
に対する指導監査が実施され始めています。〝即
日監査〟のケースもあり、日常的に法的整備を
強める必要があります。特に、小規模な事業所
・担当者では、法人として法的整備の方針をも
ち県連・地協単位の「相互点検」が重要です。
2013年 6 月、民医連「老健施設交流集会」が
開催され、情勢を共有しました。
特に医科法人の介護・福祉部の役割がいっそ
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23月刊民医連資料　別冊（２０１４年 ４ 月）

う重要です。事業運営、職員養成、介護ウェー
ブなど対応すべき課題が年々拡大していること
とあわせ、今後の「地域包括ケア」構想づくり
・具体化をすすめていく上で、介護・福祉責任

者の配置と専任化、介護責任者を日常的に補佐
するスタッフ機能の確立など、体制強化をはか
ることが求められています。

第 ５節　医師の確保と養成

１．「オール民医連」での医師養
成と医師運動での連携の前進

「アンダー3000」問題やドクターウェーブ、
被災地支援などのとりくみ等を通じて、保団連
や医労連、医師ユニオン、日本医師会や全日本
病院協会など多くの団体・個人とシンポジウム
の開催や地域医療を守る立場での懇談などが旺
盛に行われました。私たち民医連は運動をつな
ぐ「架け橋」としての役割を担いました。引き
続き目標の一致点を探りながら、医療界が一体
となるような、もう 1ランク上の運動を追求し
ていかなければなりません。
新卒医師統一オリエンテーション、セカンド
ミーティング、臨床研修交流会などの諸企画は
年々発展しています。40期、全日本民医連が主
催した各種・各分野交流集会でも医師養成の重
要性が共通の認識として広がり、議論が深めら
れました。2012年夏に開催された拡大自主研究
会代表者会議に集った医師たちが、今後の民医
連医師養成の見通しについて危機意識を共有し
たことが、「オール近畿」での外科医養成や「オ
ール九沖」での整形外科医養成のプログラムに
結実しました。また、中小病院交流会や診療所
長交流集会では、民医連における総合診療医の
養成こそが中小病院や診療所の医療・介護活動
を担う医師づくりの要であることが確認され、
その後、日本プライマリ・ケア連合学会の認定
医取得に多くの県連・事業所が組織をあげてと
りくみました。
また、基幹型臨床研修病院の資格を維持する
ために、マッチングゼロ・受け入れ困難病院へ
の援助を地協や全国の力でとりくみました。九
沖地協がとりくんでいる県連を越えたたすき掛
けの研修は大きな成果を上げています。
全日本民医連医師臨床研修センター（イコリ
ス）は、若手医師が登場するＷＥＢマガジンや
ツイッターアカウントの立ち上げなどホームペ

ージの工夫・充実をすすめてきました。また、
民医連の人権を守る医療活動と研修情報の発信
・宣伝に努め、指導医講習会の開催も実現しま
した。さらに民医連の研修センターとして、教
育・学習、研究活動や相談・紹介活動の強化に
とりくみます。
福島連帯支援では、わたり病院の医療・経営
構造の転換を支援し、県連的に医師養成をすす
めること、後期研修の整備をすすめる方針を確
認しました。2013年春には待望の新卒研修医を
迎え入れ、現在研修成功に向けて奮闘中です。
この 4月から新たに 2人の新卒研修医も参加予
定です。十数年ぶりに県連医師委員会も再建さ
れ活動を開始しました。こうした前進は、現地
の職員の大奮闘と、全国や地協からの医師支援
・研修支援に参加した青年医師をはじめとする
民医連医師たちの活躍が生み出した成果です。
福島県民医連の医師研修・養成がさらに前進す
るよう全国的な支援を続けます。

２ ．民医連医師養成の現状と課題

この 2年間で、278人の初期研修医を受け入
れました。2013年研修医満足調査では90％を超
える研修医が民医連での研修に満足し、後輩を
誘ってもいいと回答しています。2013年春の初
期研修医進路調査では民医連内の後期研修にす
すむ割合は60.2％で、民医連奨学生が79.2％、
マッチングからの初期研修医が47.2％でした。
奨学生活動を経験しない研修医の半分が民医連
内後期研修を選択したことは、初期研修の到達
点を測る上で積極的に評価された結果といえま
す。
科別の内訳では、総合診療・一般内科や家庭
医志向の研修医は殆ど民医連内研修を継続した
一方、領域別専門医を志向する研修医の多くは
他施設を選択しました。医療提供体制や専門医
制度が変化する中で、民医連における領域別専
門医の研修は岐路にたっているといえます。 1
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24 月刊民医連資料　別冊（２０１４年 4 月）

施設や 1県連のとりくみでは限界があり、全国
的に知恵と力を集中して検討すべき課題です。
2012年常勤医師実態調査では医師数は全体と
しては横ばいという結果でしたが、民医連医師

の平均年齢は調査毎に上昇しており、後継医師
の養成が組織をあげてとりくむべき最大の課題
であることを示しています（図 1）。

図I　民医連の医師動態
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３ ．民医連における医学生対策の
現状と課題

今期、医学生委員長会議で再確認した「医学
対活動 2つの任務」（＊２１）は運動と事業を相
乗的に発展させる上でも重要な提起であり、医
局や基幹会議で振り返ってその教訓を学ぶこと
が重要です。兵庫民医連の行った新歓期アンケ
ートでは90％以上の受験生が合格したら東日本
大震災復興支援に関わりたい、31％は高校時代
に何らかの行動を起こしていると回答する等、
人の役に立ちたいという医学生のもつ良心と情
熱が示されています。多くの若者が持っている
真っ当な正義感・社会貢献要求と自分自身が生
きていく上で拠り所となる自己実現要求を、バ
ランスよく獲得できるよう具体的な援助が重要

です。
「第34回民医連の医療と研修を考える医学生
のつどい」は 6回の実行委員会をへて開催され
ました。医学生と直接民医連を語り合える場と
して、また奨学生が成長する場として、役割は
絶大であり、引き続き成功にむけて援助を強め
ることが重要です。また、つどいには、韓国か
ら研修医、医学生も参加し交流を深めました。
38回総会で「宝」と表現され、その役割を重
視されている医学生担当者の教育・成長の課題
は、医学対活動発展のために欠かせない今日的
重点です。医学生担当者は、医学生と社会、民
医連を結ぶ架け橋の役割を担っています。人事
政策の中で成長のための的確な支援を受けられ
るような仕組みづくりが必要です。

第 ６節　歯科分野のとりくみのまとめ
民医連歯科では40期、口腔ケア・嚥下障害な
どチーム医療の一員としてＮＳＴへの参加など
を通じ、医科・介護との連携を積極的にすすめ
ました。医科事業所や介護施設に歯科衛生士の

配置を行っているところも増えています。共同
組織や保育所、学校などと連携して歯みがき指
導や歯みがきセミプロ養成など保健予防活動に
もとりくみました。
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また、貧困と格差に正面から立ち向かい、青
空歯科健診や無料低額診療事業にも積極的に挑
戦しています。

１ ．保険で良い歯科医療の実現と
運動の広がり

「かかりたくてもかかれない」「経済的な理
由で患者になれない」などの理由で口腔内崩壊
に至った事例をまとめた『歯科酷書』に続き、
無低診を利用された患者さんの口腔内状況の実
態を告発した『歯科酷書―第二弾―』を発行し
ました。雑誌への掲載や地域の歯科医師会で学
習資料として活用されるなど反響をよびました。
自由診療領域の多い歯科医療に対し、「保険で
よい歯科医療」の運動は、歯科を含む全ての事
業所での署名のとりくみや、地域の歯科開業医
や共同組織・住民との共同が大きくすすみ、
2011年には、14万筆、2013年には短期間に20万
筆の目標に対し22万筆を超える署名が集まりま
した。署名と『酷書』を手に 3回にわたる国会
議員要請行動や地元議員との懇談を行ってきま
した。この間、歯科職員が運動の意義をしっか
りと受け止め、確信を持って運動をすすめた結
果です。

２ ．歯科医師をはじめ後継者の確
保と養成、経営の到達

全国の支援で 9年ぶりに全国30県目の歯科が
新潟に誕生しました。
現在、民医連歯科奨学生は 9人にとどまり、

後継者確保と養成が遅れています。民医連歯科
が存在意義を発揮していくためには、理念に共
感し、民医連歯科を担う医師の確保が必要です。
「生み育てる」歯学対をすすめる構えと体制づ
くりが求められます。
民医連での歯科医師臨床研修受け入れは17枠
であり、卒後研修医の 1％未満です。民医連運
動を担う歯科医師を養成するためには、研修内
容の充実と共に現在の10カ所（単独型・管理型）
から新たな研修施設の取得が必要です。臨床研
修後 2年目からの後期研修（仮称）等の整備も
課題です。地協単位での具体的な計画を持ち、
管理型臨床研修施設取得し、民医連歯科の後継
者をオール民医連で育てていくとりくみを強め
ましょう。
技工士学校の定員割れなど技工士を志す学生
が急激に減少し、離職率が高くなっています。
「保険で良い歯科医療」を追求するために、技
工士の確保と養成を重視し、技工士・衛生士を
含めた全職種の専門性を活かした実践を追求し
ていきましょう。
2011年度は「全ての歯科施設が黒字に」の目
標を掲げ、全歯科事業所合計で10年ぶりに黒字
（収益比1.6％）となり、黒字事業所が64％と
大きく経営改善しました。2012年度はさらに改
善がすすみ、全施設合計でも 2年連続の黒字（収
益比1.9％）となり、黒字施設比率は71％に到
達しました。このことは、これまで「歯科は赤
字」と歯科開設をためらう状況を変えています。

第 ７節　職員の確保と養成と各分野の活動

１．看護

1 ）看護活動と確保と養成
看護部門は、やりがいを持ち働き続けられる
職場づくりの推進者として、看護管理の役割の
重要性を再度確認し、①これまでの看護実践や
民医連の医療活動に誇りと確信を持ち、綱領を
旗印に学び実践を組織すること、②その上で、
医療活動方針に沿った民医連看護の実践指導を
担える集団づくり（後継者の育成）に力を注ぐ
こと、③新卒看護職員の確保活動をさらに強化
すること、④看護改善大運動「看護師増やせ」

の運動を継続的・多面的に展開することなどを
重視してきました。
40期、看護師増員問題で日本看護協会幹部と
の懇談や独自の国会要請行動にとりくみました。
また、日本医師会と「特定看護師」問題で懇談
し、独自にとりくんでいる署名は10万筆を超え
ました。
2012年、2013年と 2年連続して新卒看護師を
1000人以上受け入れることができました。2014
年卒も現時点で1000人を超えました。この間の
とりくみの教訓は、奨学生の拡大・確保と育成、
高校生 1日看護師体験の拡大など看対マニュア
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ルの活用と地道に継続的に共に育ちあう視点で
のかかわりを重視し、全国的な経験や教訓、さ
らには県連間協力を広げてきたことです。また、
地域や生活と労働の場で患者をとらえるなど、
民医連らしい看護の実践と可視化、共同組織と
のとりくみも貫いてきました。併せて看護大学
や看護専門学校からの臨地実習受け入れや新卒
研修内容の充実にもとりくみました。しかし、
東京など大都市部は引き続き熾烈な看護師争奪
戦の様相を呈しており、主体的・客観的要因を
踏まえ、今後のとりくみに生かしていかねばな
りません。
地域医療をささえ、患者の要求に応えるには、
看護師不足は依然深刻です。 1月 6日付朝日新
聞はトップで「看護師紹介250億円市場　競争
過熱・転職迫り稼ぐ例も」と慢性的な看護師不
足が続く中、「看護師紹介ビジネス」が広がっ
ていることを報じています。
看護師受け入れ活動は日常の看護活動、職場
づくりと一体の課題としてすすめなければなり
ません。きめ細かい看対活動を行うための体制
づくりが重要です。引き続き、看護師受け入れ
活動を第一級の課題として重視しましょう。
40期「民医連の看護」を継承し、発展させて
いくために、私たちが日々実践している看護の
特徴を明らかにし、どの世代にも共通認識にで
きるよう「民医連の看護」のものさしを提示し
ます。いのちに寄り添う民医連看護をまとめた
「看護10ストーリーズ」～輝くいのちの宝石箱
～を発行しました。内外に普及しましょう。看
護管理の現状を調査し、民医連看護管理のマネ
ジメントスキルの向上をめざすための提言を発
表しました。総合的な力量を要する看護管理者
を計画的に育成することが喫緊の課題と位置づ
け、2013年度より「看護管理者講座」を開講し
ました。今後 2年間で120人を対象に行う予定
です。
看護部門の中で、日常実践を通じてＳＤＨの
探求と健康権実現の担い手であることを共通の
認識に広げていくことが求められています。「困
難事例から健康権を考える」意識的な実践も始
まっています。それは民医連の看護の理念（ 3
つの視点と 4つの優点）と密接につながるもの
です。これらを実践する上では、めざす看護と
養成の課題を明確にし、専門性と総合性を身に

つけられるような看護師養成に力を入れましょ
う。とりわけ若手・中堅職員への援助を強めま
しょう。看護に求められる基礎的看護実践能力
を高め、生活援助技術のスキルアップなど「ケ
アの質の向上」にとりくむことが重要です。チ
ーム医療が広がる中、スペシャリストとしての
認定や、専門看護師の育成が積極的に行われて
おり、各分野で成果を生んでいます。質の高い
看護は患者の健康回復を早め治療効果を促進し
ます。地協や県連及び事業所で具体的な育成・
活用方針を持ち、看護部全体の力量向上をめざ
しましょう。
在宅医療を担う看護職員の力量向上と育成が
とりわけ重要となります。医療度の高い患者、
末期状態の患者に対する頻回の訪問、早急な対
応、在宅で最期まですごしたいという要求に応
える力を蓄えなければなりません。また、民医
連らしい「地域包括ケア」の実現に向け、介護
職員との共同や急性期病院や緩和ケア病棟を有
する病院と診療所・在宅医療チームとの連携を
意識的に強めることがカギです。そのためにも
在宅医療・介護における診療所や訪問看護ステ
ーションの機能を強め、地域で暮らす高齢者を
ささえる民医連の医療・介護の総合力を高めま
しょう。
2）「特定行為に係わる看護師の研修制度」に
ついて
「特定行為に係わる看護師の研修制度」につ
いて、全日本民医連は理事会で反対声明を出し
ました。この問題をめぐる議論は、改めて看護
業務のあり方や各職種の役割について大きな問
題提起です。厚生労働省は、難易度も高く、判
断も難しい医行為を具体的指示のもとであれば
一般看護師でも実施できるという方針を打ち出
しました。また、特定行為を診療の補助として
位置づけ保助看法の改正を行い看護業務の拡大
を図ろうとしています。特定行為は人体に危険
を及ぼす可能性の高い行為です。患者の安心・
安全を考えているのか疑問です。さらに患者・
国民や現場の医師、看護師や多職種に制度の内
容が伝わっているとは言えません。看護が看護
に専念して得られるアウトカムを過小評価すべ
きではありません。私たちは、この制度の内容
をきちんとつかみ、改めて「看護の役割とは何
か」という討議を重ね、看護を科学的に、そし
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て人びとに見える形で表現する事が重要です。
日々の患者の状態に寄り添い、励まし、ケアす
ることは「生きる」ことをささえる看護の専門
性です。医行為の安易な他職種への委譲で問題
解決を図るのではなく、私たちの現場でも総合
的に業務の実態分析を行い、医療安全、多職種
によるチーム医療などさまざまな視点での学習
を深め、役割分担についても冷静な議論を行い
ましょう。各事業所で医師や技術職とともに検
討を行いましょう。

２ ．薬剤師

2013年度の新卒薬剤師数は126人で、2012年
とほぼ同数の確保でした。前年に続き保険薬局
より病院での採用数が上回りました。薬剤師数
は2437人（2013年＋107人）と 2年連続で増加
しました。2013年の薬学奨学生が261人と 2 年
間で46人の増でした。 5年生時の実務実習の積
極的な受け入れもあり、つながり薬学生は 3年
連続2000人を超えました。実務実習つながりか
らの入職も多くなっています。薬学奨学生、つ
ながり薬学生の学びの場であり民医連の体験の
場である第 1回薬学生セミナー（in宮城）を開
催しました。
病院での常駐薬剤師の配置、保険薬局の新た
な開局など、さらなる薬剤師確保が求められて
おり、薬剤師不足解消には至っていません。県
連に専任の薬学生担当者がいるのは 4県連で兼
任は21県連、置いていない県連は21県連となっ
ています。育てる薬学生対策がますます重要と
なっています。
今期「全日本民医連　薬剤師政策」（2013年
11月理事会）を決定し、民医連薬剤師の 2つの
視点と 5つの目標を確認しました。（ 2つの視点、
①無差別・平等の医療と福祉の実現をめざす組
織の一員として医療にとりくむ、②医薬品は国
民・患者のために存在している）（ 5つの目標、
①民主的集団医療を軸に適正な薬物療法の実践、
②薬害根絶と医薬品の安全確保に全力をあげる、
③患者・国民の人権を守るために行動する、④
地域に根ざした薬剤活動を展開する、⑤全国の
仲間と力を合わせてとりくみをすすめる）。薬
剤師集団は、民医連がめざすチーム医療をささ
える重要な担い手であり、くすりの専門家とし
て地域に根ざした薬剤師集団として成長してい

かねばなりません。2013年、初めて全国一堂に
会して新卒薬剤師オリエンテーションを行いま
した。確保と養成において、いっそうオール民
医連として、薬剤師政策を実践する「社会をみ
る薬剤師への成長」の視点が重要です。薬剤師
政策を豊かに実践していく中で次の世代の薬剤
師の育成と職能のスキルアップをすすめます。
新卒薬剤師研修や薬学生セミナー・奨学生やつ
ながり学生を増やすとりくみなど、民医連で働
き続ける薬剤師の確保と育成をすすめます。特
に、病院薬剤師の今日的な到達と役割・課題の
討議を開始します。薬剤分野では、薬剤師集団
として、医師への処方支援や医薬品評価の機能、
副作用モニター活動を強め、地域・国民への医
薬品情報の発信をすすめていきます。
薬事委員長事務局長会議では、製薬企業から
のさまざまな便宜がはかられることで、製薬企
業への利益誘導が持ち込まれていないか点検す
ることを強調しました。このことは、民医連の
医局、事業所としてこうした問題にどのように
向き合っているのかも問われています。あらた
めて自己点検と検討を呼びかけます。
保険薬局分野では、「健康づくり地域薬局」
の活動、「地域包括ケア」での在宅業務などの
とりくみや保険薬局版ＱＩ活動をすすめます。
株式会社から非営利型一般社団法人への移行を
すすめます。

３ ．リハビリテーション部門

民医連のリハビリテーション技術者は4600人
を超えました。活動する場も急性期病院リハビ
リテーション、回復期リハビリテーション、維
持期リハビリテーション（一般障害者病棟・療
養病棟・緩和ケア病棟）の入院リハビリテーシ
ョンをはじめ、外来リハビリテーションや通所、
訪問、介護保険施設、介護予防など介護事業に
係わるリハビリテーションなど、医療・介護・
福祉のあらゆる領域に広がっています。筋骨格
系疾患やがん、呼吸器など疾患別のリハビリテ
ーションにも対応しつつ、個人の特性にあった
全人的なリハビリテーションを追求しましょう。
民医連の回復期リハビリテーション病棟は
143病院中69病院75病棟で、全国の回復期リハ
ビリテーション病棟の5.5％を占めています。
リハビリテーション充実加算取得18病院26.5％
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（全国508病院53％）、休日リハビリテーション
提供加算取得49病院72％（全国756病院79％）で、
全国水準以下にとどまっており、取得にむけた
戦略が必要です。また、365日リハビリテーシ
ョンや介護分野への関わりを強めることや、小
児リハビリテーションや精神科リハビリテーシ
ョンのとりくみを強化していくことが求められ
ています。
民医連経験の浅い、若いリハビリテーション
スタッフの養成が重要です。 1つの職場が50人
を超えるところも少なくありません。管理・運
営の水準を引き上げることと民医連綱領を実践
するリハビリテーション技術者としての成長を
めざし、民医連リハビリテーション政策づくり
にとりくみます。
また、回復期リハビリテーション病棟の増加
に伴い、リハビリテーション医療の質の向上が
求められており、リハビリテーション専門医の
養成が重要です。さらに、急性期医療において、
廃用症候群予防や繰り返す肺炎患者などに対す
る早期からのリハビリテーションが重要で、こ
れらの患者への対応は、従来多かった他科出身
の専任医師だけでは、カンファレンスへの参加
などチーム医療の面からも、若いリハビリテー
ションスタッフの専門性追求の指導面からも困
難であり、養成に努めましょう。
一方、国保連合会による高齢を理由とするリ
ハビリテーション実施単位に対する不当な一律
査定が行われています。高齢者・障害者のリハ
ビリテーション受療権を奪うものであり、人権
侵害ともいえるものです。全国的なたたかいを
すすめましょう。また、島根のようにリハビリ
テーション専門医集団の具体的な事例に基づく
抗議で成果をあげたとりくみに学びましょう。

４ ．介護職員の養成

民医連の介護職員の離職率は2012年度12％で、
全国平均17％（介護労働安定センター調査）よ
りも低くなっているものの、採用率は16％（同
23.3％）にとどまっており、定着は一定はから
れているものの採用面では相当厳しい状況があ
ります。「やりがい」を大いに語り、高校生対
策や学校訪問、学生実習の受け入れ、奨学金制
度の創設など各地でさまざまな工夫を行い、引
き続き確保対策を強めましょう。ヘルパー養成

講座の廃止に伴い、介護職の初任者・実務者研
修の開講など検討・具体化しましょう。
全日本民医連「教育政策指針」を介護・福祉
分野で具体化することを目的に「キャリアパス
作成指針案」を提起しました。民医連綱領、「民
医連の介護・福祉の理念」を自分の言葉で語る
ことができる職員をいかに育てるかが課題です。
一方、政府はキャリア段位制度をスタートしま
した。「介護職員の階層化」と「介護報酬との
リンク」という制度の本質や限界をふまえ、「た
たかいと対応」の視点で各法人の養成のとりく
みの中で位置づけていくことが必要です。
厚労省は、ケアマネジャーに給付費抑制のゲ
ートキーパー（＊２２）としての役割をいっそう
強制しようとしています。日常の実践と制度改
善運動を通して利用者・家族の生活と人権を守
る「たたかうケアマネジャー」の養成・集団づ
くりが求められています。民医連の介護の実践
をすすめる管理者の養成は今後の事業展開にと
って不可欠な課題です。
介護職の組織づくりに関わって、2013年 5 月
現在、26県連に介護職部会が設置されています。
改めて、介護職部会を設置する意義を深め、す
べての県連の課題として位置づけましょう。

５ ．民医連各専門職種の活動

民医連医療の特徴は、日常医療・介護活動に
おけるチームが、地域の中でＳＤＨ、健康権・
生存権、ヘルスプロモーションの探求と実践を
意識したとりくみを行っていることです。
貧困と格差がさらに深刻さを増す中で、ＳＷ
は、人権の守り手として、無料低額診療の窓口
や生活支援活動などで大きな役割を果たすこと
が期待されています。また、福島双葉町甲状腺
エコー検診や全国各地での健診・検診や療養・
生活支援などを行う上で、検査、放射線、栄養
士、調理師などの職種が重要な役割を発揮して
います。被災 3県でも検診や生活支援、仮設住
宅支援などに積極的にとりくんでいます。福島
民医連から要請があった支援にも臨床工学技士
はじめ各職種が積極的にこたえています。
今後、栄養、放射線、検査、臨床工学技士、
鍼灸マッサージ、保育などの各職種が専門技術
を高める努力とともに、民医連らしいチーム医
療の一員としてのとりくみを強めましょう。ま
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た、全日本・地協・県連での職種委員会の活動
を強め、後継者養成とそれぞれの職能団体の活
動に積極的に参加して、民医連の専門職として
役割を一層発揮しましょう。

６ ．事務

事務養成の課題は、2011年 1 月に発表した全
日本民医連「事務政策作成にあたっての問題提
起」をきっかけに、県連や法人での事務政策づ
くり、各世代を網羅した制度教育、事務職員集
会（事務の学術運動交流集会）、「私と民医連事
務」を語る企画、事務幹部養成講座など多彩な
とりくみが活発になっています。
民医連における事務労働は、従来の医事系、
総務系、共同組織や医系学生の組織担当等に加
えて診療支援分野にも広がっています。当該事
務分野における専門職としてスキルを高めるこ
とはもちろんですが、それぞれの仕事を通じて

民医連組織そのものに関わる管理労働の一翼と
しての役割を果たすことが求められます。
具体的には、医療や介護活動等の実践の結果
に関わるさまざまなデータ等を整理・集計し比
較・分析して、それぞれの組織の目標に照らし
ての到達点や課題の提起を行い、地域の人々の
基本的人権の擁護と医療・介護の専門職が持て
る力を最大限に発揮できる環境を整える役割で
す。
そのために事務職員は民医連綱領と所属組織
の方針を深く学び身につけ、日常的に医療・介
護を巡る情勢の変化や地域の状況の変化を的確
に掌握するための仕組みを、事務集団として作
り上げる必要があります。
全日本民医連は41期に事務職員養成に関わる
実践経験と成果を交流する全国的な集会を開催
します。

第 ８節　経営の到達点と課題
非営利・協同の事業体である民医連は時代と
地域の要求に応えてこの間、事業所のリニュー
アルや事業拡大をすすめてきました。一方、全
国の自治体病院の過半数が赤字で2011年度まで
に413病院（ 8 ％）が閉鎖されるなど厳しい経
営環境の下、民医連の事業所も例外ではありま
せん。たたかいの視点を持ち、情勢を切り開く
運動が求められます。あわせて大きく変わろう
としている経営をめぐる情勢を直視し、各事業
体が経営管理力量を高めるとともに、全国の英
知を集めて、安定した経営体質を作り上げてい
くことが重要です。今期から全日本が主催して
いた統一会計基準推進士養成講座（ 1～ 7期で
743人）を各地協毎に開催するようにし、2013
年は245人が受講し、経営の専門家として第一
歩を踏み出しました。また、2013年 8 月には、
初めて理事長・病院長を対象にした経営セミナ
ーを開催しました。

１ ．損益状況

医科法人合計の経常利益率は、2012年度1.8
％（111億円）で、2011年度2.1％（129億円）、
2010年度2.2％（136億円）から 2年連続の減益
となりました。要因は、事業収益が101.6％の

微増に対して、事業費用が前年比101.9％（人
件費は前年比103％）と収益の伸びを上回った
ことによるものです。
経営悪化傾向を反映して、民医連短期指標該
当法人が 3法人から 9法人、中長期指標 5ポイ
ント以上該当法人が、29法人から39法人に増加
しました。
病院群の経営悪化が全体としての利益を減少
させた主要な要因となっています。143病院合
計の経常利益は、2010年度に診療報酬の急性期
部分についてのプラス改定などを背景に初めて
黒字となり、2012年度も黒字とはなったものの、
2年連続の減益です。 6割の病院が経営悪化、
依然として58％（69病院）が赤字です。日当円
は増加したものの、入院・外来患者数の減少、
新入院数は横ばいです。結果として平均在院日
数は短縮しましたが、病床利用率が低下し、入
院収益の伸びは101.3％と微増となっています。
無床診療所は、経常利益率 7％と前年と同水準
です。診療所群の特徴は、患者数は減少、在宅
患者・在宅収益の増です。診療所の24％が赤字
です。診療所の利益では、病院の赤字をささえ
きれない状況も出てきており、診療所の経営課
題も含めて、損益構造の転換が引き続き必要で
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す。
2012年度モニターとして集計している訪問看
護ステーションは増益、ヘルパーステーション
は減益です。老健施設は、経常利益率△0.7％
で前年からも悪化し、モニター対象施設の半数
が赤字となっています。
2013年度モニター法人調査（30法人）では、
経常利益は△1600万円と悪化しています。事業
収益ののびを事業費用が上回り、 3年連続での
経営悪化が予想されます。30法人中 6割強の法
人が悪化しています。2014年度の診療報酬改定、
医療法の改定、消費税増税など、経営を取りま
く状況は大変厳しくなっています。

２ ．財務状況

全体合計での総資産は6541億円（前年比＋
146億円・102.3％）、負債5270億円（前年比＋
78億円）、利益剰余金228億円（前年比＋47億円）、
出資金753億円（前年比＋16億円）などを含め
て純資産1270億円（前年比＋68億円）で、純資
産比率19.4％（前年18.8％）となっています。
利益剰余金マイナスは63法人（41％）、債務超
過法人18法人、退職給付引当74％（統一会計基
準）以下が27法人など、引き続き財務構造の改
善は大きな課題となっています。

３ ．資金の状況

全体としては、獲得した事業キャッシュでは、
投資支出をまかなえず、借入金を増加させ（金
融機関からの借り入れ＋38億円、協力債＋ 7億
円、地域協同基金＋12億円等）現預金残高を維
持したという結果となっています。事業キャッ
シュフロー（＊２３）は363億円で、事業収益比
率で6.0％（前年7.4％）と低下しました。2010
年度よりリース費用を投資キャッシュフローに
移行したことを考慮すると、2011年度6.6％、
2012年度5.2％となっており、全体として資金
困難が増加した2002年度～2008年度水準まで落
ち込んでいることになります。事業キャッシュ
率で 8％以上（2012年度は36法人）を安定的に
確保できる体質を作り上げることが必要です。
事業キャッシュ獲得能力の低い法人、金融機関
等への返済負担の大きい法人も少なくない実態
があります。資金見通しを含む中長期の経営見
通しを認識した上で、経営改善をすすめること

が求められます。

４ ．経営対策委員会設置法人、困
難法人について

2012年度に当該法人・県連からの要請と現地
調査を踏まえて、高知医療生協対策委員会が設
置されました。病院の赤字、医師体制、退職金
支払い負担の増大などを背景に資金危機に直面
していました。この間、当該法人での経営実態
の認識、再建に向けた経営計画づくり、病院、
介護事業所の経営改善などが主体的にすすめら
れるとともに、全日本民医連としても積極的支
援がすすめられ、2012年度以降、大幅な経営改
善を実現し、資金繰りも安定し、再建のための
中長期計画も完成間近となっています。なによ
りも、当該法人の医師をはじめとした当該職員
が、管理者を先頭に理事会、役責者、職員、労
働組合の中で情勢や情報と、改善課題を共有し、
目標に向かって奮闘したことが大きな力となっ
ています。2014年 2 月で高知対策委員会の役割
を終了し、引き続き必要な援助をすすめていく
ことになりました。
徳島健康生協は、2012年度経常利益が赤字と
なり再び債務超過となっています。新病院建設
も含む再建計画づくりに向けて、当該法人での
議論と実践の力量を引き上げていくこと、全日
本対策委員会としての支援のあり方の工夫をす
すめていくことが必要です。
川崎医療生協は、2012年度には病院の改善を
中心に、この間の人件費対策等の具体化もあり、
前期からは大きく改善しています。しかし、依
然として、事業キャッシュフローが少なく、リ
ースや銀行借り入れ依存の体質は改善できてい
ません。現在、次期総代会に向けて、病院リニ
ューアルも含む再建計画作りをすすめています。
その他、経営困難法人へ全日本・地協として
支援を行っています。これらの法人での共通し
た課題は、中長期の経営計画、資金という側面
からの自己認識など、経営の現状と今後の見通
しに対する認識の不十分さがあります。この間
の民医連での各種問題提起や経験・教訓、方針
を正面から受け止めて、とりくみをすすめてい
くことが求められます。
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第 ９節　共同組織の活動の到達点
総会までに360万構成員・ 6万の『いつでも
元気』という目標に対し、12月末時点で到達は
構成員359万、10、11月の月間では 4万5000の
増です。『いつでも元気』は 5万7000部を超え
ました。共同組織構成員のうち平均1.59％（0.2
～ 7 ％台）が読者です。意識的な拡大と積極的
な活用が望まれます。一部拡大すれば、100円
を被災地支援にあてられる元気募金は、2011年
7 月から始められ 1月現在135万円を超えまし
た。
2012年 9 月に岩手で開催された第11回活動交
流集会は、全県連から1796人が参加しました。
報告された253演題にはどのテーマもドラマが
ありました。確実に地域で無くてはならない存
在として共同組織が発展していることを示して
います。全国各地で青空健康チェック、健診活
動や脳いきいき班会、コロバン体操などの健康
づくり、「銭湯難民」に対する共同浴場をつく
るとりくみ、居場所づくり、生きがい・やりが

いづくり、子どもたちの学習支援、被災地支援
など多彩な活動交流がされました。認知症サポ
ーターの養成がすすんでいる、脳いきいき班会、
葬儀班会・遺言班会などが急速に広がっている
など、要求にマッチした活動が活性化している
ことなど全国にその経験と教訓を広げていくこ
とが重要です。
また、総選挙、参議院選挙や自治体選挙を共
同組織の中で学習するなど意識的にとりくみ、
社会保障改善の運動、脱原発などにつなげまし
た。保険薬局の薬代補助を求め、共同組織を中
心に運動を続けた結果、旭川市では無料低額診
療対象者の薬代補助が実現しました。また、
2013年秋の緑綬褒章に千葉県内唯一、団体とし
て健康友の会ボランティアサークル「ふれあい」
が、病院とともに入院患者への生活支援や地域
での助け合い活動を高く評価され、表彰されま
した。産経新聞は「浜辺の赤ひげの理念を受け
継ぐ」と評しました。

第１０節　全日本民医連としての活動

１．全日本民医連６０周年のとりくみ

全日本民医連は、結成60周年にあたり理事会
のもとに実行委員会を設置し、さまざまな事業
を企画しました。「Fly High !　切り拓こう　い
のち輝く　平和な未来へ」をスローガンに、青
年職員からベテラン職員、ＯＢや共同組織のみ
なさんが民医連の歴史を振り返って学び、未来
を展望しながら、手記「私と民医連」や写真「民
医連で働く職員」のコンテスト、海外視察ツア
ー（デンマーク、韓国、キューバ）、ピーチャ
リ・ピースラン（41県連が実施）、民医連遺産
登録、前進座「赤ひげ」公演（13県連 1万8758
人が観賞）などにとりくみました。 8月24日に
東京・椿山荘で記念式典・レセプションを開催
し、海外をはじめ従来のつながりを超えた幅広
い来賓など518人の出席で、この10年で民医連
の交流の幅が大きく広がっていることを示す式
典となりました。

２ ．理事会運営・全国会議と情報
発信のあり方

全日本民医連理事会は常に出席率95％を超え、
前後に開催される部委員会・ＰＪとあわせ、方
針や問題提起の立案や具体化、各種集会などを
行っています。また、ナショナルセンターの一
つとして積極的に運動面などで共同を広げてい
ます。
より現場際で援助や交流ができるよう地方協
議会を開催し、運営委員会や事務局長会議、各
種会議や研修会を行ってきました。しかし、あ
まりにも方針、問題提起が多く､ 県連はじめ現
場では「提起をこなしきれない」との声も多く
寄せられています。41期は全日本民医連として
地協や県連が行うことと、全日本民医連が行う
ことを整理し集会の持ち方についても検討しま
す。また、41期の会議の持ち方の見直しや、イ
ンターネットなどＳＮＳの活用、過去の 4紙誌
の検索をホームページで行えるようにしたり、
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「民医連と国民とのつながりの場」としてホー
ムページの改善や動画配信など情報発信の方法
について積極的に検討を行います。また、毎月
発行している民医連資料を廃止し、『○○期重
要方針・問題提起集』などに切り替えていくこ
とを検討します。
南医療生協と2013年 6 月、室料差額問題を中
心に全日本民医連と正式な懇談を行い、意見交
換を行いました。今後とも懇談を継続していき
ます。

３ ．災害対策とＭＭＡＴ（＊２４）

40期、全日本民医連として「全日本民医連の
災害救援活動の指針」、「緊急被ばく（災害）対
策マニュアル（改定）」、「県連および事業所に
おける災害対策指針」をまとめました。また、
福島第一原発事故を契機に緊急被ばく事故対策
本部を設置し、専門家との意見交換会や福島民
医連との懇談、現地調査やチェルノブイリ・ド
イツ視察、国連特別報告者との協議、緊急学習
会やシンポジウムの開催、啓もう活動、避難者
への健康診断・生活相談、甲状腺エコー検診の
提起など時々の具体的なとりくみの提起を行っ
てきました。また、福島民医連の事業所への義
援金を活用した放射能測定器の導入を支援しま
した。
今後、長期間にわたる原発廃炉にむけての作
業や大地震の発生の可能性、地球環境の変化の
中で、原発事故や風水害、鉄道事故などさまざ
まな天災や人災が起きる可能性が指摘されてい
ます。これまで各地の災害救助活動で民医連は、
現地の奮闘をささえ、全国の連帯の力を発揮し
てきました。非常事態の時こそ、その組織の理
念や実際の活動が表れます。「困難あるところ
民医連あり」の精神で危機対応を行っていきま
しょう。
留意点は、①あらゆる事態を想定した日常的
な訓練や危機管理における指揮系統の整備、必
要備品の備蓄などマニュアルの整備と見直し、
②事態の正確な掌握と危機管理体制の確立、③
県連や全日本民医連との連絡と相談の 3点です。
全日本民医連は事態に基づいて、ＤＭＡＴ、
ＪＭＡＴなどと連携しながら、トリアージを必
要とする急性期対応から亜急性期、避難所支援、
生活支援、患者受け入れや物資支援、義援金の

組織などの後方支援と、変化する事態を見極め
ながら必要な役割を果たすことになります。全
日本民医連が結成を呼びかけているＭＭＡＴは、
そうした変化に対応するものとして具体化して
いきます。

４ ．民医連退職慰労金・共済活動
について

ＴＰＰ交渉でのアメリカの要求の一つに「保
険」があります。郵政民営化はその先取りでし
た。マスコミは「高齢化がすすむ日本で自由診
療が広がれば、アフラックなどの民間医療保険
に入る人が増える」と報じました。ＴＰＰは公
的医療保険の果たす役割を押さえ込み、民間医
療保険の市場拡大のみならず我が国の共済まで
商業保険と同一の管理下におくことを要求して
います。非営利で構成員自治の共済を、営利目
的の商業保険と競争させることに反対します。
2012年10月に全日本民医連共済は創立40周年を
迎えました。非常勤で働く職員も増え、各地の
共済組合ではそうした職員への助け合いの事業
にとりくむところも増えてきました。また60歳
以降も働く職員が増えています。こうした環境
の変化の中で、民医連で働く役職員が互いに助
け合いささえ合いながら福利厚生の充実をめざ
していくため、全国の連帯と協同を強めていき
ましょう。

５ ．国際活動　

国際ボランティアセンターを通じてのイラク、
アフガニスタン、インドネシアなどへの人道支
援にとりくみました。中国での旧日本軍による
遺棄毒ガス兵器による被害者への第 6回目の検
診活動では、日本・中国の医療関係者と連携が
強まりました。また、韓国のグリーン病院をは
じめ「健康権実現のための保健医療連合」ほか
多くの医療団体との交流や国際ＨＰＨへの会議
参加などを通じて民医連の活動が国際的に広く
知られるようになり、今後、共同して健康権実
現のための国際シンポジウム開催などの動きが
生まれています。また、キューバ政府との間で、
キューバで開発され日本では未承認のワクチン
の開発もすすめています。
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民医連はこれから ２年間どのように活動
し「飛躍」するか

第 ５章

41期は、社会保障の理念変質と後退、「戦争
をできる国」づくりをめざす政権の暴走にスト
ップをかけ、新しい福祉国家を展望した幅広い
共同の運動と自らの事業を確実に前進させる 2
年としなければなりません。暴走は焦りの裏返
しであるとは言うものの、容易でない情勢です。
今後の民医連の活動を展望する上で、あらため
て民医連の存在意義を確認し、41期に何を軸に、
どう強めるべきかを見定めましょう。
民医連綱領は組織としての民医連について、
憲法理念を生かし、「無差別・平等の医療と福祉」
の実現をめざす組織です、と述べています。そ
れを実現するために、①「憲法の実現をめざす
運動体」、②「非営利・協同の事業体」、③「人
間的な発達ができる組織」という 3つの特徴が
あります。そこに日本社会における民医連の独
特の存在意義があります。上記 3つの特徴を、
統一的にバランスよく発揮することは並大抵の
ことではなく、これまでの延長線上ではない、
「飛躍」が必要です。
特に今期、大きな「飛躍」が求められる課題
は、第 1に、民医連運動を担う医師の確保と養
成です。医師数は伸び悩み、求められる医療活
動に支障をきたし、医師集団に疲弊をもたらし
ています。初期・後期研修も奮闘しているもの
の民医連運動を担う医師養成という点では未だ、
課題があります。医療提供体制と専門医制度の
大きな変更の時期でもあり、41期民医連運動の

最大の課題として位置づけます。
第 2に、40期に開催された全国会議や交流集
会で明らかにされた情勢の変化や教訓を力にし
て、法人・全事業所が中長期の事業・経営計画
を検討、作成することです。経済のグローバル
化、少子・超高齢社会がもたらす疾病構造、社
会構造の変化と激変の経営環境のもとで、非営
利・協同の事業を断固守り発展させる決意と具
体的な計画が必要です。その際、「オール民医連」
の知恵と力を集めて「たたかいと対応」をすす
める必要があり、県連機能の強化と地協、全日
本民医連の役割を整理します。
第 3に、共同組織活動の今日的な発展方向を
探求し、新しい担い手づくりや職員の積極的な
参加ができる画期をつくります。地域から共同
を広げ、安心して住み続けられるまちづくりを
すすめるためには、共同組織活動の量・質とも
の発展が不可欠です。
第 4に、民医連の発展は管理運営（トータル
マネージメント）の水準向上と職員の成長にか
かっており、人間的な発達ができる組織にふさ
わしく幹部養成、中間管理職、職員などの担い
手を育てることです。
以上の課題を握って放さず、これからの 2年
間、「いのちの平等」を求めて事業と運動を大
いに強め、民医連が存在すること、民医連で働
くことの意味が確認し合えるような 2年間とし
ましょう。

第 １節　新しい福祉国家を展望した提案で共同を広げ、憲
法を守り、人権としての社会保障を実現しよう

各種世論調査では、憲法を守ること、ＴＰＰ
参加反対、原発ゼロ実現、消費税増税反対、社
会保障改悪反対は過半数の国民の声です。一人
でも多くの国民が声を上げ、行動につなげまし
ょう。私たちは、「いのち」を守る医療・介護
にたずさわるものとして次の活動を重視します。

１ ．「民医連の提言」を力に、健
康権・生存権保障を求める共同
を広げよう

一連の社会保障改悪政策に対し、人権が輝く
「もう一つの日本は可能」ということを示した
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のが「全日本民医連の提言」です。対話やシン
ポジウムなどを通じて、この提言の内容を広げ、
国民の声としましょう。消費税増税中止を求め、
一切の社会保障「改悪」を許さないたたかいを
強めます。地方自治体に対しては、国保44条・
77条の適用拡大や国保料金引き下げ、生活保護
の申請受理など具体的な要求で制度改善や拡充
を迫りましょう。 9年間毎月、 9日・25日、雨
の日も雪の日も欠かさずに宣伝行動を行ってい
る青森の経験などに学び、 6・ 6・11・25日な
どの地域宣伝や待合室、診察室、職場から「声」
をあげていきましょう。
新自由主義との決別のためには、国際的な連
帯による規制が必要です。そのためにもフラン
スや韓国の医療関係者から要請を受けている
「健康権実現のための国際シンポジウム」（仮
称）に医療団体連絡会などの仲間にも呼びかけ
とりくみます。日本政府は国際人権規約を批准
しているにもかかわらず、数多くの「人権侵害」
を繰り返しています。国際社会にこうした事実
を訴え、人権侵害を無くさせていくために国連
が認証する国連社会経済理事会（ＥＣＯＳＯＣ）
の協議資格（＊２５）取得をめざし 6月申請の準
備をすすめます。協議資格取得で、国連人権委
員会に対し、直接、人権侵害の実態を告発する
ことや国連会議への参加や発言の機会も可能と
なります。また調査を依頼することも可能とな
ります。

２ ．「戦争をしない国」であり続
けるために～憲法を空洞化させ
ず、守り、活かすとりくみを強
めよう

日本国憲法は今､ 誕生以来､ 最大の危機を迎
えているといっても過言ではありません。安倍
政権は2013年12月 6 日深夜、秘密保護法の強行
採決を行いました。また、武器輸出三原則の見
直しや集団的自衛権行使容認、立憲主義の否定
など次々と戦争をする国づくりを強引にすすめ
ようとしています。この根底には、日米軍事同
盟である安保条約があります。
私たちは、今、どんなことが起きようとして
いるのか、日米安保条約のもとでどんなことが
起こっているのか、どんな時代に向かおうとし
ているのかをしっかりと学びとる必要がありま

す。すべての県連で憲法を学び直し、守り、活
かす運動推進体制をとり、民医連新聞新年号に
載った長野の25条マンの活動などのように創意
をいかし、楽しく、広げることができる活動を
起こしましょう。全日本民医連も推進体制を確
立し、適宜、必要な学習・宣伝資料も準備し運
動の先頭に立ちます。秘密保護法撤廃の運動を
強めます。
世界の中でも日本に米軍基地が集中している
のは、日本を守るためではなく、アメリカの世
界戦略に位置づけられているからです。日本は
米軍の駐留経費の75％も負担をしています。
名護市長選挙の結果は、明確な民意を示しま
した。このことを力に、全国で世界一危険なオ
スプレイの国内での飛行訓練を中止させ、撤去
させる運動を強め、全国どこでも「米軍基地は
いらない」の運動とその大本になっている日米
安保条約廃棄の運動を強めましょう。

３ ．原発ゼロの運動と被害者支援
の粘り強い運動を

安倍政権はエネルギー基本計画の政府案を示
しました。「原発を基盤となる重要なベース電
源」と位置づけ､ トラブル続きで長年停止中の
高速増殖炉もんじゅも継続することまで明記し
ています｡ こうした政策のもとで､ 原発再稼働
の動きの加速や海外への原発輸出をすすめよう
としています。
過酷な原発事故を経験した日本が率先して原
発に依存しない社会をつくることは、国際社会
及び日本の未来に対する責任です。全国各地で
運動を広げましょう。県内での国と東電を対象
にした裁判や福島県民復興センターが呼びかけ
ている県民過半数（100万筆）署名を全国でも
とりくみ、早期達成させましょう。また、原発
立地県の民医連が原発をなくす運動の中心的な
役割を担って奮闘しています。県庁所在地から
わずか10キロメートルの島根原発に反対し「み
どりのエネルギー条例」制定運動に取り組んで
いる島根では短期間の間に県民の16％にあたる
9万筆の署名を集めて運動をすすめています。
その中心に島根民医連の多くの職員が奮闘して
います。全国で連帯を強め、全国各地から原発
ゼロの運動をすすめましょう。
民医連事業所で社会貢献活動の一環として、
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再生可能エネルギーへの転換や省エネルギー化
にむけてのとりくみが広がっています。さらに
共同組織とともに、行政や他の組織と一緒にな
って地域で基金をつくるなど協力し合い、こう
した運動を広げましょう。
福島第一原発事故によるすべての被害者の救
済と生業を取り戻す運動に積極的に関わります。
原発労働者の権利と健康が守られずして、福島
第一原発事故の収束はできません。重層下請構
造となっている原発作業を改め、全ての原発労
働者に「被ばく健康管理手帳」を交付すること
を強く求めます。とりわけ、福島第一原発事故
対策に当たる労働者については、①公務員に準
じて直接雇用とし、全員に「福島第一原発被ば
く健康管理手帳」を交付して健診と医療を無料
とすること、②健診項目を充実し身近な医療機
関で受けられるようにするとともに、心理的側
面を含めた総合的な健康相談センターを開設す
ること、③認定する疾患を拡大するなど労災認
定基準を改正すること、④累積被ばく線量が高
くなり原発労働から離れざるをえなくなった労
働者の生活補償を行うこと、を求め運動を強め
ます。
また、全日本民医連として引き続き、福島民
医連の仲間への連帯とともにすべての原発事故
被害者の健康管理、生活支援にとりくむことを
全国の仲間に呼びかけます。

４ ．核兵器禁止条約をめざし、Ｎ
ＰＴ再検討会議を成功させよう

核兵器と人類は共存できません。2014年はビ
キニ環礁で第五福竜丸が被爆してから60年にな

ります（＊２６）。核兵器の使用禁止と核兵器の
廃絶を論議する国連ＮＰＴ再検討会議（＊２７）
が2015年 5 月にニューヨーク国連本部で開催さ
れます。この再検討会議は、21世紀の早い時期
に世界中の核兵器全廃を求める国際的な運動の
結節点となります。全日本民医連は、300万署
名にとりくみます。全県連で具体的な派遣計画
・行動計画を持ち、ニューヨークに代表を送り、
核兵器廃絶の意思を示しましょう。あわせて原
水禁世界大会、今年60年を迎えた 3・ 1ビキニ
デーなどへの積極的な参加や学習、被爆体験を
語り継ぐとりくみを日常的にすすめましょう。

５ ．地域再生・安心して住み続け
られるまちづくり運動を本格的
にすすめ、国、自治体にむけた
とりくみを強めよう

地域のコミュニティーが崩壊する中で、地域
から共同を強め、住民が一体になった地域再生
の運動を起こしましょう。社会保障改善の運動
を最大限重視し、国、自治体にむけた運動を強
めましょう。そのためにも要求に基づく一点で
の共同のみならず、安心して住み続けられる地
域をつくるためにあらゆる運動をつなぐ架け橋
としての役割を一層強めることを重視しましょ
う。各地でとりくまれたシンポジウムを全県と
地域に広げるなど共同を拡大しましょう。その
ためには、医・食・住・環境シンポジウムなど
で示された教訓を踏まえ、創意工夫した活動を
行いましょう。社保協などと共同してキャラバ
ンなどを通じて自治体との対話も重視します。

第 ２節　医師養成を結合させ、民医連らしい医療活動の
前進をかちとろう

40期に大きく切り開かれた「総合的な医療の
質向上」と「医療活動の 8つの重点課題」は41
期も引き続き医療活動の基本であることに変わ
りはありません。41期はこれらの課題をすべて
の県連、法人、事業所、各分野の実践課題とし
て位置づけ大きく発展させる期です。これら以
外にも民医連の現場は多くの実践にとりくんで
います。非正規労働者の増加や労働環境の悪化、
さらには、社会保障の後退が続く中での職域に

おけるメンタルヘルスなど精神科医療や産業医
・労働衛生の活動を重視してとりくみましょう。
これらの民医連らしい医療実践は今後の医療構
想と医師養成が一体となって初めて実現するも
のです。

１ ．超高齢社会と「貧困・健康格
差」に立ち向かう医療活動のさ
らなる前進を

民医連第41回総会決定集_4校.indd   35 2014/03/21   10:36:14



36 月刊民医連資料　別冊（２０１４年 4 月）

全世代に深刻な貧困・格差が広がっています。
41期は、改めて「貧困と格差」「超高齢社会」
に立ち向かう活動にすべての県連、法人、事業
所、職場、共同組織が、「子どもの貧困対策」
など具体的なテーマを掲げて挑戦することを呼
びかけます。
在宅医療と介護などが一体になった地域医療
・介護のネットワークづくり（地域包括ケア）
を重視しましょう。そのためには非営利・協同
事業の旗を高く掲げ、在宅医療・介護を担う医
師や看護師・セラピストの確保・養成などを法
人全体の課題として位置づけ事業展開を確かな
ものにする必要があります。
今後、単身高齢世帯や老々世帯が急増し疾病
構造が大きく変化します。単身高齢世帯は500
万と言われています。2011年度の死亡要因は、
悪性新生物、心疾患、肺炎の順で、この 3つで
全死亡者の54％を占めています。ますますこの
傾向が強まるなかで、これに立ち向かう民医連
らしい医療活動を築きあげましょう。がん医療、
終末期医療・ケアや認知症などの課題を明確に
し、その実践の交流会等を通じて質の高い地域
連携を本格的に前進させていきましょう。がん
医療を慢性疾患として捉え、地域連携で緩和ケ
アの実践を探求することや慢性疾患におけるリ
ハビリテーション機能を重視していきましょう。
民医連らしいヘルスプロモーションは、日常
医療・介護活動とまちづくり、健康づくりの運
動を連動させ、憲法と綱領に依拠して、共同組
織とともにすすめる視点が重要です。ヘルスプ
ロモーションを推進するチームや保健職の育成
が課題です。すべての事業所が、ヘルスプロモ
ーションを前進させていきましょう。また、Ｈ
ＰＨ活動に参加・登録し民医連外の事業所にも
加入を働きかけて、日本のＨＰＨネットワーク
を創り上げていきましょう。

２ ．総合的な医療の質向上をさら
に飛躍させよう

総合的な医療の質の向上は、全職員が問題意
識を共有し集団的に実践することが大切です。
すべての病院・診療所・薬局などがＱＩ活動に
参加し、指標を分析し質を向上させていきまし
ょう。管理部はＱＩ事業の意義を認識し、率先
してＱＩ事業をすすめる必要があります。特に、

診療情報システムの構築をすすめましょう。
二次診療圏における病院の病棟・病床機能の
あり方について、共同組織と共に、患者・住民
や地域医療機関との地域連携懇談会などを行い、
住民の立場から「あるべき地域の医療機能と連
携」について提言をしていきましょう。
医療安全の課題が、個人やリスク現場に対す
る安全対策から、チーム医療の確立や組織全体
の安全文化の構築へと変化してきています。医
療安全の新たな前進のために「チームステップ
ス」を普及し、民医連版「チームステップス」
の開発に着手していきましょう。高齢者終末期
の医療倫理は、身体抑制、胃ろうに見られるよ
うに、患者の意思、ＱＯＬ（生活の質）、人権、
安全などさまざまな視点が含まれています。臨
床場面での実践を積み重ね、「民医連臨床倫理
事例集」をつくりあげていきましょう。また、
診療所や介護事業所など倫理相談機能がない事
業所へのサポートが必要です。

３ ．日本における健康権実現の運
動といま輝く民医連の医療理念

全日本民医連が39回総会（2010年）から日本
における健康権実現を目標に掲げたのは、ＷＨ
Ｏをはじめとした「すべての人に健康を（Health 
For All）」をめざす世界の人々と連帯し、基本
的人権を守る運動を日本で発展させていくため
です。
これまで民医連がとりくんできた過労死、水
俣病、被爆者医療、アスベスト被害救済、公害、
薬害問題などへのとりくみは特筆されるべき貴
重な実践です。日々の実践の中で貫かれている
「無差別・平等」や「民主的集団医療」、「生活
と労働の視点」、「共同の営み」の理念に基づく
活動をいっそう発展させましょう。
とりわけ、今日の日本では、日本学術会議の
提言でも述べているように「貧困と格差社会の
根源は、労働雇用の問題」であるという視点が
重要です。今後もこれらの課題を公衆衛生・社
会疫学研究者との連携・共同で前進させていき
ましょう。
現在、はたらくもののいのちと健康を守る地
方センターは、27都道府県に出来ています。雇
用破壊・労働規制の大幅な規制緩和のもので労
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働環境はますます深刻になっている今日、各地
方で役割を高めるとともに未確立のところでは
センター設立を積極的にすすめましょう。
福島県民の放射線被害者への医療実践と疫学
調査を行い、その実態を明らかにする準備に取
りかかります。
各自主研究会は、民医連の学術活動や医師養

成など職員の成長に欠かせない役割を果たして
います。その独自の存在意義を大いに発揮する
と同時に、その専門領域における格差と貧困に
切り込む学術研究テーマの設定や医師養成への
関わりを強めていきましょう。全日本民医連は、
引き続き代表者会議を開催するなど自主研究会
の活動を支援していきます。

第 ３節　変革と創造の視点をもち、「地域包括ケア」時代
に立ち向かおう

超高齢社会に対応する医療・介護提供体制は、
国民の社会保障を受ける権利に立脚し、医療・
介護の現場の要求に即したものとしなければな
りません。私たちがめざす「地域包括ケア」は、
お金のあるなしに関わらず、必要な医療・介護
が連携して同時にかつ切れ目なく保障される無
差別・平等の「地域包括ケア」です。
「自立・自助」の理念を土台に、無理矢理に
急性期病床を削減して患者を在宅へ押し流すよ
うな公費抑制の医療・介護提供体制であっては
なりません。医療と介護を同時に提供すると云
いながら、要支援者を介護保険制度から追い出
すような改悪や介護労働者の劣悪な労働条件の
放置は許されません。まず、国と地方自治体に
むけた粘り強い提案型の運動が必要です。民医
連がこれまで築き上げてきた実践を踏まえて、
住民と共に作り上げる人権としての医療・介護
提供体制について提案、対話をすすめましょう。
そして、民医連の事業所は共同組織と共に、し
っかりと地域分析とポジショニングを行い、自
らの役割や新たに獲得すべき機能を明確にする
こと、すなわち「変革と創造」の視点に立って
中長期計画を確立して「地域包括ケア」時代に
立ち向かいましょう。

１ ．民医連病院の「変革と創造」
を強力にすすめよう

住民に最も身近な存在である地域の病院の出
番といえる情勢です。第 3章で述べたように政
府のめざす「改革」からみても、地域の切実な
ニーズからみても民医連の病院が果たすべき役
割はより鮮明になってきました。2025年を見据
え、「非営利・協同」と「無差別・平等」を掲
げる民医連の病院のスタンスをより鮮明に打ち

出し、一歩前に出、その実践をすすめようでは
ありませんか。そのためにも理事長、病院長は
じめトップ幹部が積極的に民医連内外の経験に
学び、意識的に地域連携や共同を広げるなどパ
ワーアップしていきましょう。

１ ）民医連中小病院のポジショニングを改めて
定め、中長期計画を策定しよう

今後の民医連中小病院の展望を切り開く着眼
点は、①民医連中小病院の 5つの機能・役割の
獲得（急性期病棟の機能、がん・緩和ケアを含
む慢性疾患医療、亜急性期・回復期・慢性期病
棟の機能、真の「地域包括ケア」をめざす役割、
保健予防・ヘルスプロモーション）、②その医
療機能を担う民医連の「総合診療医」の医師養
成、③中小病院の医療機能の質向上とチーム医
療の充実、④徹底した「地域分析」と「自己分
析」に基づく中長期戦略、⑤病院の医療機能・
ポジショニング、医師養成、経営基盤を一体の
ものとしてすすめるトップマネジメントの強化
などです。各県連・法人・病院はポジショニン
グおよび中長期計画を迅速に具体化し民医連中
小病院の展望を切り開いていきましょう。

２ ）民医連の急性期病院の医療機能・ポジショ
ニングを切り開く病床機能の選択と挑戦

民医連の急性期病院は、一般の大病院にはな
い無差別性と総合性をもった専門性の発揮と地
域の医療圏の中小病院や在宅を支援する、モデ
ルになりうる存在です。また、そうした医療や
介護、まちづくりを担う医師をはじめ専門スタ
ッフの養成機関の役割を担っています。この機
能をどのように高めるのかが重点です。
民医連の急性期病院にとっては、①急性期病
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院のビジョンと戦略（地域における自院のビジ
ョンを確立し、病院機能に見合った医療と経営
の具体的目標の策定）、②病床機能の選択とそ
の構築、③民医連急性期病院の共通課題の具体
化（「二次以上の急性期救急診療と入院機能の
整備」、「総合診療を含む専門的医療の確立」、「総
合診療と領域別専門医療の調和」、「専門研修を
含む研修機能の確保」、「急性期病院にふさわし
い設備と陣容」、「安定的黒字基調の経営構造確
立」）が緊急に求められます。
民医連急性期病院（ＤＰＣ病院）は、急性期
機能の強化と「回復期機能（亜急性期機能）」
に注目していくことがポイントです。2014年度
診療報酬改定では、 7対 1 病床を大幅に削減
（2013年12月時点の中医協データでは30％程度
の削減試算が出されています）し、受け皿とし
て亜急性期病床（病棟）を新たに設置して拡大
し評価を行うことが重点となっています。民医
連病院の急性期病床（ 7対 1と10対 1 ）が縮小
し、障害者加算病棟は長期病床へ移行するなど
の事態が予想される状況です。半年から 1年程
度の移行措置はあると思われますが、激変の幕
が切って落とされました。これが第六次医療法
改定による病床機能報告制度に連動していきま
す。この激変は2016年、2018年（医療・介護同
時改定）の改定まで続くものと思われます。病
床機能、経営、周辺医療機関の変化、地域・患
者の影響などのシミュレーションを繰り返し行
い、地域における民医連急性期病院のポジショ
ニングとそれを実現させるための中長期計画と
地域での運動を強めましょう。

２ ．民医連診療所をもっと輝かそう

民医連の診療所は、この間で、「やんばる協
同クリニック」（沖縄）、「こうせい駅前診療所」
（滋賀）などの空白克服がありましたが、診療
所総数は減少しています。所長の平均年齢は、
55.8歳で、若手の家庭医も増えていますが、依
然として多くのベテラン医師にささえられてい
ます。診療所は、民医連の原点であり「地域包
括ケア」時代において、民医連の診療所は地域
医療の現場で、地域の医療・介護連携の要とし
ての役割を担い、その実践を通じて、民医連の
理念を地域に広げていくことが求められていま
す。まさに“出番の情勢”です。

そのような民医連診療所を創り、輝かすため
に、以下 6つの重点を提起します。①チーム医
療のネットワークを内外に構築し、民医連診療
所ならではの在宅医療、終末期医療の量と質を
高めること、②医科・歯科・介護・薬局などの
民医連事業所との連携をいっそう強めることと
もに民医連外の地域の事業所・施設等との「顔
の見える連携」を強めること、そのためにも多
機能・複合型の診療所のスタイルを追求するこ
と、また介護をささえる診療所となること、③
高齢者住宅、小規模多機能施設等の着手と連携
も含めた法人・県連での検討をすすめること、
④地域分析と日常的な医療活動に根ざしたＳＤ
Ｈの探求とヘルスプロモーション活動を実践し
「見える化」し発信すること、⑤「地域包括ケ
ア」をその地域にマッチさせるために共同組織
の力を大いに生かすこと、⑥診療所は、総合性
を持った領域別専門医養成の場や、総合性を専
門とする総合診療医・家庭医の研修の場として
教育機能を高めること、などを重視しとりくみ
を強めましょう。
今後、診療所勤務をめざす民医連内外の領域
別専門医や出産後・子育て後の再研修を希望す
る女性医師たちも受け入れできる研修プログラ
ムを早急につくること、診療所版高校生・予備
校生一日医師体験、医学生実習など、地域医療
を身近に実感できる診療現場として役割を発揮
しましょう。
また、40期に提起した「被災地に民医連の診
療所・事業所」の提起が一日も早く実現できる
よう努力を続けましょう。

３ ．民医連歯科のいっそうの役割
拡大を

自分の歯があり、食事をとることができる人
は認知症の出現率が少ないなどのエビデンスが
あります。超高齢社会と子どもや若年層の貧困
の拡大の中で、無差別・平等の実践を貫く民医
連歯科の役割を一層発揮すること、あわせてす
べての県連に民医連歯科を建設する計画作りを
追求しましょう。
今後、都市部では団塊世代の高齢化に伴い急
激な高齢者の増加が予測され、同時に歯科医療
の要求の量的質的な拡大をもたらすと考えられ
ます。子どもや若者の貧困が歯科に顕著に表れ
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ます。超高齢化社会・少子化社会が要請する医
療機関の課題、医療への住民意識の変化をつか
み、医療の水準・質の確保にとりくみましょう。
歯科医師、歯科衛生士が病院や施設、地域の中
で、医科や介護の連携によって誤嚥性肺炎の予
防や摂食嚥下障害への取り組みなど、様々な分
野、領域で果たす役割が高まっています。民医
連は医科、歯科、介護、薬局が壁なく連携でき
る強みを最大限に発揮してこの連携を通じて
「地域をどう変えていくのか」を積極的な検討
をすすめましょう。またすべての歯科施設で無
料低額診療に挑戦します。
医科のＱＩ活動から学び、歯科医療評価の基
準をもって全国どこに行っても民医連の歯科事
業所ならば担保できる医療の質「民医連ブラン
ド」の向上に努力します。ＨＰＨの活動に学び、
赤ちゃんから高齢者まで、地域から職場までの
ヘルスプロモーションをすすめます。
民医連歯科は2002年に「21世紀に向けた民医
連歯科の役割と課題」を発表し医療構造の転換
を提案しました。さらに転換をすすめるため、
地域包括ケアに向けた課題を整理し、歯科での
健康づくりや病院や施設との連携、往診分野の
強化など全国的意思統一をはかります。

４ ．運動と事業をすすめる上での
留意点

１ ）医療・介護の一体的展開をめざす総合的な
事業計画・方針づくり

地域の要求にいっそう応えていくことをめざ
し、医療・介護の一体的提供を推進する総合的
な事業方針・戦略を法人として確立しましょう。
「地域包括ケア」＝介護の課題という認識を払
拭することが必要です。総合的な多機能拠点、
複合施設づくりをめざします。
地域包括ケアにおいてとりくむ課題を「 5つ
の要素」から整理します。
第 1に医療・看護では、全医師の課題として
科や分野を超えた医師集団の在宅医療へのかか
わりを強めましょう。民医連の在宅支援診療所
取得は全国平均10％に比べ、70％が届け出、活
動しています。病院での届け出も増えています。
急性期病院、病棟の医師・看護師は、患者の疾
病の治療はもちろん、生活支援の視点が求めら

れます。在宅を担当する診療所、介護事業所と
の「顔の見える」連携を強めます。医療・介護
の連携の「要」として訪問看護の強化は不可欠
の課題であり、訪問看護ステーションの「大型
化・多機能化」をはかります。
第 2に介護・リハビリテーションでは、24時
間365日対応に総合的に応えるため、定期巡回
随時対応型訪問介護看護、複合型サービスなど
新サービスに挑戦します。介護とリハビリテー
ションの連携、訪問リハビリテーションの強化、
生活リハビリテーションの積極的な展開が求め
られています。
第 3に保健・予防では、要介護者にならない
保健・介護予防に共同組織とともにとりくみま
す。相次ぐ制度改悪で困難が増大している「軽
度者」（要支援者）への対応を強化し、地域の
困難事例の早期発見に努めます。
第 4に生活支援・福祉サービスでは、食事や
移動支援などの助け合い活動、居場所づくりな
ど共同組織と連携しながら生活支援のとりくみ
を推進します。
第 5に住まいと住まい方では、低所得者でも
入居でき「最後までの居住継続」を保障する民
医連らしい住まいづくりを引き続きすすめます。
在宅の療養・生活をささえる施設の機能を強化
するとともに、不足している特養建設を推進し
ます。低所得者をはじめ困難層への支援を強め
ます。
非営利の事業所として地域の要求にいっそう
応えていくという立場から、時機を逸しない対
応が求められています。

２ ）自治体（市町村）との関係づくり―地域要
求をふまえた具体的提案を

「地域包括ケア」の実現に向けた各自治体の
とりくみがこれから本格化していきます。現在
策定の作業がすすめられている第 6期介護保険
事業計画は、通常の 3カ年計画にとどまらず、
2025年を見越して、介護事業、在宅医療、認知
症施策、高齢者住宅などの推計・計画を盛り込
むこととされています。定期巡回訪問サービス
などの新サービスをふくむ今後の基盤整備に対
する自治体の意向・問題意識をよくつかみ、計
画策定委員に積極的に応募するなど、自治体の
計画づくりに積極的に参画し、具体的な提案を
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行っていくことが必要です。こうした活動を通
して、自治体の市町村・圏域の計画の中での立
ち位置を見定め、法人事業計画を練り上げてい
くことが求められます。
法制化される「地域ケア会議」は、「地域包
括ケア」推進の方策として位置づけられており、
個別困難ケースへの対応とともに地域の課題を
明らかにして自治体の計画に反映させる機能を
担うとされています。住民本位の「地域包括ケ
ア」をつくりあげる機関として役割を果たすよ
う、民医連事業所として積極的に関わる必要が
あります。各自治体・地域でどのような「地域
包括ケア」をめざしていくのかが今後の大きな
テーマになります。2015年のいっせい地方選挙
の争点にしましょう。

３ ）医療と介護の連携―民医連らしい多職種協
働の展開

地域の多くの行政、介護事業所、職員の交流、
連携を重視し、〝地域ケア力・介護力〟を高め
ていくことが重要です。患者・利用者を中心に

すえ、医療・介護職がそれぞれの専門性を尊重
し発揮しましょう。また、共同組織の役割も重
要です。医療・介護の双方が専門性や現場の実
情への理解を相互に深め、顔の見える（face-to-
face）関係をつくること、日常の個々の実践を
通して、相互の理解を深めていくことを何より
も重視しましょう。介護の側では必要な医療知
識を身につけるとともに、「生活の視点」から
医療の側に必要な情報を伝えること、医療の側
では、介護の職能・専門性への配慮とともに、
地域・在宅の視点を強めることがポイントにな
ります。併せて、医療・介護をめぐる情勢をお
互いに学び、公的給付の抑制を目的とした「入
院から在宅へ」の強要、診療報酬・介護報酬の
矛盾など円滑な連携を阻んでいる制度的な背景
に双方が目を向け、理解し合うことも必要です。
医療と介護の連携、共同組織の存在は民医連の
「真骨頂」です。各地で実践を積み重ね、民医
連らしい多職種協働のあり方について追求して
いきましょう。

第 ４節　今こそ、民医連綱領を実践する医師養成の「飛躍」を

１．民医連医師養成の基本方針の
深化と医師養成集会の開催

「地域医療のスペシャリストとして、総合性
を自らの専門として高い力量を持つ家庭医・総
合医と総合的基礎力を備えた専門医をバランス
よく育成する」という基本軸に沿って議論を重
ねてきました。その上で民医連医師集団の現状
や医師養成を巡る情勢の変化を踏まえ、民医連
医師養成の基本路線は、無差別・平等の活動を
すすめる民医連の医療を担い創造する医師を養
成することであり、総合診療医も領域別専門医
もすべての医師が互いに協力し合って、地域や
それぞれの働く場面で求められる役割に応えて
チーム医療の一員として進化（深化）していく
ことだと改めて強調します。基本的人権を尊重
する総合的な視点と医師としての基本的な能力
を基盤として備え、その時代の「専門医」とし
て相応しい力量を身に付けることが求められま
す。家庭医も病院総合医も領域別専門医も地域
のニーズ（求められる機能・医師像）に応える

ために必要な修練を集団の力で保障しあい、臨
機応変に日々の仕事に臨むことが重要です。そ
の点で、民医連は急性期から診療所、在宅、歯
科、介護まで一貫した機能を生かしたとりくみ
が可能です。そうしたフィールドを大いに生か
しましょう。
こうした医師養成の基本軸の深化を踏まえ、
この間「オール民医連」ですすめた医師養成の
とりくみを総括し、結節点として医師養成集会
を準備します。民医連医師像、備えるべき力量、
そこにむけてのプロセス等について深め、新し
い時代に相応しい民医連医師養成方針を確立し
て行きましょう。

２ ．あらためて初期研修の質の充
実と後期研修のとりくみの強化

あらためて民医連における初期研修の質を充
実させましょう。同時に、民医連らしさにこだ
わった基本的人権を守る姿勢やヘルスプロモー
ション、社会医学的探求など医療活動を日々の
研修実践の中に生かし、将来の専門科の如何を
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問わず、医師としての基礎を確実に創り上げる
ことが可能な魅力ある初期研修を確立していく
ことに全力でとりくみましょう。
後期研修をより実践的で充実した内容に発展
させることは、41期の重大な課題です。自らが
「民医連職員」としてより重要な役割を発揮す
るこの時期に、他の職種と一緒になって育ち合
う医師として成長できるかどうかは将来の幹部
育成にも大きく関わってきます。研修医のキャ
リア形成への問題意識が変化してきているとし
ても、若手医師を民医連内で育て上げることに
こだわり続けることを重ねて強調します。一定
期間外部施設に出る場合も、民医連内に軸足を
残した形でハイブリッド研修体制を整備するこ
とを追求しましょう。「離れていても民医連の
仲間」という共感力を持続させる工夫が必要で
す。民医連医師数増加の突破口として、後期研
修医確保を位置付け、とりくみを抜本的に強化
しましょう。

３ ．民医連ならではの総合診療医
（家庭医・病院総合医）養成で
新たな前進を

「総合診療医（専門医名「総合診療専門医」）」
が19番目の基本領域として認知されたことは民
医連医師養成の飛躍の機会です。総合診療医が
活躍する範囲は、 2次・ 3次医療で特定の専門
医が行うべき仕事を除いて、ほぼ全ての領域に
わたっており、医療・介護の将来像を展望する
時、地域医療を守り、住民本位の「地域包括ケ
ア」実現のために重要な役割を果たすことが期
待される医師集団であることは間違いありませ
ん。現代の家庭医療学の到達点に学び、民医連
の総合診療医が高い水準で教育される環境整備
を急ぎましょう。
日本プライマリ・ケア連合学会が掲げる病院
総合医の医師像は、①内科系急性期病棟診療＋
病棟の管理運営、②病院一般（総合）外来や救
急外来で独立診療、③病院の運営や管理に貢献、
④総合診療領域の教育や研究でも地域社会に貢
献、することであり、民医連中小病院で体現す
ることが十分可能です。病院総合医を目指す全
国の若手医師の思いに応える魅力的なプログラ
ムを提示できるならば、地域医療を担う中小病
院の未来を担う医師の獲得に繋がることが展望

できる情勢です。

４ ．総合診療専門医と総合内科専
門医（新・内科専門医）を育成
する後期研修を「オール民医連」
でとりくもう

民医連院所で内科系の仕事を志向する医師は、
総合診療専門医か総合内科専門医（新・内科専
門医）を取得する後期研修にすすむことになり
ます。内科学会の新専門医制度では 5年間で新
・内科専門医を育成することが基本設計となっ
ており（従来 3年で「認定内科医」、 6年目以
降に「総合内科専門医」） 3年目から臓器別の
内科系専門医を育成する後期研修を用意してい
た施設も、今後は新制度に対応した内容に改訂
する必要が予想されます。 5年間でじっくり内
科を中心に研修する点では、総合診療医養成と
共通する部分も多く、総合診療専門医と新・内
科専門医を育成する後期研修を「全国は一つ」
「オール民医連」で準備をすすめます。
国の諸政策の行方と、その時の民医連院所の
ポジショニングと役割を展望した時、民医連で
大半を占める中小病院に期待される機能を実践
する為にも、生活モデルを意識した地域志向の
担い手づくりが必須です。さらには健康づくり
のポピュレーションアプローチ（＊２８）にとり
くむ上で、ＳＤＨの探求と健康権・生存権実現
の視点で横断的な臨床研究をすすめることの意
義は大きく、そうしたとりくみをこの医師グル
ープが中心的に担うことが期待されます。民医
連医師養成の本流として位置付け、質・量とも
に整備された後期研修を準備して行きましょう。

５ ．ワンランクアップした「オール
民医連」で領域別専門医養成を

領域別の専門医療を民医連病院で行うことは、
地域でのがん医療や救命救急へのニーズに応え
る上でも、行政や医師会での信頼度を高める上
でも重要です。加えて、貧困と格差の深刻化が
すすむ時代に、民医連が一定の専門技術を確保
し、無差別・平等の視点でこの分野にとりくむ
ことの意義は計り知れません。事業所の地域分
析に基づいたポジショニングから、どの分野の
専門医療がどの程度必要で、かつ実施可能なの
かについて、具体的に検討をすすめます。
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後期研修を用意する際には、診療の質確保と
資格取得の両面から体制を整備することが求め
られ、研修病院は、症例の集積と必要な診療実
績を継続できる陣容を備え、分野によっては、
大学病院や専門機関と良好なハイブリッドの研
修体制を準備できることが必要になります。こ
うした医師養成をすすめるためには、ワンラン
クアップしたオール民医連のとりくみが必須で
あり、県連・地協を越えた、領域別専門医養成
の「ハブ」機能を担う研修病院の位置付けにつ
いても検討をすすめます。

６ ．医学対活動を大きく広げよう

医学生の「人の役に立ちたい」との初心に心
から呼びかけましょう。中高校生や低学年から
の育ちあう活動を重視し500人の奨学生集団を
生み出し、初期研修医は、全ての研修病院で毎
年200人以上を目指します。 3つの特徴（①医
学部定員増員後 2年目で最も増員幅が大きかっ
た学年、②見直し初期研修制度開始学年、③新
専門医制度対応開始学年）を備えた卒業生が対
象になる2015年卒の受け入れで大きな飛躍をつ
くることが求められています。その研修先が決
まる2014年夏のマッチングを照準に、民医連で
の初期研修・後期研修の魅力を伝え、専門医資
格など医学生の問題意識ともかみ合わせ、主体
者として研修に関われるよう援助を強めましょ
う。奨学生活動などを通じて民医連運動に共感
しそれを担っていく医学生を育てることは、運
動の後継者を生み出すだけでなく、各大学の医
学生の中での民医連の存在感を増すことにもつ
ながります。またその後の初期研修や職場の青
年運動の発展にも大きく寄与します。「民医連
の医療と研修を考える医学生のつどい」のとり
くみは奨学生を中心に医学生が社会情勢や民医
連を知り、学び、成長する機会です。日常的な
奨学生活動と「つどい」への援助を重視ししっ
かり行いましょう。
また、医学教育をめぐる情勢、震災復興への

かかわりなどで発揮されているような医学生の
健全な学び成長する要求とエネルギーに結びつ
き、日本の医学医療を変革していく民主的な医
学生を育てる、ともに育ちあうことが、この分
野での私たち民医連の重要な活動です。自治会
活動や医学連、医ゼミなど医学生運動への協力
共同を強めていきましょう。
医学対活動は民医連の存続発展と未来を切り
開く重要な課題です。医学生とともに育ちあう
医学生担当者の役割はますます重要であり、担
当者が生き生きと活動できるような体制強化、
組織整備を進めましょう。これまで試されずみ
の高校生対策をはじめとしたさまざまな経験や
教訓を生かし、幹部集団を先頭に民医連と共同
組織の持てる力を注いで「民医連大好きな医学
生・研修医」を大量に生み出しましょう。

７ ．民医連外で働く医師を受け入
れるとりくみの強化と医師労働
の改善にむけて

今後の医師養成が飛躍するためにも民医連外
で働く医師の確保と連携を強めましょう。元奨
学生や元研修医をはじめ、これまでつながりの
ある医師へ粘り強く継続的に働きかけることで
確保につながっている報告も多くあります。民
医連綱領と民医連への理解と共感を得るとりく
みを重視し、必要な体制をとって系統的なとり
くみを強めましょう。
民医連の事業所で働くすべての医師の労働環
境の整備は喫緊の課題です。勤務時間、当直体
制、処遇、法定休暇の取得状況等、他の同規模
施設との比較も含めて、調査と分析が必要です。
また、分析に基づき、女性医師はもちろん、領
域や世代を問わず、すべての医師が働きやすい
職場とそれぞれの医師が持てる力を発揮できる
環境づくりのために具体的な改善策を講じまし
ょう。理念に団結できる医師集団づくりの為に
は、個々の医師が人間・個人として大切にされ
ている環境づくりが必須です。

第 ５節　今後 ２年間の経営方針～管理運営と非営利・協
同の事業体として経営力量の向上を

綱領実現をめざす組織にあっては、どんなに
厳しい状況にあっても、確固とした経営基盤を

築くことが求められています。この間、経営危
機を乗り越えてきた山梨、福岡・健和会、大阪
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・同仁会再建運動の最大の教訓は、①民医連運
動の灯を絶対に消さないという管理部の決意と
構え、②具体的な目標と情報を共有し、 1つひ
とつの課題を曖昧にせず実現してきたこと、③
徹底し職員と共同組織に依拠した運営、地域の
民主勢力などのささえ、④専門家を含む全日本
民医連としての連帯と支援、にあります。
社会保障削減の動きに断固抗い、具体的な実
践と政策提案（国保44条・77条の適用拡大や無
料低額診療事業の拡大、診療・介護報酬引き上
げ要望など）を行うなど「たたかう経営」を貫
きましょう。
そして、全職員に依拠した経営、共同組織の
参加、対等平等の立場に立つ労使の信頼関係の
強化を貫くことをいっそう重視しましょう。
同時に、地域における法人・事業所の位置づ
けを明確にし、実践の中でそれを経営戦略に展
開できる組織としての総合力を身につけること
を追求します。医療・介護の複合体であること、
民医連ネットワーク（全日本、地協、県連）を
持っていること、地域にささえられた全職員の
経営は私たちの強みです。全日本民医連、県連
結集を強めることを意識的に追求するとともに、
法人トップの主体性が問われることを自覚しつ
つ、経営改善に全力をあげましょう。

１ ． ２０２５年を見据えた中長期の戦
略に基づく経営計画の確立

2012年度期末時点で、40法人程度が今後大型
設備投資を予定しています。建設工事費の高騰
の影響もあり、今まで以上にしっかりした経営
見通しを持つことが必要です。建設後の経営見
通しが不十分な法人も見受けられます。単年度
の予算のみの近視眼的経営を続けて、具体的数
値での計画がないと、今やるべきことは何かも
具体的には見えてきません。すべての法人が中
長期の医療構想に基づく経営計画の作成をすす
めましょう。また、今日の情勢と民医連の地域
での役割を踏まえると、法人としての中長期計
画と合わせて、県連・地協として、加盟事業所
を持つ法人の今後の計画もつかみ、広い視野で、
医療・介護構想や経営計画・見通しなどを検討
立案していきましょう。
中長期経営計画は、医療構想に基づいて、設
備投資計画（施設・設備への投資の必要性）、

損益計画（必要な利益、設備投資とのバランス
をどうとるか等）、資金計画（借入金の返済計画、
設備投資資金の調達方法や自己資金の割合をど
の程度にするか）の 3つの計画を立てることが
必要です。全日本民医連経営部として個別の対
応もしつつ、経営計画づくりの実践セミナーや
作成と実践の交流会などの企画を準備していき
ます。

２ ．病院病床の機能の明確化と収
益増、総合的な外来機能強化と
外来戦略の確立

民医連経営全体としてみると、病院の経営改
善に成功するかどうかが最大の焦点です。当面
の特に注視すべきことは、2014年度改定での 7
対 1病棟基準の見直しによる絞り込み、2014年
度の病床機能届け出制度の開始、それらを踏ま
えた2018年度の医療・介護の同時改定と第 7期
地域医療計画などです。 7対 1病棟では、在院
日数、看護必要度の改定などに対応しきれない
場合、診療報酬上の病床の位置づけについて、
見直しを図ることが迫られます。亜急性期病棟
への対応なども含めて、入院患者の実態と今後
の見通しなどを把握し、現段階で想定される改
定への準備をすすめることが重要です。入院患
者の実態と病床構成、診療報酬の選択にミスマ
ッチはないか、地域での需給バランスのミスマ
ッチによる新入院確保や占床率確保に課題はな
いか、地域需要からみて新たに獲得すべき病棟
機能（地域に不足する機能など）は何かなどの
収益増にかかわる諸課題について、改めて検討
し方向を定めることが必要です。どの機能を選
択したとしても、重視すべきは、無差別・平等
の医療活動の展開と経営的なバランスを一体の
ものとして捉える視点です。特に、自院が新入
院確保に成功しているかをリアルに見定める必
要があります。空床が多く新入院が伸びていな
ければ、自院の病床過剰として規模や機能を見
直すか、確実な新入院増の戦略と確実な結果が
必要です。この課題は、決して先送りにできな
い課題として、検討を踏まえた決断と実行が求
められます。
一般病床を持つ病院、慢性期を中心とする病
院でも、外来を拡大し機能強化をはかるのか、
連携その他を軸とするのかなど、外来の地域に
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おける位置づけと今後の戦略を明確にしたとり
くみが求められます。また、外来機能を自院の
一般外来のみだけでとらえるのではなく､ 救急
､ 在宅､ 保健予防､ 法人内・外連携など総合的
にどう強化し、どこを重視していくかという視
点でとらえ、病棟機能と同様に地域でのポジシ
ョニングと戦略を明確にしておくことが必要で
す。
また、高コスト構造になっていないかの再検
討、日常的なコスト管理の水準を引き上げるこ
と、ＤＰＣデータを初めとする各種データを経
営活動に生かしていくことなどが課題です。コ
ストの見直し課題を明確にしたとりくみと部門
別損益管理や疾患別原価計算システム等、他の
経験にも積極的に学び科学的な管理システムの
確立をすすめましょう。

３ ．時代を切り開く経営管理組織
の確立

どのように組織を変化発展させていくのかを
考える重要な局面に私たちは立っています。民
医連が医療・介護を中心とする複合体として、
広がった活動を管理統制していくための工夫や
ふさわしい組織・管理のあり方への挑戦、民医
連加盟事業所を持つ法人も含めた管理統制のあ
り方の検討と挑戦が必要です。全日本としても
複合体としての統治や地域での民医連法人ネッ
トワークを生かした統治機構、法人形態や法人
の分離・統合などについて、現状、前進点、直
面している課題などの検討をすすめ、経験の普
及に努めます。
これらの組織をつくるという観点から、経営
幹部に求められる固有の役割を果たすことが重
要です。民医連ネットワークの生かし方、採用
のあり方、育成制度など多面的な検討と改善が
求められています。

４ ．地協・県連の経営委員会機能
の強化

法人の病院リニューアル等の計画に対して、
県連・地協の総力をあげたとりくみとなるよう、
十分な論議や知恵の結集が求められます。2013
年に提起されている県連および地協経営委員会
の「委員会ミニマム」（＊２９）を踏まえて、と
りくみをすすめましょう。また、県連、地協の

経営委員会が、単なる「報告会」になっていな
いか、改めて会議の持ち方を検討しましょう。
全日本民医連として第40期に開催した「理事長
・院長セミナー」など時宜にかなった研修や交
流の機会を準備します。

５ ．特定協力借入金等資金調達の
あり方の整備と前進

医療機関債をめぐる状況も踏まえて、現在、
「特定協力借入金についての整備方針案」を提
案しています。また、理事会決定として、「特
定協力借入金に関わって2014年度中に整備すべ
き課題について」を確認しています。この間、
不特定多数の方や銀行などからの資金調達方法
として設定された「医療機関債ガイドライン」
を悪用した、高利を売りにした「医療機関債」
詐欺事件が起きたのを契機に、2013年の 8月に
改定が行われています。基本的内容は変わらな
いものの、消費者保護の観点から、①医療法人
がこのガイドラインを遵守しないときは、都道
府県知事から当該医療法人に対し、医療法第64
条第 1項（＊３０）の規定に基づく医療機関債発
行停止などの改善命令が行われる場合があるこ
と、②医療機関債の発行前の勧誘を行う 1カ月
前までに発行要項等及び直近の 3会計年度の財
務状況を記載した書類を監督庁に届けること、
③医療機関債を発行した場合には、発行した医
療機関債に関する情報を事業報告書に記載する
ことなどが盛り込まれたのが特徴です。この間
の提起や医療機関債をめぐる情勢などを踏まえ
て、着実な整備をはかっていくこと求められま
す。
特定協力借入金は共同組織の人々の民医連事
業所への信頼と共感・期待の広がりと強さとい
う、民医連経営の強みであり、今後も重要なと
りくみです。同時に特定協力債に過度に依存す
る財務体質は早急な改善が必要です。経営の改
善や事業展開をすすめるためには、事業での利
益確保と財務の改善にしっかりとりくむことが
基本です。今後、全日本民医連として調達方法
や全国連帯基金（＊３１）の見直しなどについて
も検討をすすめます。
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第 ６節　「人間的な発達ができる」民医連の職場づくり
と管理運営の向上

人間がもののように使い捨てにされる時代に、
民医連綱領で掲げる目標実現と一人ひとりの人
間として成長の課題が一致できるのが民医連の
組織です。人の役に立つことを仲間とともにと
りくむことは最も人間的な労働であり、やりが
いにつながります。私たち民医連の事業所、職
場は人間的な発達を促す組織です。「民医連で
がんばることで自分の希望も実現する」、この
ことを実感できる組織になるよう意識的な努力
が必要です。「人間的な発達ができる」組織の
あり方や課題について探求しましょう。
とくに管理運営を担う幹部集団は、民主主義
を掲げる医療・介護の事業体として「率直な意
見交換ができているか」、「現場の声が届く仕組
みになっているか」、「方針や必要な情報はきち
んと現場に伝わっているか」、「職員は自分の頭
で考え､ 生き生きと働けているか」など、自ら
の組織を点検し、科学性と民主主義を体現する
組織づくりにつとめなければなりません。今日
の時代は、我流で運営できる時代ではありませ
ん。幹部集団として、徹底的に議論し、①情勢
認識とたたかいの課題についての一致と行動、
②地域分析に基づく民医連の事業所としての総
合的な活動や連携の方針を確立し、職員、共同
組織の仲間と共有すること、③中長期の見通し
を持ち、経営を断固守る決意を固めること、④
それらを推進する幹部や職員養成、共同組織の
強化を重視すること、が重要です。特に、それ
らを推進するエンジンとなる幹部育成と職員づ
くりにとりくみましょう。

１ ．民医連運動の総合的で創造的
な発展を推進するトップ幹部の
育成

トップ幹部の姿勢、視野、集団の総合力が民
医連運動の水準を決めるといっても過言ではあ
りません。全国的な視野・視点に立った運営と
自らが民医連運動を総合的に推進することがで
きるトップ幹部として、民主的な管理運営の力
を蓄えましょう。
全日本民医連として地協、県連と分担しなが

ら、トップ管理者研修会や理事長・院長会議、
専務・経営幹部会議などを適宜開催し、体験や
討論を通じて経験や教訓を交流し合う場をつく
ります。 5年間継続した全日本民医連事務幹部
学校（受講生282人・受講生平均年齢40歳）は
多くの全国的視野を持ち、県連、法人・事業所
で活躍する幹部養成に貢献しました。各地で幹
部として役割を果たすとともに、 4期生のよう
に同期生の日常的な交流もすすめられています。
全国でのとりくみはいったん終了し、41期は卒
業生のフォローアップ研修会を企画します。今
後は、各地協や県連レベルでのトップ管理者研
修会、事務幹部研修会、各職種管理者研修会な
どの充実に力を注ぎます。

２ ．役職者は職場づくりの「要」
となり、綱領を身につけ実践す
る職員養成と職場づくりに挑戦
しよう

中間管理者は民医連綱領を実現する職場づく
りの要であり、トップ幹部は中間管理者の育成
に責任を持つことが大切です。教育活動指針で
は、法人や事業所の日常的な管理や運営のしく
みの中で中間管理者の育成や職場状況の把握を
すすめる必要性を強調しています。職場責任者
の会議が「報告を受けるだけ」になり、充分、
理解できないまま職場で伝えなければならない
という状況も少なくありません。役職者の研修
機会の保障、職場責任者同士が学びあい議論で
きる会議の工夫、管理部会議と教育委員会の定
期的な意見交換などにとりくみましょう。
中間管理者は、自ら民医連を語り、実践し、
伝え、組織し、評価する力を身につけましょう。
中間管理者の輝きが職場の輝きとなります。
事業所、職場が生き生きと活動できる状況を
みんなの努力で作り出すために、全日本民医連
が教育活動指針を積極的に深め、制度教育や育
ちあいの職場づくりを旺盛にすすめましょう。
教育活動指針では「育ちあいの職場づくり 8つ
の視点」（図 J）と「健康職場の 5つの視点」（図
K）を提起しました。職場のふりかえりと活動
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方針づくりに生かしましょう。厳しい労働環境
のもとで医師をはじめとして働きやすい職場づ
くりへの挑戦が一層、求められています。院内
保育の充実や有給消化率の向上､ 当直明け休み
の保障など､ ディーセントワークやワークライ
フバランスなど働き方の工夫をして成果を上げ
て、認証を受けている事業所も生まれています。
これらの経験に学び、より健康で働きやすい職
場づくりをめざしましょう。
理念を身につけ実践するためには、絶えず方
針や民医連綱領、歴史などについて学ぶ機会を
意識的につくることが重要です。医師を含む全
職員を対象にした制度教育の確立や、『いつで
も元気』「民医連新聞」『民医連医療』などの購
読と活用、全国や地協、県連のさまざまな企画
への参加などを通じて意識的に学ぶことを重視
しましょう。『いつでも元気』の職員購読比率
は34％です。各県、事業所で具体的な目標を持
ってとりくみましょう。
「民医連医療・民医連資料・民医連新聞」の
バックナンバーが、インターネットで閲覧でき
るようになりました。民医連の方針を学ぶうえ
で活用しましょう。

３ ．「自己責任」論をのりこえ、
青年職員の自信とやりがいを育
てよう

民医連の職員も国や大手マスコミが流す「自
己責任」論の影響を受け、情報を「なんとなく」
「鵜呑みに」している状況があります。学術運
動交流集会でも、生活保護受給に関して職員ア
ンケートで出された「その人が怠け者だから」

などの声を正面から受け止め、生活保護の歴史
や意義を学習し、実際、生活保護世帯を訪問し、
振り返りを通して、見方を変えていった経験な
どが多く語られました。多くの職員は、事実を
知る、「なぜ？」と問いかけながら視野を広げ
真実をつかむ、自分の身に引きつけて考えるな
どの経験を通じて「自己責任」論の誤りに気づ
いています。「疑問を放置しないこと」、「結論
を押しつけず、疑問を率直に出しあえる雰囲気
づくり」が大事です。
ある大学教員が論文の中で、「社会にでた若
者が学ぶ重要性を認識し、職場や組織全体で学
びの場を保障している組織」として民医連の平
和学校などのとりくみを紹介しています。「多
忙を極める医療機関で、勤務時間内に直接は業
務に関わらない学習の機会を保障し、組織とし
て研修のための費用を負担するのは並大抵の努
力ではない。しかし、医療人として戦争・平和
について深める必要があるという合意があるか
らこそ、このような『社会教育』を重視し、継
続できるのだろう。これらのとりくみには限り
ない可能性が広がっている」。
長野で開催された第35回全国青年ジャンボリ
ーは760人を超える青年の参加で成功しました。
青年が主体的に参加し、企画に、皆が主人公と
なる青年ジャンボリーの活動は今日、ますます
重要です。次回は、2015年に岡山で開催されま
す。各地の日常的なジャンボリーの活動を強め
ましょう。
いのちの平等を貫く、民医連の職場は「人間
的な発達」を促す力を持っています。その力を
伸ばし、前進しましょう。

図J　健康職場の５つの視点
①個人にとって適度な質的量的負荷となっているか
②職員の安全・安心が保たれているかどうか
③技術的に研修の保障がされているか
④使命が明確で評価されているか
⑤ライン内・職場間・職種間で少数意見が保障され、コ
ミュニケーションが向上しているか

図K　育ちあいの「職場づくり」に必要な８つの視点
□いつも患者・利用者、人権を守ることが中心にすわっている。
事例からの学びを大切にしている職場である
□職場の使命や目標が明確になっている。職場の誰に聞いても、
目標や課題について共通の認識をもっている
□決めたことをやりぬくことが重視され、やったことがきちんと
評価される
□地域、職場、現場の状況や出来事がリアルかつタイムリーに共
有され話題になっている
□現状変革の志がある。一人ひとりの職員に「もっと～したい」
「～を良くしたい」という思いがある
□思いやりと率直な相互批判にもとづく信頼と規律がある
□個人の責任と集団の責任が明確になっている
□学習が重視されている。絶えず学ぶ雰囲気があり、一人ひとり
の成長にむけて援助し、励ましあっている　
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第 ７節　共同組織の質量面での強化で新たな役割の獲得を
今、共同組織がいっそう輝く時です。共同組
織の役割は、「健康に生きたい」「仲間とともに
生きたい」といった「要求実現」の場であるこ
とが第一にあります。そして、そのことを通じ
て「人の役に立つ・自己実現」の場となり、「安
心して住み続けられる地域づくり・自治の主体
者となる」につながります。
共同組織は、民医連の方針と密接に結びつい
て地域の要求を実現する自立した地域住民組織
であり、また民医連のあらゆる活動のパートナ
ーです。
健康の自己責任が叫ばれ、「限界集落」、「交
通難民」「お風呂難民」などが生み出され、住
民の孤立化がすすむ中、地域再生の重要なテー
マです。共同組織には、地域再生、健康権・生
存権実現、地域でのヘルスプロモーション活動
の中心的担い手としての役割があります。実際
に、住民の健康づくり運動や配食サービス、送
迎サービス、ささえ合いのボランティア活動、
認知症サポーターなどさまざまな助け合い、た
まり場づくり、自治体への要求運動などをすす
めています。これらは「地域包括ケア」への実
践参加であり、「地域包括ケア」が新しい住民
運動の大きな課題テーマになりつつあります。
また、事業と運営への参加、医学生、研修医は
じめ民医連運動の担い手を育てるなどの面で大
きな役割を果たしています。
そのためにも、共同組織担当者の役割が重要
となっています。民医連運動の方針の核心をし
っかりとつかみ、役割を果たすことが求められ
ています。組織担当者は民医連運動と共同組織
をつなぐ組織者そのものです。41期、こうした
立場から地協、県連レベルで組織担当者の体系
的・系統的な研修会を検討します。
全日本民医連は、2004年の総会（埼玉）で早
期に400万共同組織・10万の『いつでも元気』
の実現を目標に掲げました。現在の到達はあと
少しで360万という状況です。日本の世帯数の
1割を組織することが出来れば、さらに大きな
役割を果たすことができます。また、事業所の
利用という範囲にとどまらず、地域全体を視野
に、まちづくりの視点から共同組織をつくる検

討が必要です。この間、長崎や石川など全県を
視野に入れ、事業所のない地域で組織拡大を追
求しているところもあります。住民の要求をつ
かみ、住みやすい、暮らしやすい地域に変えて
いくために、どのような地域にどのくらいの規
模の共同組織をつくるのか（例えば中学校区ご
とにどれくらいの共同組織が必要か、など）と
いう視点で組織のあり方について大いに議論し、
実践していきましょう。
仲間を増やし、支部活動や班活動を一層強化
すること、地域の民生委員や児童委員や自治会、
行政など既存の組織とも積極的につながり、地
域のささえ合い（ソーシャル・キャピタル）の
担い手として役割を果たしていくことを重視し
ましょう。
民主的な運動や民医連運動の第一線を退いた
団塊の世代が地域に移ってきます。改めて共同
組織の担い手として積極的に参加することを呼
びかけます。研修医はじめ職員が地域の共同組
織の活動に参加することは、地域を知り、積極
的な役割を果たすという意味でも重要です。こ
の間、東京民医連では医学生、研修医、医学対
担当者と共同組織の仲間､ 地域住民が一緒に､
「したまち医療大学」、「老いゼミナール」を行
い、まちづくりに参加しています。共同組織へ
の積極的参加を全職員の課題として強めましょ
う。
2014年 9 月には3000人規模で第12回共同組織
全国活動交流集会が、震災から20年目を迎えよ
うとする神戸で開催されます。人間が大切にさ
れるまちづくり、国づくりを展望する画期とな
るよう､ 大きく成功させましょう。
『いつでも元気』の購読を大胆に訴えましょ
う。『いつでも元気』は消費税が 8 ％となって
も値上げをしません。各県は具体的目標を持ち
ましょう。販売所の役割を検討し、還元金を大
いに活用しましょう。
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第 ８節　改めて全日本民医連・地協に結集し、県連機能
を見直し高めよう

これまで32回総会、35期第 2回評議員会で県
連機能の強化を呼びかけてきました。いうまで
もなく、県連はその都道府県を代表する民医連
の組織です。35期第 2回評議員会は「県連に求
められる 7つの機能」（＊３２）をあげ、これに
そって県連機能強化を呼びかけてきました。
しかし、厳しい情勢と課題が山積する中で、
県連への結集が片手間になり、理事会が成立し
ない、充分討議ができない、といった状況もあ
ります。民医連の強みは法人や事業所の形態、
違いを超えて交流、連携、援助できる関係があ
るということです。県連レベルでの共同購入な
ど事業展開も始まっています。一つの法人や一
つの事業所だけでは中長期の構想を策定するこ
とも、人の養成も困難な場面が少なくありませ
ん。しかし、県連の総合力を集めれば、中長期
の構想や人の養成や配置も可能です。また、県
連だけで困難な場合にも全日本民医連や地協レ

ベルでの交流や援助で積極的な展望を作り上げ
ることができます。医師問題や経営問題、医療
安全、職員育成や幹部配置なども県連レベルや
地協レベルで発想し、具体化していかなければ
ならない時代です。法人のあり方や連携のあり
方についても踏み込んだ検討が求められていま
す。全日本民医連、地協、県連に意識的に結集
し、交流・連携しない限り民医連運動は弱まり
ます。今一度、自県連の機能を点検し県連の役
割についての議論を深めましょう。そして必要
な幹部配置なども積極的に行い、機能強化に努
めましょう。なによりも法人、事業所のトップ
幹部「自ら」が県連そのものであるという立場
で自覚的結集を強めましょう。全日本民医連と
して、前期開催できなかった県連事務局長研修
会を開催し、地協、県連の今日的な役割につい
て検討を深める機会とします。

おわりに

先頃、亡くなった南アフリカ元大統領のネル
ソン・マンデラ氏は、27年間も獄中生活を強い
られながらも、一貫して人種差別の撤廃、民族
融和を訴え、解放された後、大統領として人種
差別政策をなくしました。マンデラ氏はこんな
言葉を残しています。「生きる上で最も偉大な
栄光は、決して転ばないことにあるのではない。
転ぶ度に起き上がり続けることである」。私た
ちの運動を大きく励ます言葉です。

1953年にアメリカ統治から日本復帰を果たし
た奄美大島は翌年、全国の連帯の力で民主診療
所を設立しました。奄美中央病院前の石碑には
「地理的な離島はあっても、人の生命に離島が
あってはならない」と刻まれています。先輩た
ちが培ってきた民医連の60年の歴史と実践をさ
らに発展させる 2年間とするために大いに奮闘
しましょう。
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用 語 解 説

第４１回定期総会議案運動方針

※ ０ 　共同組織

共同組織は、医療生協組合員、健康友の会会
員などの総称を表しています。第38回総会で決
定した新しい民医連綱領では、平和や人権を守
る活動を共同組織ととも進めることを明記して
います。今日では、全国で360万近い仲間が、
支部・班会を基礎に健康づくりや助け合いの運
動や事業所運営参加しています。1991年から始
まった共同組織活動交流全国集会は第11回集会
が岩手県・花巻市で行われ1800人以上が集いま
した。2014年 9 月には神戸で開催されます。
1999年の集会以後、一貫して「安心して住み続
けられるまちづくり」をテーマに掲げています。

※ １ 　ショックドクトリン

カナダのジャーナリスト、ナオミ・クライン
の著書名（2007年出版、11年 9 月に日本語版刊
行）。クーデターやテロ、大規模な自然災害な
どによって危機的状況に陥ったときに、人心の
ショック状態につけこみ、市場原理に基づいて
利潤を追求する経済改革などが行われること。
「惨事便乗型」「火事場泥棒」資本主義などと
訳されています。1973年のチリのピノチェト政
権の軍事クーデターをはじめ、2001年のアメリ
カの 9・11同時多発テロ、05年のハリケーン・
カトリーナなどで象徴的にみられました。
日本では、東日本大震災後の被災地で、住民
本位の復興ではなく「創造的復興」として「東
北メディカル・メガバンク構想」などがすすめ
られる状態を、批判的に「東北ショックドクト
リン」といいます。

※ ２ 　社会保障改革プログラム法

正式名称は、「持続可能な社会保障制度の確
立を図るための改革の推進に関する法律」。民
主党、自民党、公明党の 3党合意により2012年
8 月に成立した社会保障制度改革推進法に従い、
権利としての社会保障を否定し、自助・自立と
家族相互の助け合いを社会保障の基本とする改

革がすすめられてきました。13年 8 月の社会保
障制度改革国民会議報告書は、「日本の社会保
障は、『自助を基本としつつ、自助の共同化と
しての共助（＝社会保険制度）が自助をささえ、
自助・共助で対応できない場合に公的扶助等の
公助が補完する仕組み』が基本」と明記しまし
た。
社会保障改革プログラム法は、この報告書に
基づき13年の第185回国会で成立。「受益と負担
の均衡」を繰り返し、医療・介護・年金・保育
の各分野にわたる国民負担増と給付削減を打ち
出して、そのすすめ方を具体的な日程を明示し
て政府に実行を迫るものとなっています。社会
保障を変質させ憲法25条を無視する社会保障改
革は許しがたい内容であり、その日程、具体的
な内容等は国会審議を通じて決められていくべ
きで、プログラム法は不要の法律です。

※ ３ 　プロフェッショナル・オートノミー

「専門家による自律性」。新しい専門医制度
へ移行するにあたり、新たに設立された専門医
認定の第三者機関の運営や制度設計の考え方の
基盤として、国の直接関与を排して専門家によ
る自律性に基づくことが提起されました。

※ ４ 　アンダー3000件問題

2004年から始まった新医師臨床研修制度の見
直しで、基幹型臨床研修病院の指定基準を「年
間入院患者数が3000件以上」に制限する、と厚
労省が打ち出した問題。13年には民医連の研修
病院の約 3分の 1が該当しましたが、パブリッ
クコメントなどを通して中小病院での研修の優
位性を示す運動を広め、「個別に訪問調査を行い、
適切な指導・管理体制があり、研修医が基本的
な診療能力を修得することができると認められ
る場合は、基幹型臨床研修病院としての指定を
継続する」こととなりました。

※ ５ 　ＥＣＦＭＧ2023年問題

米国の医師研修資格の認定組織であるＥＣＦ
ＭＧ（Educational Commission for Foreign Medi-
cal Graduates）が、米国の医学教育水準に及ば
ない大学は2023年以降、米国での医師研修を受
け入れないとの方針を関係国に通告したことか
ら、国際基準に合わせた医学教育の実施が検討
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され始めた一連の問題。日本では17年を目標に
一連の改革がすすめられ、大学のカリキュラム
や制度が大きく変化しています。

※ ６ 　スチューデントドクター制

臨床実習で指導医の監督の下に医学生が診療
に参加する制度。診療に加わるうえで必要な技
能や知識を問う「共用試験」に合格した学生を、
「スチューデントドクター」として認定したう
えで臨床実習にすすみます。ＥＣＦＭＧ2023年
問題に伴い、臨床実習教育の国際標準化などの
課題として全国の大学に広がっています。患者
への事前のインフォームド・コンセントの徹底
の問題など課題は少なくありません。

※ ７ 　「健康の社会的決定要因」（SDH： 
Social Determinants of Health）

ＷＨＯ（世界保健機関）は、健康格差問題を
重視して加盟国にこの問題にとりくむことを求
めています。1998年にＷＨＯ「健康の社会的決
定要因委員会」は、健康格差の要因として「ソ
リッド・ファクツ（確かな事実）」が存在する
として、「社会格差」「ストレス」「幼少時の援
助不足」「社会的排除」「劣悪な労働態様」「失業」
「社会的支援の不足」「薬物乱用」「食生活の不
良」「交通の整備不足」を世界の膨大な疫学調
査をもとに明らかにする中間報告を発表しまし
た。
2008年の最終報告「Closing the Gap in a Gen-

eration（ 1世代のうちに格差をなくそう）」では、
「包括的な 3つの勧告（①日常生活状況を改善
する、②権力、資金、リソースの不公平な分配
に対処する、③問題を評定して理解し、対策の
影響を評価する）」を行い、健康の社会的決定
要因に対してとりくむ決意をその後の総会でも
表明しています。日本でも11年に日本学術会議
提言「わが国の健康の社会格差の現状理解とそ
の改善に向けて」が発表され、13年には「健康
日本21（第二次）」の目標として、「健康寿命の
延伸と健康格差の縮小」が初めて掲げられてい
ます。

※ ８ 　タックスヘイブン

日本語で「租税回避地」という意味。外国に
籍を置く個人や法人に対して、所得税や法人税

などの租税が大幅に軽減されるか、または無税
とされる国や地域のことです。カリブ海のケイ
マン諸島や南太平洋のクック諸島、モナコ公国、
ドバイなど、いずれもＯＥＣＤ非加盟国です。
企業や富裕層のペーパーカンパニーの設立に
よる脱税や、所得隠し＝マネーロンダリング（資
金洗浄）の温床場所として使われるケースも多
く、世界的に是正措置が求められています。国
税庁は、日本からケイマン諸島に流出した資金
を15兆3600億円（2011年）と発表しました。

※ ９ 　無料低額診療事業

低所得者などに医療機関が無料または低額な
料金で診療する事業。無料低額診療事業には 2
種類あります。一つは社会福祉法人や旧民法34
条に定める公益法人などが法人税法の基準に基
づいて実施するもの。もう一つは社会福祉法第
2条第 3項第 9号（1951年）に基づき、第 2種
社会福祉事業として実施するものです。
病院や診療所の設置主体にかかわらず、都道
府県知事に第二種社会福祉事業の届け出をすれ
ばこの事業を実施することができます。いずれ
の場合も、生計困難者が経済的な理由により必
要な医療を受ける機会を制限されることのない
よう、無料または低額な料金で診療を行うもの
です。

※１０　なぜ、民医連が政治や選挙にとり
くむのか

貧困から人々を救うのも、原発をただちにや
めて再生可能エネルギーにとりくむのも政治の
力。私たちの願いの実現は、国民の世論と運動
がどれだけ大きくなるかにかかっています。ま
た、その結果として、どのような政治を実現す
るのかが決定的な意味を持っています。
国民が政治を変え、願いを実現した経験は数
多くあります。全国各地で子どもや高齢者の医
療費無料制度を実施している自治体があります。
制度が実現したのは、住民の運動を背景に選挙
を通して無料化の公約を掲げた候補者が首長に
当選したり、また、無料化の政策を訴えた政党
が得票数や議席数を伸ばしたことによるもので
す。
民医連は憲法と綱領の立場から、憲法 9条を
守る、医療・介護を充実させる、原発をなくす

民医連第41回総会決定集_4校.indd   50 2014/03/21   10:36:16



51月刊民医連資料　別冊（２０１４年 ４ 月）

など、いのちと健康をまもり、安心して住み続
けられるまちづくりをすすめる政策をかかげる
勢力が、議席を伸ばすことができるよう活動し
ています。民医連として特定政党の支持を決め
ることはありませんが、それは決して選挙で傍
観者になることではありません。選挙を重視し
政治を変えることは、民医連のとても大事な活
動です。

※１１　「総合的な医療の質向上」と「医
療活動の 8 つの重点課題」

貧困や健康格差、超高齢社会の中長期的な現
状と情勢分析を踏まえ、第39期と40期運動方針
で提起した医療活動方針を「総合的な医療の質
の向上」と「医療活動の 8つの重点課題」と総
称します。
総合的な医療の質の向上（ＱＩ・医療安全・
倫理）を中心に置き、実践的医療課題として 8
つの重点課題（①貧困と格差に立ち向かうヘル
スプロモーション・保健予防、②がん医療も含
む慢性疾患医療、③救急医療、④子どもを産み
育てる地域社会と子どもの貧困の克服、⑤リハ
ビリテーション医療、⑥在宅医療、⑦チーム医
療、⑧地域医療の連携）」を位置づけています。
8つの重点課題は、徹底した地域分析や自己分
析を前提に、各県連・法人での中長期的な構想
と計画で策定・実践していく課題や水準を提起
しています。

※１２　ノンテクニカルスキル

人には認知能力の限界や心理的プレッシャー
の影響など人間としての特性（ヒューマンファ
クター）が存在するため、専門的な知識や技術
（テクニカルスキル）のみでは安全に業務を完
遂できるとは限りません。近年、安全管理を進
める上で、テクニカルスキルを補完し安全で効
率よく業務をこなすために、ノンテクニカルス
キルといわれる技能の重要性が強調されるよう
になりました。
ノンテクニカルスキルには「状況認識」、「意
思決定」、「コミュニケーション」、「チームワー
ク」、「リーダーシップ」、「ストレス管理」、「疲
労への対処」の 7つの大きな柱があるとされて
います。日本医療機能評価機構の医療事故情報
収集・分析・提供事業の2012年報告によると、「知

識が不足していた」、「技術・手技が未熟だった」、
「教育・訓練に問題があった」などのテクニカ
ルスキルが発生要因とされたものは16.3％であ
ったのに対し、「確認・観察を怠った」、「説明
が不十分だった」、「判断を誤った」、「通常とは
異なる身体的・心理的条件下にあった」などの
ノンテクニカルスキルが発生要因とされたもの
は51.5％を占めています。

※１３　チームステップス（チームＳＴＥ
ＰＰＳ）

医療は多職種による「協働」なしには成り立
ちません。医療の内容がますます複雑さを増し、
医療供給体制上のさまざまな制約の中で時間的
圧力も増大しています。そんな環境の中でノン
テクニカルスキルを高めてコミュニケーション
エラーを減少させるには、個人的な努力や経験
による習得だけでは限界があり、チームとして
のトレーニングが必要です。
チームＳＴＥＰＰＳ（Team Strategies and 

Tool to Enhance Performance and Patient Safety）は、
協働すべき「チーム医療」の多職種のメンバー
がともに研修することによって、ヒューマンエ
ラーや医療事故を未然に防ぎ、医療安全の推進、
安全文化を醸成するためのチームトレーニング
の一つとして2005年に米国で開発された研修方
法です。チームＳＴＥＰＰＳ研修では、「リー
ダーシップ」、「状況モニター」、「相互支援」、「コ
ミュニケーション」の 4つを学び、身につけ、
実践することによって、最終的にはチームのパ
フォーマンスを改善し、より安全なケアを提供
し、組織の安全文化を醸成させることを目標に
しています。

※１４　倫理委員会の 2 つの機能

日常診療の中で、患者の人権にかかわる事柄
を取り上げる倫理委員会機能は、ＨＥＣ（Hos-
pital Ethics Committee）機能（治療の倫理機能）
と呼ばれます。ＨＥＣ機能とは、診療行為にお
いて、健康権・生存権・幸福追求権（自己決定
権）に代表される患者の人権、および私たちが
掲げている無差別・平等や共同の営みに集約さ
れる医療理念、さらにさまざまな診療ガイドラ
インに示されている診療水準と、私たち自身の
関わる診療現場の実態との間に発生している乖
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離をなくし、患者の人権や医療理念を前進させ
るための機能といえます。
倫理委員会には、患者を対象とした臨床研究
活動の倫理的問題の審査機能があります。これ
はＲＥＣ（Research Ethics Committee）機能（研
究の倫理機能）と呼ばれます。民医連の中でも
各職種が臨床研究に熱心にとりくんで学会活動
が盛んとなり、全国的にデータ収集して学会発
表に至ることも多くなりました。民医連内部で
の研究発表であっても、外部に公開されること
もあります。研究の発表に当たっては、個人情
報保護法の医学研究への拡大（2005年）を踏ま
えた厚生労働省「臨床研究に関する倫理指針」
（08年）等は順守しなければなりません。

※１５　厚労省「医療の質の評価・公表等
推進事業」

医療技術の高度化に伴い、ガイドラインやＥ
ＢＭ（Evidence-based-medicine＝根拠にもとづ
いた医療）など質を測定・評価する考え方が発
達してきました。また、患者や国民の意識の変
化から、医療の質への関心が高まっています。
厚労省は2010年度、「医療の質の評価・公表等
推進事業」実施要綱を定め、新たに事業を開始
しました。
全日本民医連は、11年度から 3年連続でこの
事業に採択されました。日本病院会など多くの
医療団体の中から、 3年連続で採択されたのは
初めて。厚労省の第 3者評価会議は、「民医連
の高く評価できる点」として、①在宅復帰率、
身体抑制患者の抑制日数など、医療チームとし
て行ったケアに関するアウトカムを導入、情報
について経年比較を行っている。②集めたデー
タを分析・考察し、改善にどのようにつなげた
かが分かりやすい。データの収集・分析を、ど
のような規模の病院でも行えるようシステム作
りを工夫している、とコメントを寄せています。

※１６　民医連がめざす 5 つのチーム医療

「民主的集団医療」は、民医連医療を語るう
えで欠かせない考え方と理念であり、多くの職
員は、そのことに他の医療機関にない共感と優
位性をもって医療活動をすすめています。私た
ちがめざすチーム医療は、患者の人権や健康権
保障をささえるチーム医療であり、「民主的集

団医療」の理念や視点を受け継ぎ発展させる新
たな時代の「民医連のチーム医療」の探求が求
められています。
2013年 8 月に初めて開催した「チーム医療研
修・実践交流集会」は、民医連がめざすチーム
医療について、①困難を抱えた患者を支援する、
②診療の標準化・質の向上を個別ではなく集団
としてすすめる、③医療倫理を重視し、安全に
つながる患者と医療従事者を守る、④後継者養
成につながる、⑤実践を通して民医連綱領・理
念を豊かにする無差別平等、の 5点を提起しま
した。今後、実践の中で探求していく課題です。

※１７　民医連のチーム医療に関する実証
的調査研究

チーム医療研修・実践交流集会の一環として
実施された研究。研究目的は、民医連における
チーム医療、特に多職種の連携・協働に焦点を
当て、その実態と課題を明らかにするために実
施しました。調査方法は、民医連加盟の一つの
病院を訪問して、チーム医療に関わった職種の
多様な意見を収集し、潜在的・顕在的な情報を
探索的に分類・整理することから、「フォーカ
ス・グループ・インタビュー」方式で行いまし
た。
具体的には、チーム医療に関わった多職種へ
のグループインタビューを通して、チーム医療
の実態、特に多職種連携の現状と課題を抽出す
るものです。フォーカス・グループ・インタビ
ューは、有意抽出された少人数の専門職を対象
にした質的研究法の一つであり、課題に関係の
深い参加者から、アンケート調査など量的調査
からは得られない具体的で多様な「なまの意見」
を引き出すものです。医療活動の実践を質的に
把握する方法として、グループインタビューの
プロセスを丁寧に踏むことは、今後の民医連の
研究活動の試みとして有意義なものになってい
ます（民医連資料参照）。

※１８　ファシリテーター研修会

今日のチーム医療の現場では、日常診療を担
う病棟コアチームと専門的横断チームが重なり
あい、その推進には病院管理組織が機能・役割
を果たしていくことが重要です。特に、チーム
医療を推進していくファシリテーターの役割の
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発揮やその養成が求められています。民医連で
初めて、「多職種連携を担うファシリテーター
のスキル～ケースメソッドを取り入れた試み」
をテーマに研修会を実施しました。
ケースメソッド教育は、参加者が判断や対処
を求められる模擬ケース（実際に起きた事例）
を教材に、ディスカッションしながら当事者の
立場で、どのように行動すべきかを適切に判断
できるようになることを目的とする参加型、問
題発見・解決型の学習方法。それぞれのケース
教材にもとづく事前学習をはじめ、研修会当日
のグループ討議、クラス討議、振り返りを経て、
当事者の立場で自分ならばどのように判断し、
行動するのかを参加者とともに討論する中で、
多職種連携に求められるファシリテーションス
キル（たとえば「勇気」、「礼節」、「寛容」、「人
を束ね、方向付ける」）などの大切さを実践的
に理解し深めることにつながっています。

※１９　暮らし・仕事と糖尿病についての
研究

第40期、全日本民医連の事業所を受診してい
る40歳以下の 2型糖尿病患者に関して、社会経
済的格差が糖尿病の悪化と進行にどのような影
響を及ぼすかを明らかにすることを目的とした
調査。
全日本民医連は疾病を労働と生活の視点でと
らえるため、振動病やアスベストのとりくみな
どを活発に行ってきた歴史があります。今回の
糖尿病の調査は、日常の医療活動の中から感じ
ている貧困と健康格差を発信していくうえで大
変意義のあることと位置づけています。研究班
では、この調査研究で明らかになった問題点や
課題を全職員で共有し、若年者の健診の重要性
や合併症の管理をはじめ、新規罹患者を出さな
いための社会経済的な問題（ＳＤＨ、健康格差
の解消、ヘルスプロモーションやヘルスリテラ
シーの普及など）に対しても発信できるよう、
日常診療にも役立つテキストを作成し、広く職
員に普及できるよう準備をすすめています。

※２０　民医連の介護・福祉の理念

現場での 3年にわたる議論を経て、第40期第
11回理事会（2012年12月）で確認。介護・福祉
分野の活動の土台として、学習を深め、日常の

実践や養成のとりくみ、介護ウェーブに活かし
ていくことが提起されています。全文は以下の
通り。

【民医連の介護・福祉の理念】

私たちは、民医連綱領を実現し、日本国憲法
が輝く社会をつくるために、地域に生きる利用
者に寄り添い、その生活の再生と創造、継続を
めざし、「 3つの視点」と「 5つの目標」を掲げ、
共同組織とともにとりくみます。
3つの視点　①利用者のおかれている実態と

生活要求から出発します、②利用者と介護者、
専門職、地域との共同のいとなみの視点をつら
ぬきます、③利用者の生活と権利を守るために
実践し、ともにたたかいます
5つの目標　①（無差別・平等の追求）人が

人であることの尊厳と人権を何よりも大切にし、
それを守り抜く無差別・平等の介護・福祉をす
すめます、②（個別性の追求）自己決定にもと
づき、生活史をふまえたその人らしさを尊重す
る介護・福祉を実践します、③（総合性の追求）
生活を総合的にとらえ、ささえる介護・福祉を
実践します、④（専門性と科学性の追求）安全
・安心を追求し、専門性と科学的な根拠をもつ
質の高い介護・福祉を実践します、⑤（まちづ
くりの追求）地域に根ざし、連携をひろげ、誰
もが健康で、最後まで安心して住み続けられる
まちづくりをすすめます

※２１　医学対活動の 2 つの任務

民医連は医学生に対して、①「医学生のさま
ざまな自主的な活動を援助し、医学生の成長と
運動の発展を促すこと」と、②「民医連運動の
後継者を確保する」という 2つの任務を持って
接しています。

※２２　ゲートキーパー

ケアマネジャーには、高齢者を援助する専門
職としての役割と同時に、支給限度額管理をは
じめ一連の給付管理システムや各自治体が推進
する給付適正化事業などを通して、保険給付を
できるだけ抑える役割が担わされています。
政府のあいつぐ制度改悪のもと、こうしたゲ
ートキーパーとしての役割がいっそう強制され
る流れが強まる中で、日常の個々の実践を通し
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て利用者・家族の人権と生活を守りぬく「たた
かうケアマネジャー」としての役割の発揮がい
っそう重要になっています。

※２３　事業キャッシュフロー

キャッシュ・フローとは、お金の流れのこと。
一会計期間内にどれだけのキャッシュを稼ぎ出
し、どのくらいを投資等に充て、または外部か
ら調達するなどした結果、手許にいくらキャッ
シュが残るかという、法人のお金の流れの状況
を明らかにするために、資金の正確な状況を示
すものがキャッシュフロー計算書です。
「事業活動によるキャッシュフロー」「投資
活動によるキャッシュフロー」「財務活動によ
るキャッシュフロー」の 3つに区分して表示。
事業キャッシュフローは、本業である医療介護
等の活動によって生じたキャッシュの増減を示
します。事業キャッシュフローによって長期借
入金を返済できずに大幅なマイナスが生じたり、
事業キャッシュフロー対事業収益比率がマイナ
スである場合は、緊急に資金対策を講じなけれ
ばならない場合があります。一定基準以上のマ
イナスが生じた場合、「短期要対策」法人とし
て全日本民医連に報告書を提出しなければなり
ません。一般的に事業キャッシュフロー率は、
8％以上を確保することが望ましいと言われて
います。

※２４　ＭＭＡＴ（Min-iren Medical 
Assistance Team）

民医連の災害救援活動の経験を継承し、災害
時において機敏に災害救援を行うことを目的に、
全日本民医連の「災害救援活動の指針」（40期
第11回理事会）に基づき設置が提案されました。
事業所毎にチームを登録し、ＭＭＡＴ本部には、
日常的な災害時の医療・介護救援活動の訓練や
コーディネーターの養成、ＤＭＡＴやＪＭＡＴ、
ＰＣＡＴなど他チームとの連携の強化、発災時
における全日本民医連災害対策本部の指示下で
の災害派遣などの機能が予定されています。

※２５　国連経済社会理事会の協議資格

国際連合経済社会理事会（United Nations 
Economic and Social Council）は、国際連合の主
要機関の一つで、経済および社会問題全般に関

して必要な議決や勧告等を行います。国連憲章
で定められているＮＧＯ参加のための公的な体
系をもった唯一の国連機関で、略称はＥＣＯＳ
ＯＣ（エコソク）。
民医連がＥＣＯＳＯＣの協議資格を取得する
と、日本政府によって放置されている健康権の
侵害や、貧困と格差が拡大している実態などを
国際的に明らかにするため、国連への意見書提
出や配布、会議への参加や傍聴などが可能とな
ります。2012年、日本のＮＧＯでＥＣＯＳＯＣ
の協議資格をもつヒューマンライツ・ナウの要
請により、国連特別報告者アナンド・グローバ
ー氏が来日して福島の放射線被害の実態を調査、
13年に報告書が国連に提出され日本政府に勧告
が行われたのも一例。

※２６　第五福竜丸が被爆してから60年

1954年 3 月 1 日、アメリカが太平洋中西部に
位置するマーシャル諸島のビキニ環礁で水爆実
験を行いました。その海域で操業していた静岡
県焼津のマグロ漁船「第五福竜丸」の乗組員が
全員、急性放射線障害を発症した事件。アメリ
カがマーシャル諸島で行った核実験は、46年か
ら58年まで67回。ほかにも1000隻近い漁船が被
爆しています。広島、長崎の原爆に次ぐ 3度目
の被爆は大きな社会問題に。全国で原水爆禁止
を求める運動が広がり、原水爆禁止世界大会を
行うきっかけともなりました。

※２７　ＮＰＴ再検討会議

ＮＰＴ（Treaty on the Non-Proliferation of Nu-
clear Weapons）は1970年施行の核拡散防止条約
のこと。核軍縮を目的にアメリカ、イギリス、
中国、フランス、ロシアの 5カ国以外の核兵器
保有を禁止しました。締約国は190カ国（2010
年 6 月）。条約では、核軍縮の状況を確認する
ために 5年に一度会議を開くことになっており、
それがＮＰＴ再検討会議です。
2010年 5 月の会議では、全ての国が核兵器の
ない世界を達成する枠組みをつくるために、特
別の努力をすることが確認されました。次回の
ＮＰＴ再検討会議は、被爆70年にあたる15年に
開催されます。10年に確認された内容の実行を
迫る重要な会議です。また、核兵器禁止条約の
交渉開始を求める世論と運動の巨大なうねりを

民医連第41回総会決定集_4校.indd   54 2014/03/21   10:36:16



55月刊民医連資料　別冊（２０１４年 ４ 月）

作るため、現在「核兵器全面禁止のアピール」
国際署名がとりくまれています。

※２８　ポピュレーションアプローチ

健康格差をなくすには、行動の主体である個
人に働きかける方法と集団全体や環境に働きか
ける方法の 2つがあります。集団や環境に介入
して、地域の中で暮らす人々が健康に望ましい
行動をとりやすいものに変えていくアプローチ
の仕方をポピュレーションアプローチといいま
す。
予防医学ではリスク因子を持つ個人に対する
ハイリスクアプローチと人口全体に対するポピ
ュレーションアプローチの 2つの戦略があり、
これらを組み合わせることで病気の発症や重症
化を予防することができるとしています。ポピ
ュレーションアプローチは、政策や法律などで
社会の仕組みを変えることで、社会全体の人び
との健康改善を働きかけます。
たとえば減塩運動なら、地域全体に減塩の必
要性を訴える啓発活動や減塩製品の価格を安く
して購入しやすくすることです。アメリカのあ
る地域では、虫歯予防のために水道水にフッ素
を入れました。ポピュレーションアプローチは、
社会全体に対して働きかけるので、政府や自治
体だけでなく企業や研究機関との協働が大切に
なります。

※２９　経営委員会ミニマム

県連および地協の経営委員会で実践する最低
限の内容です。
県連経営委員会では、①法人の経営状況、中
長期経営計画の掌握、②統一会計基準の推進、
③経営検討会や予算編成交流会、診療報酬対応
交流会などの開催、④施設拡大計画についての
審議と県連理事会への報告と必要な指摘や提起、
⑤各法人での内部監査委員会等内部牽制制度の
充実促進と監事監査の役割交流。
地協経営委員会では①地協内全県連代表によ
る経営委員会の体制をとること、可能なかぎり
地協に経営課題に専任できる幹部を配置するこ
と、②全日本民医連経営部、地協運営委員会、
地協事務局長会議に経営委員会の報告を定期的
に行うこと、③ 4半期ごとおよび年度決算、中
長期経営計画の策定と実践状況の把握、「要対

策 5ポイント」以上の法人の検討と対策、④統
一会計基準推進士講座を全日本民医連の方針に
沿って開催すること、⑤統一会計基準準拠、事
業所独立会計の到達点、部門別損益実施の状況
把握と課題の提起、⑥各県連での内部監査委員
会等内部牽制制度の充実促進と監事監査の役割
交流、⑦「経営検討会」「経営活動交流会」な
どの開催。

※３０　医療法64条第 1 項（法令等の違反
に対する措置）

都道府県知事は、医療法人の業務若しくは会
計が法令、法令に基づく都道府県知事の処分、
定款若しくは寄附行為に違反し、又はその運営
が著しく適正を欠くと認めるときは、当該医療
法人に対し、期限を定めて、必要な措置をとる
べき旨を命ずることができる。

※３１　全国連帯基金

全国連帯基金（以下基金）は、2004年 2 月の
第36回総会で決定した「全日本民医連経営困難
組織支援規定」において、経営困難法人等に対
して経営再建のために必要な資金の貸し付けを
行うことを目的に設立されました。
基金の総額は 2億円で、民医連に加盟する県
連からの借入金と本基金の意義に賛同する個人
からの寄付金で構成。また、04年11月の理事会
で「全国連帯基金運用規則」を定めました。基
金は、「経営再建のための資金調達は、当該組
織の事業活動による利益の創出と自らの力によ
る金融機関からの借入や職員・共同組織のひと
びとからの資金結集が原則である。基金は、自
力による資金調達を実現するまでの期間のつな
ぎ資金としての運用を原則とする」ことを基本
的性格としています。07年に川崎医療生協に対
して基金を発動しました。

※３２　県連に求められる 7 つの機能

第32回総会方針で、県連機能 6つのミニマム
を確認しました。 6つのミニマムとは①県連理
事会の定例化、全国方針の討議と県連での具体
化、②全面的な民医連運動の実践にふさわしい
機構づくりと事務局体制の確立、③法人の経営
状況の掌握とあり方の検討、および指導・援助、
④医療活動調査をはじめ、全日本民医連が行う
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56 月刊民医連資料　別冊（２０１４年 4 月）

各種調査についての実施と掌握、⑤制度教育の
実施、⑥民医連への攻撃、民医連への結集を弱
める傾向とのたたかい、です。
共同事業や地協レベルの医師養成など、今日
的な活動の進展を踏まえ、第35期第 2回評議員
会で「求められる県連 7つの機能」を提起し、
検討が呼びかけられました。 7つの機能とは①
全日本民医連方針の討議と具体化、県連理事会
機能と機構の整備、②県連長期計画の策定と具
体化、法人事業計画と経営の掌握と指導援助、
県連共同事業の推進、③県を代表する運動組織
としての役割、④共同組織の拡大と交流、『い
つでも元気』の普及、⑤民医連運動を主体的に
担う職員育成と後継者養成の計画と具体化（教
育事業の推進）、⑥医師問題での前進、地協と
共同して民医連運動を担う医師養成推進、⑦民
医連組織を守り前進させるとりくみで、全国で
具体化をはかってきました。
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運動方針に関する資料
※資料の表中に「福岡」と記してある箇所は「福岡・佐賀」、

全日本民医連組織概況　１８年間の推移

＊事業所数は毎年１月末現在加盟数    
＊職員数は前年の４月１日現在、０４年調査からは前年１０月１日時点    
＊歯科施設は、医科との併設を含みます。

カッコ内は対前回差

職員数その他事業所歯科施設医科診療所病院
４１,２８５１９５７９３６７１５５１９９６年

４４,６５４（＋３,３６９）４１１（＋２１６）８２（＋３）４０８（＋４１）１５４（－１）１９９８年
４７,９４３（＋３,２８９）６６４（＋２５３）９５（＋１３）４６１（＋５３）１５３（－１）２０００年
５２,２６４（＋４,３２１）８０３（＋１３９）１０７（＋１２）４８１（＋２０）１５４（＋１）２００２年
５６,７７３（＋４,５０９）９０８（＋１０５）１１１（＋４）５１１（＋３０）１５２（－２）２００４年
６２,２８７（＋５,５１４）９７７（＋６９）１１６（＋５）５２２（＋１１）１５４（＋２）２００６年
６５,１０１（＋２,８１４）１,０００（＋２３）１１１（－５）５２３（＋１）１５１（－３）２００８年
６７,７５４（＋２,６５３）１,０１８（＋１８）１１１（±０）５２５（＋２）１４７（－４）２０１０年
７３,７０３（＋５,９４９）１,０４１（＋２３）１１３（＋２）５２０（－５）１４３（－４）２０１２年
７７,４５６（＋３,７５３）１,０８８（＋４７）１１４（＋１）５０９（－１１）１４３（±０）２０１４年
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3,396,2583,396,258
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黒字・赤字法人分類別推移
＊年度途中開業・規模変更法人を含む

合計Ｅ法人Ｄ法人Ｃ法人Ｂ法人Ａ法人年度
１３０２９２３４２１５３２００２

黒
字
法
人
数

１２４２７２３６１９４９２００３
１２７２６２４４１９５４２００４
１１９２８１９３２０４９２００５
１１６３２２１３１７４３２００６
１０８２５１１４１９４９２００７
１０７２０１８２２１４６２００８
１３１２７２０３２７５４２００９
１３３２７２０２２４６０２０１０
１３２２７１９２２４６０２０１１
１２３２４２１２２４５２２０１２
３４９７２６１０２００２

赤
字
法
人
数 

３６７８０７１４２００３
３３１０４２８９２００４
４４１１１０３７１３２００５
４７６７３１２１９２００６
５４１２１７２１０１３２００７
５５１７１０４８１６２００８
２９１０８１２８２００９
２６１１８１３３２０１０
２４８９１３３２０１１
３２１０７１３１１２０１２
７９.３７６.３７６.７６６.７７７.８８４.１２００２年度黒字法人率
７７.５７９.４７４.２１００.０７３.１７７.８２００３年度黒字法人率
７９.４７２.２８５.７６６.７７０.４８５.７２００４年度黒字法人率
７３.０７１.８６５.５５０.０７４.１７９.０２００５年度黒字法人率
７１.２８４.２７５.０５０.０５８.６６９.４２００６年度黒字法人率
６６.７６７.６３９.３６６.７６５.５７９.０２００７年度黒字法人率
６６.０５４.１６４.３３３.３７２.４７４.２２００８年度黒字法人率
８１.９７３.０７１.４７５.０９３.１８７.１２００９年度黒字法人率
８３.６７１.１７１.４６６.７８８.９９５.２２０１０年度黒字法人率
８４.６７７.１６７.９６６.７８８.９９５.２２０１１年度黒字法人率
７９.４７０.６７５.０６６.７８８.９８２.５２０１２年度黒字法人率

【法人分類】
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＊～90年は「民医連現勢調査」、95年以降は「経営実態調査」より
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59月刊民医連資料　別冊（２０１４年 ４ 月）

①構成員現勢は２０１３年１２月末現在の数字。月次報告から作成。②「いつでも元気」は２０１４年２月号（２０１４年１月９日締）の数字。保健医療研究所への増減報告書から作成共同組織関係資料
参考指標「いつでも元気」仲間ふやしと構成員現勢

県連名 職員一人あたり部数最新号２０１４年１月９日〆２年前現勢（２０１３
年１２月末）

今年度累計増減（２０１３年４月～１２月）２０１３年度末
到達目標

２０１３年度
拡大目標単位 対比正職員数増減２０１４年２月号２０１２年２月号純増減数拡大数

１.８３,９８０６７７,３１７７,２５０２６４,６４８９９３６,１８７７,１８０１０,０００人北海道
０.５１,５１５４７３３７２９１１９,０３６１,５４９１,６７７３,２２６人青　森
０.７２９４▲８２０７２１５３０,６５６３５０５０５８５５１,３００世岩　手
１.７１,６１６▲７１２,７９２２,８６３４４,７２４▲７２１,３９５１,３２３両宮　城
０.２１,０６５▲１７２２２２３９７,００９▲１５１２５０９９７,８５２人秋　田
０.８１,５３２▲２７１,２５０１,２７７６７,５１８８１９１,０１５１,８３４人山　形
０.５８０４７５３６８２９３８６,８２９１,７３１１,３８４３,１１５８９,０３０４,７２９人福　島
０.８３９４１３１３３１２２０,９７６４２７２６４６９１１,４７０両茨　城
０.８７９７６４５７１３,２０８２２３１８５４０８１３,７３５７５０人栃　木
０.４１,３３５▲５１５２６５７７１０６,１６６１,５１２１,５２３３,０３５５,１３４両群　馬
０.５１,３４１１７６５５６３８２４６,８３４４,７３５３,１９１７,９２６１０,３８３世埼　玉
２.３９３８▲９４２,１７１２,２６５４２,３１８▲７７７２,５４４１,７６７両千　葉
１.１５,３６０１５１５,９０７５,７５６２３５,９７７▲２,８６０１３,４１０１０,５５０両東　京
０.９１,６７８７１,５４５１,５３８１４４,２２４２,１７７１,８２７４,００４１５０,１８５８,３８０両神奈川
０.６１,０２３▲２８６３３６６１３５,１７６７２５５６２１,２８７３４,５００１,９５２世新　潟
０.８４６６▲１５３５７３７２２６,３０２４２８５６２９９０２７,３９９１,５００両富　山
２.３９０９１４２,０５３２,０３９５４,４９７１,８２３１,０３８２,８６１５５,０００２,０００人石　川
０.８２６９▲５３２２６２７９２０,６０４１８２２０４３８６１,０００人福　井
１.０１,１４３▲８８１,１８５１,２７３１８,７９８▲１３９７９８６５９２０,０００両山　梨
１.０２,７２９２４５２,７６９２,５２４１３９,６７１１,６６３７,０８２８,７４５１４４,０００両長　野
２.１３３９▲３７６９９７３６１５,４８１１９１１６４３５５１５,９９０７００世岐　阜
３.７２４９３３９１７８８４１３,６５４３９８２６５６６３１４,６００１,３１６両静　岡
０.４２,６１５▲４１１,０４３１,０８４１８５,９２６３,４２６２０３３,６２９世愛　知
０.６３１９▲１３１７８１９１４１,８９３１２４８６４９８４３,３８１１,５００両三　重
４.４１２７９５５６５４７１０,５１１３８６２１１５９７１１,０００１,０００両滋　賀
２.１２,０３１▲１５２４,１８２４,３３４５６,６１２９７６１,１７８２,１５４６０,０００４,２９７両京　都
１.１２,６１０▲９４２,８４０２,９３４３２２,９１７４,５７９５,１９３９,７７２３２２,２７４両大　阪
０.８１,６６２５１１,２５５１,２０４１７４,５１０３,４９０２,３２８５,８１８１８０,０００１０,０００両兵　庫
１.０１,２６６▲５６１,３０９１,３６５３５,２１８１,１４０１,０１９２,１５９３６,０７６３,０００人奈　良
０.４３４４▲６１４３１４９２１,７５８２２７３６８５９５人和歌山
０.６６００▲１４３４３３５７４７,０２９１,０３４６８９１,７２３４９,９９５４,０００人鳥　取
０.３１,０５３４６３４１２９５５６,８２６８３８１,２７８２,１１６６０,８９１４,９００人島　根
０.５２,１０３▲５５９６０１,０１５１４０,７２８３,０１８２,５９１５,６０９人岡　山
０.３９７１▲８３０４３１２９９,５８５１,６１２２,００４３,６１６１０５,３２１７,３００人広　島
０.６２７２０１７０１７０１７,２７１４５０３７３８２３１７,２３５１,２００人山　口
０.６４０７１１２４３２３２４４,２３１３６８１,２２０１,５８８４６,０９１３,０００人徳　島
０.３５９６▲１１１８１１９２４６,１５４１,３６０３１３１,６７３４７,７９４３,０００世香　川
０.９３４５１２２９４２８２４５,４８５９６０１,２５２２,２１２４６,５２６３,３０２人愛　媛
０.８２００５１５７１５２５４,５８２３１９４５６６０９５５,７６４１,５００両高　知
１.４３,６２４▲１１５５,０９６５,２１１９５,２８９３,６５２５５４４,２０６９８,１０３６,３７６世福岡・佐賀
１.７４０８５３７１１６５８１２,５０８▲２,８２２３,３３５５１３１２,７８３７７１人長　崎
２.５６３１８１,５５１１,５４３２１,０２５▲１７６５３８３６２２３,３１５８０５世熊　本
０.７２７７▲９１８３１９２２６,０６８７３２５８７１,３１９２７,３８６２,０００人大　分
１.３２６８１０３４０３３０４８,３２２１,１１６６２６１,７４２４８,７３３２,１００人宮　崎
１.０１,１８７５７１,１９１１,１３４１５６,５２４２,４７０３,０２５５,４９５１６０,６５４６,６００世鹿児島
０.５１,０１２▲３４７３４７６８２,５０６１,８１５５１２２,３２７８５,１４４５,０００世沖　縄
１.１５３,９８６▲１８３５６,９５３５７,１３６３,５９７,７８４４６,９０９７６,３７１１２３,２８０２,１１０,７５７１２２,２６５

５５.００▲４５２２０２６５個人購読→
１.１５４,０４１▲２２８５７,１７３５７,４０１合計部数→

（職員数は２０１３年８月１日の職員数による）

（年間拡大目標数・到達数は、県連としては数値目標を持っていないところ、あるいは片
方だけ決めているところがあります。）
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60 月刊民医連資料　別冊（２０１４年 4 月）

介護収益／事業収益比推移（医科法人）

※「経営実態調査」より

２０１２年２０１１年２０１０年２００９年２００８年２００７年２００６年２００５年２００４年２００３年２００２年２００１年２０００年

１１.７１１.５１１.５１１.６１１.３１１.０１１.３１１.３１１.８１１.２１０.３８.６７.４Ａ法人

２１.６２０.６１９.９２０.１１９.３１９.１１９.３１６.６１５.２１４.７１２.９１１.０１０.３Ｂ法人

１８.９１７.４１６.５１６.３１７.３１６.８１５.８１６.７１７.７１３.７１２.０９.８７.９Ｃ法人

４１.１３７.７３７.２３４.７３３.８３２.７３２.３３３.４３３.６３０.５２６.９２３.１１９.４Ｄ法人

３７.３３５.８３６.８３６.８３５.９３４.８３４.４３３.５３２.０２８.１２５.１２２.０１９.７Ｅ法人

１４.６１４.０１４.０１４.０１３.７１３.３１３.５１３.３１３.３１２.６１１.５９.８８.３計

単位：％

『いつでも元気』　創刊からの推移
活動交流集会到達部数年間実増

２５,５７５９７年２月号
第４回集会／福岡３１,６１７６,０４２９８年２月号

３３,７８３２,１６６９９年２月号
第５回集会／北海道４０,２４６６,４６３００年２月号

４２,６９８２,４５２０１年２月号
第６回集会／石川４５,７５７３,０５９０２年２月号

４７,１１９１,３６２０３年２月号
第７回集会／東京５０,７７１３,６５２０４年２月号

５２,１０４１,３３３０５年２月号
第８回集会／岡山５２,８３０７２６０６年２月号

５３,３３３５０３０７年２月号
第９回集会／長野５３,９４５６１２０８年２月号

５４,９１２９６７０９年２月号
第１０回集会／長崎５５,８７６９６４１０年２月号

５６,９６１１,０８５１１年２月号
５７,４０１４４０１２年２月号

第１１回集会／岩手５７,２８４▲１１７１３年２月号
５７,１７３▲１１１１４年２月号

共同組織構成員拡大・脱退数（２０年間の年次推移）
実増数脱退数加入数年度
１４９,９２１３７,８７５１８７,７９６９４年
１２３,３９２４６,１７６１６９,５６８９５年
１０９,２３５４９,４９２１５８,７２７９６年
１０８,８２０７３,８０３１８２,６２３９７年
１０２,００３５６,８７５１５８,８７８９８年
９４,４５４５３,４５５１４７,９０９９９年
１１５,４１９５９,２２２１７４,６４１２０００年
１０２,４５９７２,５６１１７５,０２００１年
９４,６２１６３,５４６１５８,１６７０２年
８０,０７５６５,０８５１４５,１６００３年
６２,２３６８７,６９６１４９,９３２０４年
８８,３７８６５,０６４１５３,４４２０５年
９８,３７７４５,０６４１４３,４４１０６年
７７,４１４８７,２８２１６４,６９６０７年
６７,６１７１００,５１８１６８,１３５０８年
５０,８５１１０７,３２３１５８,１７４０９年
５８,９３８９８,９５７１５７,８９５１０年
４５,８２０１１６,８９０１６２,７１０１１年
５１,４７９１０９,１１７１６０,５９６１２年
４６,９０９７６,３７１１２１,２８０１３年１２月末
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61月刊民医連資料　別冊（２０１４年 ４ 月）

介護保険指定事業所数・利用者数

※各年「介護事業基本調査」より

２０１３年４月２０１２年４月
利用者数事業所数利用者数事業所数
１５,１３８２６３１５,３９１２６６訪問介護
６,６８５２５１６,５１５２５３予防訪問介護
２１,８２３２６３２１,９０６２６６訪問介護
１５３７１９３７訪問入浴
０５１５予防訪問入浴
１５３７１９４７訪問入浴

１７,３３２３０３１６,８９９３０１訪問看護（介護保険）
１,３８７２８３１,２３３２８０予防訪問看護
１８,７１９３０３１８,１３２３０１訪問看護
１,９１７７９１,８１４７８訪問リハ
１９４６３１４７５８予防訪問リハ
２,１１１７９１,９６１７８訪問リハ
４２,８０６６５２４２,１９３６５２■訪問系サービス合計
１１,７７４２６２１１,６９０２６３通所介護
２,７９６２４３２,７６３２４８予防通所介護
１４,５７０２６２１４,４５３２６３通所介護
１１,３７１１９９１１,４０９２０１通所リハ
２,４５２１８４２,３６２１８２予防通所リハ
１３,８２３１９９１３,７７１２０１通所リハ

００００療養通所介護
２８,３９３４６１２８,２２４４６４■通所系サービス合計
１,２０６２５１,１９３２４短期入所生活介護（併設型事業所）
１,７８９２７２,０３９３０短期入所生活介護（単独型事業所）
２１２３２２２０予防短期入所生活介護（併設型事業所）
５６２３６３２６予防短期入所生活介護（単独型事業所）

３,０７２５２３,３１７５４短期入所生活介護
１,２６７４４１,１９６４２短期入所療養介護
１８３４１４３０予防短期入所療養介護

１,２８５４４１,２１０４２短期入所療養介護
４,３５７９６４,５２７９６■短期入所サービス合計
１６５６１６１６特定施設入居者生活介護
１３３１５３予防特定施設入居者生活介護
１７８６１７６６特定施設入居者生活介護
８,２６１２９７,６９８２６福祉用具貸与
９７６２５７６１２３予防福祉用具貸与
９,２３７２９８,４５９２６福祉用具貸与
８４,９７１１,２４４８３,５７９１,２４４○居宅サービス合計
９,２４２６６８,７２３６０介護予防支援事業（地域包括作成分）
４７,７０４４６２４６,６３３４７０居宅介護支援事業
４,７７０４,２０５〃　　受託予防ケアプラン　
２８,７３４１７８２７,０４９１７６（＊再掲：特定事業所加算算定分）
６１,７１６５２８５９,５６１５３０○介護予防・居宅介護支援合計
１,０８４１６１,０８８１６老人福祉施設
２,８２１４０２,７５３３８老人保健施設
１９６６２２４７介護療養型医療施設
４,１０１６２４,０６５６１○施設合計
４０６１１定期巡回随時対応型訪問介護看護
７３２７３２夜間対応型訪問介護
９２９５４９４８５２認知症対応型通所介護
２４４５２４４０予防認知症対応型通所介護
９５３５４９７２５２認知症対応型通所介護
８３５４８８０２４８小規模多機能居宅介護
４５３１３７３０予防小規模多機能居宅介護
８８０４８８３９４８小規模多機能居宅介護
７０９５７７１１５８認知症対応型共同生活介護
０２８０２５予防認知症対応型共同生活介護
７０９５７７１１５８認知症対応型共同生活介護
２９１１７１地域密着型特定施設入居者生活介護
１６５６１５１６地域密着型介護福祉施設
９２５００複合型サービス

２,９４１１７９２,７６４１６８○地域密着型サービス合計
１５３,７２９２,０１３１４９,９６９２,００３総　　　計
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62 月刊民医連資料　別冊（２０１４年 4 月）

無料低額診療事業実施事業所数

合計老健
施設

歯科診
療所診療所病院県連名

３７４５２０８北海道

１３９４青 森

２１１岩 手

８４４宮 城

秋 田

６１１４山 形

１１福 島

４１２１茨 城

２２栃 木

１１１５５群 馬

５３２埼 玉

１１９２千 葉

１３１２５５東 京

１５２１０３神奈川

１１３５３山 梨

８２６長 野

７１５１新 潟

４１２１富 山

６１３２石 川

福 井

４３１岐 阜

４３１静 岡

１１愛 知

２１１三 重

４１３滋 賀

３０２６４京 都

２７２１２０４大 阪

２４１２１８３兵 庫

５２３奈 良

５４１和歌山

４１３岡 山

６１４１広 島

２１１鳥 取

島 根

５１３１山 口

２１１徳 島

２１１香 川

２２愛 媛

２１１高 知

１９２１０７福岡・
佐 賀

４３１長 崎

４２２熊 本

３１１１大 分

２２鹿児島

４３１宮 崎

６４２沖 縄

３３７１９２１１９８９９総合計

２０１４年１月１５日　現在

受入数年
１２２２００１年
１１８２００２年
９８２００３年
１６４２００４年
１９７２００５年
１６１２００６年
１４６２００７年
１３５２００８年
１４３２００９年
１３２２０１０年
１２３２０１１年
１４２２０１２年
１４０２０１３年

（人）

初期研修医受入数の推移

（看護師、保健師、助産師の合計）

新卒看護師受入数の推移
新卒看護師受入数

受入数（人）卒年
１,２４８１９９７年卒
１,１６８１９９８年卒
１,２０７１９９９年卒
１,１９３２０００年卒
１,０５１２００１年卒
　９５７２００２年卒
１,０４１２００３年卒
　９４３２００４年卒
　９７５２００５年卒
　９００２００６年卒
　８５８２００７年卒
　７７６２００８年卒
　８９２２００９年卒
　９２６２０１０年卒
　９５８２０１１年卒
１,０３４２０１２年卒
１,０６０２０１３年卒
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63月刊民医連資料　別冊（２０１４年 ４ 月）

職種別職員数の推移
４年比較前回比較2013年

10月1日現在
2011年

10月1日現在
2009年

10月１日現在職種 増減率増減数増減率増減数
103.6112.6102.991.63214.83,123.23,102.2正職員医師 111.488.197.4△22.9857.9880.8769.8非正職員
100.00.1105.717.7329.8312.1329.6正職員歯科医師 208.829.694.8△3.156.859.927.2非正職員
106.8179.1106.3165.22,795.92,630.62,616.8薬剤師
129.6122.5113.563.8536.8473.0414.3保健師

看護
119.065.9114.552.3412.6360.3346.7助産師
109.41,823.0103.9798.521,122.320,323.819,299.3看護師
86.7△500.590.8△329.93,256.43,586.33,756.9准看護師
119.8289.5107.0114.41,748.61,634.11,459.1看護業務補助者
154.53,380.2118.91,521.29,586.18,064.96,205.9介護福祉士

介護 77.9△690.381.8△542.32,438.92,981.23,129.2介護職員初任者研修終了者
115.9403.2105.5153.22,942.42,789.12,539.2その他の介護職
111.678.2101.914.4752.3737.9674.1歯科衛生士

歯科 98.1△3.2100.00.0168.7168.7171.9歯科技工士
144.530.3102.42.398.496.168.1歯科業務補助者
101.717.299.0△10.41,034.21,044.61,017.0診療放射線技師放射線 224.79.1147.25.316.411.17.3診療Ｘ線技師
104.773.5102.642.11,651.31,609.21,577.8臨床検査技師検査 58.2△5.178.0△2.07.19.112.2衛生検査技師
115.164.2103.817.8490.5472.7426.3臨床工学技士
156.21,005.1118.9444.82,793.12,348.31,788.0理学療法士

リハビリ
142.1541.1114.4230.01,825.31,595.31,284.2作業療法士
88.8△7.297.2△1.757.459.064.6視能訓練士
172.7225.2115.872.9535.0462.1309.8言語聴覚士
100.00.0100.00.01.01.01.0義肢装具士
73.9△10.182.0△6.328.534.738.5マッサージ師
86.0△9.393.7△3.856.960.866.2鍼灸師
107.443.4103.018.3632.8614.5589.4管理栄養士

栄養 108.810.596.6△4.6130.0134.6119.5栄養士
103.032.599.9△1.31,130.21,131.51,097.7調理師
103.625.397.8△15.9719.9735.8694.6調理員
107.424.9118.255.9363.2307.3338.3その他の技術員
121.0123.9106.744.8712.5667.7588.6社会福祉士

ＳＷ 141.642.7115.919.9145.4125.5102.7精神保健福祉士
102.25.389.9△27.1242.5269.6237.2その他のＳＷ
142.596.4106.519.6322.9303.3226.5保育士
113.01,437.5104.8570.712,518.511,947.711,081.0事務職員
109.4148.6112.2187.01,722.41,535.51,573.8その他の職員
113.79,303.0105.13,752.577,455.573,703.068,152.5合計

介護職員初任者研修終了者の項目は、２０１１年以前はホームヘルパーの集計値。
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